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＜概 要＞ 

 

1.において，設計基準事故対処設備の設置許可基準規則，技術基準規則の追

加要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する東海第二発電所におけ

る適合性を示す。 

 

2.において，設計基準事故対処設備について，追加要求事項に適合するため

に必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 

 

3.において，追加要求事項に適合するための運用，手順等を抽出し，必要と

なる対策等を整理する。 



 

24 条 - 1 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

安全保護回路について，設置許可基準規則第24条及び技術基準規則第35

条において，追加要求事項を明確化する。（第 1.1 表） 
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24 条－4 

1.2. 追加要求事項に対する適合性 

 (1) 位置，構造及び設備 

ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 本原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加え，以下の基本的

方針のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

(s) 安全保護回路 

安全保護回路は，運転時の異常な過渡変化が発生する場合において，

その異常な状態を検知し及び原子炉緊急停止系その他系統と併せて機能

することにより，燃料要素の許容損傷限界を超えないようにできるもの

とするとともに，設計基準事故が発生する場合において，その異常な状

態を検知し，原子炉緊急停止系及び工学的安全施設を自動的に作動させ

る設計とする。 

安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは，単一故

障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場合におい

て，安全保護機能を失わないよう，多重性を確保する設計とする。 

安全保護回路を構成するチャンネルは，それぞれ互いに分離し，それ

ぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないよう独立性を確保

する設計とする。 

駆動源の喪失，系統の遮断その他の不利な状況が発生した場合におい

ても，発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか，又は当該状態

を維持することにより，発電用原子炉施設の安全上支障がない状態を維

持できる設計とする。 

安全保護回路のうち，一部デジタル演算処理を行う機器は，不正アク



 

24 条－5 

セス行為に対する安全保護回路の物理的分離及び機能的分離を行うとと

もに，ソフトウェアは設計，製作，試験及び変更管理の各段階で検証と

妥当性の確認を適切に行うことで，不正アクセス行為その他の電子計算

機に使用目的に沿うべき動作をさせず，又は使用目的に反する動作をさ

せる行為による被害を防止することができる設計とする。 

【説明資料（2.1：P24 条-32,33）（2.2：P24 条-34）（2.3：P24 条-

35）（2.4：P24 条-36）（2.5：P24 条-37）（2.6：P24-37,38）】 

計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合には，その安

全機能を失わないよう，計測制御系統施設から機能的に分離した設計と

する。 

 

ヘ 計測制御系統施設の構造及び設備 

  原子炉の適切かつ安全な運転のため，中性子束を測定する炉内核計装設備     

と水位，圧力，再循環流量等を測定する計装設備，安全保護回路及び制御設

備が設けられる。また，通常運転中の原子炉圧力を一定に保つために，圧力

制御装置が設けられる。 

  原子炉の出力制御は，再循環流量の調整及び制御棒位置の調整の 2 方式に

より行われる。 

(1) 計  装 

（ⅰ）核計装の種類 

   中性子束は以下のように 2 つの領域に分けて原子炉内で計測する。 

   起動領域：固定型計数方式及び   8 チャンネル 

キャンベル方式計装 

   出力領域：固定型直流方式計装  172 チャンネル 

（ⅱ）その他の主要な計装の種類 



 

24 条－6 

   原子炉水位，原子炉圧力，再循環流量，給水流量，蒸気流量，制御棒

位置，制御棒駆動用冷却材圧力などの計装装置が設けられる。 

(2) 安全保護回路 

安全保護回路（安全保護系）は，「原子炉停止回路（原子炉緊急停止系

作動回路）」及び「その他の主要な安全保護回路（工学的安全施設作動回

路）」で構成する。 

安全保護回路は，不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿

うべき動作をさせず，又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害

を防止する設計とする。 

【説明資料（2.1：P24条-32,33）（2.2：P24条-34）（2.3：P24条-35）

（2.4：P24条-36）（2.5：P24条-37）（2.6：P24-37,38）】 

(ⅰ) 原子炉停止回路の種類 

原子炉停止回路（原子炉緊急停止系作動回路）は，次に示す条件によ

り原子炉をスクラムさせるため，2つの独立のチャンネルが設けられ，

これらの同時動作によって原子炉をスクラムさせる。 

ａ．原子炉圧力高 

ｂ．原子炉水位低 

ｃ．ドライウェル圧力高 

ｄ．原子炉出力ペリオド短（起動領域計装） 

ｅ．中性子束高（起動及び平均出力領域計装） 

ｆ．中性子束指示低（平均出力領域計装） 

ｇ．中性子計装動作不能（起動及び平均出力領域計装） 

ｈ．スクラム・ディスチャージ・ボリューム水位高 

ｉ．主蒸気隔離弁閉 

ｊ．主蒸気管放射能高 



 

24 条－7 

ｋ．主蒸気止め弁閉 

ｌ．蒸気加減弁急速閉（ＥＨＣ油圧低） 

ｍ．地震加速度大 

ｎ．原子炉モード・スイッチ「停止」の位置 

ｏ．手  動 

なお，原子炉緊急停止系作動回路の電源喪失の場合にも原子炉はスク

ラムする。 

(ⅱ) その他の主要な安全保護回路の種類 

その他の主要な安全保護回路（工学的安全施設作動回路）には，次の

ものを設ける。 

ａ．原子炉水位異常低下，主蒸気管放射能高，主蒸気管圧力低，主蒸

気管流量大，主蒸気管トンネル温度高，復水器真空度低のいずれか

の信号による主蒸気隔離弁の閉鎖 

ｂ．ドライウェル圧力高，原子炉水位低，原子炉建屋放射能高のいず

れかの信号による原子炉建屋常用換気系の閉鎖と原子炉建屋ガス処

理系の起動 

ｃ．原子炉水位異常低下又はドライウェル圧力高の信号による高圧炉

心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系及び低圧注水系の起動 

ｄ．原子炉水位異常低下及びドライウェル圧力高の同時信号による自

動減圧系の作動 

ｅ．原子炉水位異常低下又はドライウェル圧力高の信号による非常用

ディーゼル発電機の起動 

ｆ．原子炉水位低，原子炉水位異常低下，ドライウェル圧力高のいず

れかの信号による主蒸気隔離弁以外の隔離弁の閉鎖 

また，その他保護動作としては次のようなものがある。 
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ａ．原子炉水位異常低下信号による原子炉隔離時冷却系の起動 

(2) 安全設計方針 

1.1.5 安全保護系の基本方針 

反応度制御系（制御棒）および工学的安全施設の作動を開始させるための

安全保護系は，多重性と独立性を有する設計とし，実際に起こると考えられ

る，いかなる単一故障によってもその安全保護機能が妨げられないような設

計とする。また，安全保護系は系の遮断，駆動源の喪失等においても安全上

許容される状態（フェイル・セイフ又はフェイル・アズ・イズ）になるよう

設計する。 

安全保護系については，不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的

に沿うべき動作をさせず，又は使用目的に反する動作をさせる行為による被

害を防止する設計とする。 

【説明資料（2.1：P24 条-32,33）（2.2：P24 条-34）（2.3：P24 条-

35）（2.4：P24 条-36）（2.5：P24 条-37）（2.6：P24-37,38）】 
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(3) 適合性説明 

（安全保護回路） 

第二十四条 発電用原子炉施設には、次に掲げるところにより、安全保護回

路（安全施設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を設けな

ければならない。 

 一 運転時の異常な過渡変化が発生する場合において、その異常な状態を

検知し、及び原子炉停止系統その他系統と併せて機能することにより、

燃料要素の許容損傷限界を超えないようにできるものとすること。 

 二 設計基準事故が発生する場合において、その異常な状態を検知し、原

子炉停止系統及び工学的安全施設を自動的に作動させるものとするこ

と。 

 三 安全保護回路を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、単一故

障が起きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場合におい

て、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保するものとすること。

 四 安全保護回路を構成するチャンネルは、それぞれ互いに分離し、それ

ぞれのチャンネル間において安全保護機能を失わないように独立性を確

保するものとすること。 

 五 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が発生した場合におい

ても、発電用原子炉施設をより安全な状態に移行するか、又は当該状態

を維持することにより、発電用原子炉施設の安全上支障がない状態を維

持できるものとすること。 

 六 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさ

せず、又は使用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止するこ

とができるものとすること。 
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 七 計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する場合には、その安

全保護機能を失わないよう、計測制御系統施設から機能的に分離された

ものとすること。 

 

適合のための設計方針 

第１項第１号について 

(1) 安全保護系は，運転時の異常な過渡変化時に，中性子束及び原子炉圧

力等の変化を検出し，原子炉緊急停止系を含む適切な系統の作動を自動

的に開始させ，燃料要素の許容損傷限界を超えることがない設計とす

る。 

(2) 安全保護系は，偶発的な制御棒引抜きのような原子炉停止系のいかな

る単一誤動作に起因する異常な反応度印加が生じた場合でも，燃料要素

の許容損傷限界を超えないよう，中性子束高スクラム及び原子炉出力ペ

リオド短スクラムにより原子炉を停止できる設計とする。 

 

第１項第２号について 

安全保護系は，設計基準事故時に異常状態を検知し，原子炉緊急停止系を

自動的に作動させる。また自動的に主蒸気隔離弁の閉鎖，非常用炉心冷却系

の起動，原子炉建屋ガス処理系の起動を行わせる等の保護機能を有する設計

とする。 

(1) 発電用原子炉は，下記の条件の場合にスクラムする。 

ａ．原子炉圧力高 

ｂ．原子炉水位低 

ｃ．ドライウェル圧力高 

ｄ．原子炉出力ペリオド短（起動領域計装） 
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ｅ．中性子束高（起動及び平均出力領域計装） 

ｆ．中性子束指示低（平均出力領域計装） 

ｇ．中性子計装動作不能（起動及び平均出力領域計装） 

ｈ．スクラム・ディスチャージ・ボリューム水位高 

ｉ．主蒸気隔離弁閉 

ｊ．主蒸気管放射能高 

ｋ．主蒸気止め弁閉 

ｌ．蒸気加減弁急速閉（ＥＨＣ油圧低） 

ｍ．地震加速度大 

ｎ．原子炉モード・スイッチ「停止」の位置 

ｏ．手  動 

(2) その他主要な安全保護系（工学的安全施設作動回路）には，次のよう

なものを設ける設計とする。 

ａ．原子炉水位異常低下，主蒸気管放射能高，主蒸気管圧力低，主蒸気管

流量大，主蒸気管トンネル温度高，復水器真空度低のいずれかの信号に

よる主蒸気隔離弁の閉鎖 

ｂ．ドライウェル圧力高，原子炉水位低，原子炉建屋放射能高のいずれか

の信号による原子炉建屋常用換気系の閉鎖と原子炉建屋ガス処理系の起

動 

ｃ．原子炉水位異常低下又はドライウェル圧力高の信号による高圧炉心ス

プレイ系，低圧炉心スプレイ系及び低圧注水系の起動 

ｄ．原子炉水位異常低下及びドライウェル圧力高の同時信号による自動減

圧系の作動 

ｅ．原子炉水位異常低下又はドライウェル圧力高の信号による非常用ディ

ーゼル発電機の起動 
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ｆ．原子炉水位低，原子炉水位異常低下，ドライウェル圧力高のいずれか

の信号による主蒸気隔離弁以外の隔離弁の閉鎖 

   また，その他保護動作としては次のようなものがある。 

  ａ．原子炉水位異常低下信号による原子炉隔離時冷却系の起動 

 

第１項第３号について 

安全保護系は，十分に信頼性のある少なくとも2チャンネルの保護回路で

構成し，機器又はチャンネルの単一故障が起きた場合，又は使用状態からの

単一の取り外しを行った場合においても，安全保護機能を失わないように，

多重性を備えた設計とする。 

具体例は下記のとおりである。 

(1) 原子炉緊急停止系作動回路は，検出器，トリップ接点，論理回路，主

トリップ継電器等で構成し，基本的に二重の「1 out of 2」方式とす

る。 

安全保護機能を維持するため，原子炉緊急停止系作動回路は，運転中す

べて励磁状態であり，電源の喪失，継電器の断線及び検出器を取り外した

場合，回路が無励磁状態で，チャンネル・トリップになるようにする。 

したがって，これらの単一故障が起きた場合，又は使用状態からの単一

の取外しを行った場合においても，その安全保護機能を維持できる。 

核計装系は，安全保護回路として必要な最小チャンネル数よりも一つ以

上多いチャンネルを持ち，運転中でもバイパスして保守，調整及び校正で

きる。 

したがって，これが故障の場合，故障チャンネルはバイパスし，残りの

チャンネルにより安全保護回路の機能が維持できる。 

(2) 工学的安全施設を作動させるチャンネル（検出器を含む）は，多重性
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をもった構成とする。 

したがって，これらの単一故障，使用状態からの単一の取外しを行った

場合においても，その安全保護機能を維持できる。 

 

第１項第４号について 

安全保護系は，その系統を構成するチャンネル相互が分離され，また計測

制御系からも原則として分離し，独立性を持つ設計とする。 

具体例は下記のとおりである。 

(1) 原子炉格納容器を貫通する計装配管は，物理的に独立した貫通部を有

する2系列を設ける。 

(2) 検出器からのケーブル及び電源ケーブルは，独立に中央制御室の各盤

に導く。各トリップチャンネルの論理回路は，盤内で独立して設ける。 

(3) 原子炉緊急停止系作動回路の電源は，分離・独立した母線から供給す

る。 

 

第１項第５号について 

安全保護系の駆動源として電源あるいは計器用空気を使用する。この系統

に使用する弁等は，フェイル・セイフの設計とするか，又は故障と同時に現

状維持（フェイル・アズ・イズ）になるようにし，この現状維持の場合でも

多重化された他の回路によって保護動作を行うことができる設計とする。 

フェイル・セイフとなる主要なものは以下のとおりである。 

(1) 電源喪失 

ａ．スクラム 

ｂ．主蒸気隔離弁閉 

ｃ．格納容器ベント弁閉 
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(2) 計器用空気喪失 

ａ．スクラム 

ｂ．格納容器ベント弁閉 

また，主蒸気隔離弁以外の工学的安全施設を作動させる安全保護系の場

合，駆動源である電源の喪失時には，系統を現状維持とする設計とする。 

系統の遮断やその他，火災，浸水等不利な状況が発生した場合でも，この

工学的安全施設作動回路及び工学的安全施設自体が多重性，独立性を持つこ

とで発電用原子炉施設を十分に安全な状態に導くよう設計する。 

 

第１項第６号について 

  安全保護系のうち，一部デジタル演算処理を行う機器は，これが収納され

た盤の施錠等により，ハードウェアを直接接続させない措置を実施すること

で物理的に分離するとともに，外部ネットワークへのデータ伝送の必要があ

る場合は，防護装置（片方向のみの通信を許可する装置）を介して安全保護

回路の信号を一方向（送信機能のみ）通信に制限することで機能的に分離す

るとともに，固有のプログラム言語の使用による一般的なコンピュータウイ

ルスが動作しない環境等によりウイルス等の侵入を防止することでソフトウ

ェアの内部管理の強化を図り，外部からの不正アクセスを防止する設計とす

る。 

  また， ｢安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」

（JEAC4620-2008）及び「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関

する指針」（JEAG4609-2008），又は米国Regulatory Guide 1.152「原子力

発電所安全関連システムのプログラマブルデジタル計算機システムソフトウ

ェアの基準」に準じて設計，製作，試験及び変更管理の各段階で検証及び妥

当性確認（コンピュータウイルスの混入防止含む。）がなされたソフトウェ
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アを使用するとともに，発電所での出入管理による物理的アクセスの制限に

より，不正な変更等による承認されていない動作や変更を防止する設計とす

る。 

  【説明資料（2.1：P24条-32,33）（2.2：P24条-34）（2.3：P24条-35）

（2.4：P24条-36）（2.5：P24条-37）（2.6：P24-37,38）】 

 

第１項第７号について 

安全保護系と計測制御系とは電源，検出器，ケーブル・ルート及び原子炉

格納容器を貫通する計装配管を，原則として分離する設計とする。 

安全保護系は，原子炉水位及び原子炉圧力を検出する計装配管ヘッダの一

部を計測制御系と共用すること及び核計装等の検出部が表示，記録計用検出

部と共用される以外は計測制御系とは完全に分離する等，計測制御系での故

障が安全保護系に影響を与えない設計とする。 

安全保護系と計測制御系で計装配管を共用する場合は，安全保護系の計装

配管として設計する。 

また，核計装等の検出部が表示，記録計用検出部と共用しているが，計測

制御系の短絡，地絡又は断線によって安全保護系に影響を与えない設計とす

る。 

 

1.3 気象等 

該当なし 

 

1.4 設備等（手順等含む） 

6. 計測制御系統施設 

6.3 原子炉プラント・プロセス計装 
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6.3.1 概  要 

発電用原子炉の適切かつ安全な運転のため，核計装のほかに，発電用原子

炉施設の重要な部分には，すべてプロセス計装を設ける。原子炉プラント・

プロセス計装は，温度，圧力，流量，水位等を測定及び指示するものである

が，一部を除き必要な指示及び記録計器は，すべて中央制御室に設置する｡ 

  原子炉プラント・プロセス計装は，原子炉圧力容器計装，再循環回路計

装，原子炉給水系及び蒸気系計装，制御棒駆動機構計装及びその他の計装か

ら構成されている。 

  発電用原子炉の停止，炉心冷却及び放射性物質の閉じ込めの機能の状況を

監視するために必要なパラメータは，設計基準事故時においても監視でき確

実に記録及び保存ができる。 

 

6.3.2 設計方針 

(1) 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時において，炉心，原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び格納容器バウンダリ並びにそれらに関連する系

統の健全性を確保するために必要なパラメータは，予想変動範囲内での

監視が可能であるようにプロセス計装を設ける設計とする。 

 (2) 設計基準事故時において，事故の状態を知り対策を講じるのに必要なパ

ラメータを監視できるように，プロセス計装を設ける設計とする。 

 (3) 安全保護系に関連する原子炉プラント・プロセス計装は，「6.6 安全保

護系」に記載する設計方針(4)～(9)を満足するように設計する。 

 (4) 原子炉冷却材圧力バウンダリからの冷却材の漏えいがあった場合，その

漏えいを検出するのに必要なプロセス計装を設ける設計とする。 

(5) 安全確保上最も重要な原子炉停止，炉心冷却及び放射能閉じ込めの 3

つの機能の状況を監視するのに必要な炉心の中性子束，原子炉水位及び
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原子炉冷却材系の圧力及び温度等は，設計基準事故時においても記録さ

れるとともに事象経過後に参照できるよう当該記録が保存できる設計と

する。 

 

6.3.3 主要設備の仕様 

  原子炉プラント・プロセス計装の一覧を第 6.3－1 表に示す。 

 

6.3.4 主要設備 

 (1) 原子炉圧力容器計装 

   原子炉圧力容器について計測する必要のある項目は，水位，圧力，容器

胴部の温度及びフランジ・シール漏えいである。 

   原子炉水位は差圧形検出器で連続的に測定され，指示及び記録される。

水位高及び水位低で警報が出され，水位低下が更に大きい場合には，原子

炉スクラム信号が出される。原子炉圧力は圧力検出器で測定され，指示及

び記録される。原子炉圧力高でスクラム信号が出される。 

   原子炉圧力容器壁の温度は熱電対によって測定され，記録される。この

記録を基にして，原子炉冷却材の加熱及び冷却を行う。 

   原子炉容器上蓋のフランジ部シールの漏えいは，2 個のＯリング間のフ

ランジ面に接続されたドレン・ラインで連続的にモニタされる。通常ドレ

ン・ラインは閉鎖されているが，ドレン・ラインの圧力が測定及び指示さ

れ，圧力高で警報が出される。 

 (2) 再循環回路計装 

   外部の再循環回路では，再循環流量，冷却材温度，ポンプ出入口差圧及

び流量制御弁開度が連続的に測定され指示される。また炉心流量はジェッ

ト・ポンプのディフューザの差圧によって測定される。再循環ポンプにつ



 

24 条－18 

いては，シール漏えい量，冷却水流量及び温度が計測され，シール漏えい

流量高及び低並びに原子炉補機冷却系流量低で警報が出される。 

 (3) 原子炉給水系及び蒸気系計装 

   原子炉給水流量及び蒸気流量は，フロー・ノズルによって連続的に測定

され，指示及び記録される。これらは温度及び圧力補償が行われた後，三

要素式原子炉水位制御用の信号として用いられる。 

   そのほか，給水温度，タービン第一段圧力などが測定され，指示及び記

録される。 

 (4) 制御棒駆動機構計装 

   制御棒駆動機構計装は，駆動冷却材の供給系，通常の駆動水圧系，スク

ラム・アキュムレータ及びスクラム・ディスチャージ・ボリューム並びに

制御棒位置指示に対して，それぞれ適当なプロセス計装が設けられてい

る。 

   駆動冷却材の供給系では，駆動ポンプ出口圧力，フィルタでの圧力降下

などが計測される。 

   通常の駆動水圧系では，原子炉と駆動水圧系との差圧，駆動ヘッダの流

量と制御棒駆動機構の温度（位置指示用計器ウェル内）等が計測される。 

   スクラム・アキュムレータ及びディスチャージ・ボリューム系では，ア

キュムレータ窒素圧力，アキュムレータの漏えい水量，ディスチャージ・

ボリューム水位等が計測され，アキュムレータの圧力低と水位高，ディス

チャージ・ボリュームの水位高で警報が出される。ディスチャージ・ボリ

ュームの水位が更に高くなれば，原子炉はスクラムされる。 

   制御棒位置は，駆動機構の中心部に設けられた計器ウェル内のリード・

スイッチによって測定指示される。 

(5) 原子炉格納容器内雰囲気計装 
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  原子炉格納容器（以下 6.では「格納容器」という。）について計測する

主要な項目は，格納容器内の圧力，温度，湿度，水素濃度，酸素濃度及

び放射線レベルである。 

   格納容器内の圧力，温度及び酸素濃度は，連続的に測定し，指示又は

記録する。また，冷却材喪失事故後の格納容器内の圧力，温度，水素濃

度，酸素濃度，放射線レベル等も測定し，記録する。その他，ドライウ

ェルの湿度並びにサプレッション・チェンバのプール水位及び水温も連

続的に測定し，指示又は記録する。 

   ドライウェル圧力高，水素濃度高及び酸素濃度高で警報を出す。ドラ

イウェル圧力の上昇が更に大きい場合には，原子炉緊急停止系及び工学

的安全施設を作動させるための信号を出す（第 6.6－3 図及び第 6.6－5

図参照）。 

   サプレッション・チェンバでは，プール水位低，プール水位高，プー

ル水温高，水素濃度高及び酸素濃度高で警報を出す。 

 (6) 漏えい検出系計装 

   原子炉冷却材圧力バウンダリからの原子炉冷却材の漏えいは，ドライウ

ェル内ガス冷却装置のドレン量，格納容器内サンプ水量の測定により約

3.8L／min の漏えいを 1 時間以内に検出できるようにする。また，格納容

器内雰囲気中の核分裂生成物の放射性物質濃度の測定によっても漏えいを

検出できるようにする。測定値は，指示するとともに，原子炉冷却材の漏

えい量が多い場合には警報を出す。 

 (7) その他の原子炉プラント・プロセス計装 

   ドライウェル及びサプレッション・チェンバ系では，ドライウェル圧力

及びサプレッション・プールの水温及び水位が計測され，ドライウェル圧

力高で原子炉はスクラムされる。 
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   ほう酸水注入系では，ほう酸水貯蔵タンク水位，ほう酸水温度及びポン

プ出口圧力が計測され，タンク水位低，ポンプ出口圧力低等で警報が出さ

れる。 

   高圧炉心スプレイ系，低圧炉心スプレイ系及び残留熱除去系では，ポン

プ出口圧力及びサプレッション・プール水位が計測される。 

 

6.3.5 試験検査 

  原子炉プラント・プロセス計装は，定期的に試験又は検査を行い，その機

能の健全性を確認する。 

 

6.3.6 評  価 

(1) 原子炉プラント・プロセス計装は，通常運転時及び運転時の異常な過

渡変化時において，炉心，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び原子炉格納

容器バウンダリ並びにそれらに関連する系統の健全性を確保するために

必要なパラメータを予想変動範囲内で監視することができる設計として

いる。 

(2) 原子炉プラント・プロセス計装は，設計基準事故時において，事故の

状態を知り対策を講じるのに必要なパラメータを監視することができる

設計としている。 

(3) 安全保護系に関連する原子炉プラント・プロセス計装は，「6.6 安全

保護系」に記載する設計方針(4)～(9)を満足する設計としている。 

(4) 原子炉プラント・プロセス計装は，原子炉冷却材圧力バウンダリから

の冷却材の漏えいがあった場合，その漏えいを検出することができる設

計としている。 
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6.6 安全保護系 

6.6.1 概  要 

安全保護系は，原子炉の安全性を損なうおそれのある過渡状態や誤動作が

生じた場合，あるいはこのような事態の発生が予想される場合には，原子炉

及び発電所の保護のための制御棒の緊急挿入（スクラム）機能，その他の保

護動作（低圧注水系起動等を含む）を有する。また，安全保護系を構成する

チャンネルは，各チャンネル相互を可能な限り，物理的，電気的に分離し，

独立性を持たせるように設計するとともに，原子炉運転中においても試験が

可能な設計とする。 

 

6.6.2 設計方針 

(1) 安全保護系は，運転時の異常な過渡変化時に，その異常状態を検知

し，原子炉緊急停止系を含む適切な系統を自動的に作動させ，燃料要素

の許容損傷限界を超えないようにする。 

 (2) 安全保護系は，偶発的な制御棒引抜きのような原子炉停止系のいかなる

単一の誤動作に対しても，燃料要素の許容損傷限界を超えないようにす

る。 

 (3) 安全保護系は，設計基準事故時にあっては，直ちにこれを検知し，原子

炉緊急停止系及び工学的安全施設の作動を自動的に開始させる。 

 (4) 安全保護系は，多重性及び電気的・物理的な独立性を有する設計とし，

機器の単一故障若しくは使用状態からの単一の取外しによっても，その安

全保護機能が妨げられないようにする。 

 (5) 安全保護系は，系統の遮断，駆動源の喪失においても，安全上許容され

る状態（フェイル・セイフ又はフェイル・アズ・イズ）になるようにす

る。 
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 (6) 安全保護系は，計測制御系とは極力分離し，部分的に共用した場合でも

計測制御系の故障が安全保護系に影響を与えないようにする。 

 (7) 安全保護系は，通常運転中においても，定期的に機能試験を行うことが

できるようにする。 

(8) 安全保護系は，監視装置，警報等によりその作動状況が確認できる設

計とする。 

(9) 安全保護系は，不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿

うべき動作をさせず，又は使用目的に反する動作をさせる行為による被

害を防止する設計とする。 

【説明資料（2.1：P24 条-32,33）（2.2：P24 条-34）（2.3：P24 条-35） 

（2.4：P24 条-36）（2.5：P24 条-37）（2.6：P24-37,38）】 

 

6.6.3 主要設備の仕様 

原子炉緊急停止系作動回路の主要設備を第 6.6－1 表，第 6.6－1 図から第

6.6－3 図に，その他主要な安全保護系の仕様を第 6.6－2 表，第 6.6－4 図

及び第 6.6－5 図に示す。 

 

6.6.4 主要設備 

(1) 原子炉緊急停止系の機能 

原子炉緊急停止系は，第 6.6－1 図に示すように 2 チャンネルで構成さ

れ各チャンネルには，1 つの測定変数に対して少なくとも 2 つ以上の独立

したトリップ接点があり，いずれかの接点の動作でそのチャンネルがトリ

ップし，両チャンネルの同時のトリップに対して，原子炉がスクラムされ

るようになっている。 

   原子炉は，下記の条件の場合にスクラムされる。 
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   ａ．原子炉圧力高 

   ｂ．原子炉水位低 

   ｃ．ドライウェル圧力高 

   ｄ．原子炉出力ペリオド短（起動領域計装） 

   ｅ．中性子束高（起動及び平均出力領域計装） 

   ｆ．中性子束指示低（平均出力領域計装） 

   ｇ．中性子計装動作不能（起動及び平均出力領域計装） 

   ｈ．スクラム・ディスチャージ・ボリューム水位高 

   ｉ．主蒸気隔離弁閉 

   ｊ．主蒸気管放射能高 

   ｋ．主蒸気止め弁閉 

   ｌ．蒸気加減弁急速閉（ＥＨＣ油圧低） 

   ｍ．地震加速度大 

   ｎ．原子炉モード・スイッチ「停止」の位置 

   ｏ．手  動 

検出器の形式，配置場所及びスクラム設定値は，第 6.6－1 表に示すと

おりである。 

   この他，原子炉緊急停止系作動回路の電源喪失の場合にも原子炉はスク

ラムする。 

   なお，原子炉モード・スイッチによって安全保護系の回路は以下のよう

にバイパスされる。 

   (a) 「停止」このモードでは，スクラム信号が出され，全制御棒が炉内

に挿入される。このモードにしてから約 10 秒程度で自動的にスクラ

ム信号のリセットが可能となる。また，主蒸気隔離弁閉のスクラム信

号は原子炉圧力が約 4.1MPa［gage］以下のときには自動的にバイパ



 

24 条－24 

スされ，スクラム・ディスチャージ・ボリューム水位高によるスクラ

ム信号も手動でバイパス可能である。 

   (b) 「燃料取替」このモードではスクラム回路は動作状態にあるが，主

蒸気隔離弁閉のスクラム信号は原子炉圧力が約 4.1MPa［gage］以下

のときは自動的にバイパスされる。さらに，スクラム・ディスチャー

ジ・ボリューム水位高によるスクラム信号も手動でバイパス可能であ

るが，この場合には制御棒を引き抜くことはできない。 

   (c) 「起動」このモードは原子炉を起動し，最高で定格の約 5％まで出

力をあげる場合に適用される。また，主蒸気隔離弁が閉で，かつター

ビン補機が動作している状態で，原子炉を臨界に保つ時にも適用され

る。このモードでは，主蒸気隔離弁閉のスクラム信号は原子炉圧力が

約 4.1MPa［gage］以下のときには自動的にバイパスされる。 

   (d) 「運転」このモードでは，バイパスはすべて解除され，運転手順の

上で特に許される場合にのみ保守上の目的で，個々の計器をバイパス

させることができる。 

 (2) その他の主要な安全保護系の種類 

   その他の主要な安全保護系（工学的安全施設作動回路）には，次のよう

なものが設けられる。 

ａ．原子炉水位異常低下，主蒸気管放射能高，主蒸気管圧力低，主蒸気管

流量大，主蒸気管トンネル温度高，復水器真空度低のいずれかの信号に

よる主蒸気隔離弁の閉鎖 

ｂ．ドライウェル圧力高，原子炉水位低，原子炉建屋放射能高のいずれか

の信号による原子炉建屋常用換気系の閉鎖と原子炉建屋ガス処理系の起

動 

ｃ．原子炉水位異常低下又はドライウェル圧力高の信号による高圧炉心ス
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プレイ系，低圧炉心スプレイ系及び低圧注水系の起動 

ｄ．原子炉水位異常低下及びドライウェル圧力高の同時信号による自動減

圧系の作動 

ｅ．原子炉水位異常低下又はドライウェル圧力高の信号による非常用ディ

ーゼル発電機の起動 

ｆ．原子炉水位低，原子炉水位異常低下，ドライウェル圧力高のいずれか

の信号による主蒸気隔離弁以外の隔離弁の閉鎖 

また，その他保護動作としては次のようなものがある。 

ａ．原子炉水位異常低下信号による原子炉隔離時冷却系の起動 

 (3) 原子炉緊急停止系の動作 

   原子炉緊急停止系は二重チャンネル，継電器方式の構成で，論理回路及

びスクラム・パイロット弁のソレノイドを制御する主トリップ継電器に

は，特に高信頼度の継電器を用いている。 

   チャンネル・トリップあるいは原子炉スクラムに関連する継電器は，す

べて運転中励磁状態にあり，コイルの断線又は短絡，あるいは導線の断線

等の継電器の故障の大部分は，継電器自体を非励磁状態に戻し，回路が不

動作状態になるように働くので，このような回路構成は，大部分の故障条

件に対して“フェイル・セイフ”になっている。 

   一方，接点の焼損又は溶着等“フェイル・セイフ”に反する方向の故障

に対しては，各接点を流れる電流が定格の 50％以下であるように制限す

ることによって，その発生を防止するようにしている。 

第 6.6－1 図に示すように，論理回路の継電器接点はすべて直列につな

がれているので，どの継電器でも 1 個が非励磁の状態になれば，その継電

器接点が属している論理回路の主トリップ継電器の電源は阻止されること

になる。主トリップ継電器の接点は，各ソレノイド・グル一プ回路ごとに
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2 つずつ直列につないで，継電器接点が 1 つ単独で故障して開かない場合

でも，スクラム動作を妨げないようにしている。 

   主蒸気隔離弁の閉鎖及びそのほかの補助保護機能の作動開始には，別の

継電器が使用されている。 

   主スクラム弁への計器用空気の制御には，ソレノイド作動スクラム・パ

イロット弁を使用する。このパイロット弁は，3 方向形で，各制御棒駆動

機構のスクラム弁に対して，2 つのソレノイドの 1 つあるいは両方が励磁

状態にある場合は，スクラム弁のダイヤフラムに空気圧がかかって，弁を

閉鎖状態に保つようになっている。両パイロット弁のソレノイドが非励磁

になれば，スクラム弁ダイヤフラムの空気圧がなくなって弁は開き，制御

棒を挿入することになる。各駆動機構に 2 つずつあるソレノイドは，2 チ

ャンネルに接続されるので，両チャンネルがトリップすれば，原子炉はス

クラムされるが，単一チャンネルのトリップではスクラムされない。 

   緊急停止系統の試験は，一度に 1 つずつのチャンネルを各検出器でトリ

ップさせることによって，原子炉運転中でも定期的に行うことができる。

この試験によって，スクラム・パイロット弁までのあらゆる機能をチェッ

クすることができる。 

 (4) リセット及び警報 

   いずれか一方のチャンネルがトリップすれば，ロック・アウトされ警報

が出る。この場合スクラム・パイロット弁を再励磁するためには，手動で

リセットしなければならない。個々のトリップ信号の警報によって，運転

員はチャンネル・トリップあるいはスクラムの原因を確認することが可能

であり，また運転監視補助装置が，各検出器トリップの時間的順序を記録

する。 

 (5) 後備緊急停止系統 
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   スクラム・パイロット弁の一つが故障によって動作しないという事態が

生じた場合，制御棒が確実に挿入されるように，計器用空気系統に 2 個の

3 方向ソレノイド後備緊急停止弁を設けている。このソレノイドは直流回

路に接続されていて，通常時は無励磁状態にある。原子炉緊急停止系の 2

チャンネルの主トリップ継電器の消勢によって，2 個の後備緊急停止弁の

ソレノイドが励磁される。パイロット弁が故障で動作しない場合には，後

備緊急停止弁の動作によってスクラム弁への空気圧がなくなる。この場合

の制御棒の挿入時間は，通常の挿入時間より長いが原子炉を停止させる場

合，1 本の制御棒の挿入が遅れても，他の制御棒が挿入できれば十分なの

で，たとえ後備緊急停止弁がなくても安全に停止することができる。 

 (6) 原子炉緊急停止系の電源回路 

原子炉緊急停止系の電源回路は，第 6.6－2 図に示されている。原子炉

緊急停止系の各チャンネルは，原子炉保護系用Ｍ－Ｇ装置（はずみ車付）

に接続されていて，各電動機は所内電気系の別々の 480V 交流電源に接続

されている。はずみ車の保有エネルギが大きいので，瞬間的な電圧降下で

は原子炉スクラムは生じない。 

   原子炉保護系用Ｍ－Ｇ装置（はずみ車付）を保守のため取り外すことが

できるように，バイパス変圧器からも電力を供給できるようになってい

る。 

 

6.6.5 試験検査 

(1) 原子炉緊急停止系は，原則として原子炉運転中でも次の試験ができ，

定期的にその機能が喪失していないことを確認できる。 

  ａ．手動スクラム・パイロット弁作動試験：手動スクラム・スイッチによ

るパイロット弁ソレノイドの無励磁の確認 
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  ｂ．自動スクラム・パイロット弁作動試験：各トリップ・チャンネルごと

の鍵付テスト・スイッチによるトリップ・チャンネル及びパイロット弁

ソレノイドの無励磁の確認 

  ｃ．検出器作動試験：各検出器の校正用タップ及びトリップ・チャンネル

の試験端子から校正用模擬信号を入れることによるトリップ・チャンネ

ルの作動の確認 

  ｄ．制御棒スクラム試験：手動スイッチによる同一水圧制御ユニットに属

する 1 組又は 1 本の制御棒のスクラム時間の確認 

以上のうちｂ．及びｃ．の試験により，各チャンネルの独立性の確認も

行うことができる。 

 (2) 工学的安全施設作動回路は，原子炉運転中でもテスト信号によって各々

のチャンネル（検出器含む）の試験を行うことができ，定期的にその機能

が喪失していないことを確認できる。 

なお，論理回路を含む全系統の試験については，原子炉停止時に行うこ

とができる。 

 

6.6.6 手順等 

  安全保護系に関して，以下の内容を含む手順等を定め，適切な管理を行

う。 

(1) 安全保護回路を有する制御盤については，施錠管理方法を定め運用す

る。 

(2) 発電所の出入管理方法については，「1.1.1.5 人の不法な侵入等の防

止(3)手順等」に示す。 

(3) 発電所の出入管理に係る教育については，「1.1.1.5 人の不法な侵入

等の防止(3)手順等」に示す。  
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第 6.3－1 表 原子炉プラント・プロセス計装一覧表 

項 目 名 称 

原子炉圧力容器計装 原子炉水位，圧力 

圧力容器胴部温度 

圧力容器フランジ部シール漏えい 

再循環回路計装 再循環流量 

冷却材温度 

再循環ポンプ出入口差圧 

炉心流量 

再循環ポンプ冷却水流量，温度 

原子炉給水系及び 

蒸気系計装 

原子炉給水流量 

給水温度 

タービン第一段圧力 

制御棒駆動機構計装 制御棒駆動ポンプ出口圧力 

フィルタ圧力 

原子炉と駆動水圧系との差圧 

駆動ヘッダ流量 

制御棒駆動機構温度 

漏えい検知系計装 ドライウェル内ガス冷却装置ドレン量 

格納容器内サンプ水量 

格納容器内雰囲気中の核分裂生成物の放射性物質濃度 

その他の原子炉プラン

ト・プロセス計装 

ドライウェル圧力 

サプレッションプール水温，水位 

ほう酸水貯蔵タンク水位 

ほう酸水温度及びポンプ出口圧力 

高圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

低圧炉心スプレイポンプ出口圧力 

残留熱除去系ポンプ出口圧力 
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第 6.6－2 表 その他の主要な安全保護系作動信号一覧表 

信 号 の 種 類 保護機能の種類 設 定 値 

原 子 炉 水 位 低 原子炉建屋ガス処理系起動 

1,370cm 

（ベッセルゼロより上）

（レベル３） 

原 子 炉 水 位 異 常 低 下 

主蒸気隔離弁閉鎖 

高圧炉心スプレイ系起動 

1,245cm 

（ベッセルゼロより上）

（レベル２） 

低圧炉心スプレイ系起動 

低圧注水系起動 

自動減圧系作動 

960cm 

（ベッセルゼロより上）

（レベル１） 

ド ラ イ ウ ェ ル 圧 力 高 

低圧炉心スプレイ系起動 

低圧注水系起動 

高圧炉心スプレイ系起動 

自動減圧系作動 

原子炉建屋ガス処理系起動 

13.7kPa［gage］ 

主 蒸 気 管 圧 力 低  主蒸気隔離弁閉鎖 5.89MPa［gage］ 

主 蒸 気 流 量 高 主蒸気隔離弁閉鎖 定格流量の 140％相当 

復 水 器 真 空 度 低  主蒸気隔離弁閉鎖 真空度 24.0kPa 

主 蒸 気 管 放 射 能 高  主蒸気隔離弁閉鎖 
通常運転時の放射能の 

10 倍以下 

主蒸気管トンネル温度高 主蒸気隔離弁閉鎖 93℃ 

原 子 炉 建 屋 放 射 能 高 原子炉建屋ガス処理系起動 
通常運転時の放射能の 

10 倍以下 
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原 子 炉

モード・スイッチ

停 止

燃 料 取 替

起 動

運 転

スクラム･ディスチャージ･ボリューム

水 位 高 信号 バ イパ ス ･ス イッ チ  

通 常

平均出力 

領域計装 

起動領域 

計装 

運 転原 子 炉

モード･スイッチ

原

子

炉

ス

ク

ラ

ム 

第6.6－3図 原子炉緊急停止系機能説明図 

原子炉保護系電源喪失 

スクラム･ディスチャージ･ボリューム 

水  位  高 

ＯＲ 

ＡＮＤ 

ＮＯＴ 

バ イ パ ス

原 子 炉 圧 力 低 

主 蒸 気 隔 離 弁 閉 

主 蒸 気 管 放 射能 高 

地震加速度大 

主 蒸 気 止 め 弁 閉 

蒸 気 加 減 弁 急速 閉 

原 子 炉 圧 力 高 

原子炉水位低（レベル３） 

ドライウェル圧力高 

手 動 

原子炉モード・スイッチ「停止」位置

●

●

●

運 転 以 外

原子炉熱出力（約30％以下） 

原子炉出力ペリオド短

中性子計装動作不能

中 性 子 束 高

中 性 子 束 高

中性子計装動作不能

中 性 子 束 指 示 低
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主 蒸 気 管 圧 力 低 

原子炉モード・スイッチ 
「運転」 

主蒸気管トンネル温度高 

復 水 器 真 空 度 低 

原 子 炉 圧 力 低 

第6.6－4図 その他の主要な安全保護系機能説明図（その１） 

 ＯＲ        ＡＮＤ       ＮＯＴ 

主

蒸

気

隔

離

弁

閉 

主 蒸 気 管 流 量 大 

原子炉水位異常低下（レベル２） 

復 水 器 真 空 度 低 
バイパス・スイッチ 
「 バ イ パ ス 」 位 置 

原子炉モード・スイッチ 
「 運 転 」 以 外 

主 蒸 気 止 め 弁 閉 

主 蒸 気 管 放 射 能 高 
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 ＯＲ       ＡＮＤ      時間遅れ 

低圧炉心スプレイ系起動 

低 圧 注 水 系 起 動

高圧炉心スプレイ系起動

T.D 

自 動 減 圧 系 作 動

原 子 炉 建 屋 放 射 能 高 

原子炉建屋ガス処理系起動 

原子炉水位異常低下（レベル１） 

原子炉水位低（レベル３） 

ド ラ イ ウ ェ ル 圧 力 高 

原子炉水位異常低下（レベル２） 

低圧炉心スプレイ系ポンプ
吐 出 圧 力 確 立

残留熱除去系ポンプ
吐 出 圧 力 確 立

●

●

●

非常用ディーゼル発電機

起 動 

●

●

●

●

第 6.6－5 図 その他の主要な安全保護系機能説明図（その２） 

主蒸気隔離弁以外の 

隔離弁の閉鎖 

●

●

●

T.D 
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2. 安全保護回路 

2.1 安全保護回路の不正アクセス行為防止のための措置について 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関

する規則」第二十四条（安全保護回路）第 1 項第六号において，『不正ア

クセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず，又は

使用目的に反する動作をさせる行為による被害を防止することができるも

のとすること。』が要求されている。 

東海第二発電所の安全保護回路は，検出信号処理において一部デジタル

演算処理を行う機器がある他は，アナログ回路で構成している。安全保護

回路（原子炉緊急停止系，工学的安全施設作動回路）の不正アクセス行為

による被害防止については，デジタル演算処理を行う機器も含め，下記の

対策を実施している。 

(1) 物理的及び電気的アクセスの制限対策 

発電所への入域に対しては，出入管理により物理的アクセスを制限し，

電気的アクセスについては，安全保護回路を有する制御盤を施錠管理とし，

デジタル演算処理を行う機器からデータを採取するデータ収集端末にはデ

ジタル演算処理を行う機器からのデータ受信機能のみを設けるとともに，

データ収集端末を施錠管理された場所に保管することで管理されない変更

を防止している。 

(2) ハードウェアの物理的な分離又は機能的な分離対策 

  安全保護回路の信号は，安全保護回路→プロセス計算機・データ伝送装

置→防護装置→緊急時対策支援システム伝送装置→防護装置を介して外部

に伝送している。この信号の流れにおいて，安全保護回路からは発信され

るのみであり，外部からの信号を受信しないこと，及びハードウェアを直

接接続しないことで物理的及び機能的分離を行っている。 
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(3) 外部ネットワークからの遠隔操作及びウイルス等の侵入防止対策 

安全保護回路とそれ以外の設備との間で用いる信号はアナログ信号（接

点信号を含む）であり，外部ネットワークを介した不正アクセス等による

被害を受けることはない。 

安全保護回路の信号で外部ネットワークへのデータ伝送の必要がある場

合は，防護装置を介して安全保護回路の信号を一方向（送信機能のみ）通

信に制限※し外部からのデータ書き込み機能を設けないことでウイルスの

侵入及び外部からの不正アクセスを防止している。 

※データダイオード装置（ハードウェアレベルでダイオードのように片方

向のみ通信を許可する装置）により一方向通信に制限する。 

(4) システムの導入段階，更新段階または試験段階で承認されていない動

作や変更を防ぐ対策 

安全保護回路のうち，一部デジタル演算処理を行う機器は，固有のプロ

グラム言語を使用（一般的なコンピュータウイルスが動作しない環境）す

るとともに，保守以外の不要なアクセス制限対策として入域制限や設定値

変更作業での鍵管理及びパスワード管理を行い，関係者以外の不正な変更

等を防止している。 

(5) 耐ノイズ・サージ対策 

安全保護回路は，雷・誘導サージ・電磁波障害等による擾乱に対して，

制御盤へ入線する電源受電部及びケーブルからの信号入出力部にラインフ

ィルタや絶縁回路を設置している。 

ケーブルは金属シールド付ケーブルを適用し，金属シールドは接地して

電磁波の侵入を防止する設計としている。安全保護回路は，鋼製の筐体に

格納し，筐体を接地することで電磁波の侵入を防止する設計としている。 
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2.2 安全保護回路の概要 

安全保護回路は，検出信号処理において一部デジタル演算処理を行う機

器がある他は，アナログ回路で構成している。また安全保護回路とそれ以

外の設備との間で用いる信号はアナログ信号（接点信号を含む）であり，

外部ネットワークを介した不正アクセス等による被害を受けることはない。

例として，原子炉緊急停止系の構成例を第 2.2 図に示す。 

安全保護回路は，検出器からの信号を受信し，原子炉緊急停止系を自動

的に作動させる回路と，工学的安全施設を作動させる信号を発する工学的

安全施設作動回路で構成しており，多重性及び電気的・物理的な独立性を

持たせている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.2図 原子炉緊急停止系の構成例 

  

計装用空気圧縮系より

 
ﾁｬﾝﾈﾙ
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A 検出器 C 検出器 B 検出器 D 検出器

ﾁｬﾝﾈﾙ

B2 

安全保護系チャンネル A 安全保護系チャンネル B

排気

制御棒駆動水ポンプより 制御棒駆動機構へ 

トリップ設定器 トリップ設定器 トリップ設定器 トリップ設定器

Ry Ry Ry Ry 
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2.3 安全保護回路の物理的分離対策 

 安全保護回路は，不正アクセスを防止するため，安全保護系盤等の扉に

は施錠を行い，許可された者以外はハードウェアを直接接続できない対策

を実施している。 

保管ラック

第 2.3 図 安全保護系盤及びデータ収集端末 

安全保護系盤等は，社内規程に定める発電長による扉の鍵管理を行っている。

データ収集端末は，作業担当箇所により鍵管理されたラック内に保管してお

り，許可されない者のアクセスを防止している。また，情報セキュリティに関

する教育を行っている。 

データ収集端末 
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2.4 外部からの不正アクセス防止について 

安全保護回路は，外部ネットワークと直接接続は行っていない。外部シ

ステムと接続する必要のある計算機については，防護装置を介して接続さ

れ，外部からのデータ書き込み機能を設けないことでコンピュータウイル

スの侵入等を防止している。

また，外部からの妨害行為または破壊行為については，出入管理により

関係者以外の接近を防止している。 

外部ネットワークとの接続構成概略図を第 2.4 図に示す。 

第 2.4 図 外部ネットワークとの接続構成概略図 

妨
害
行
為
又
は
破
壊
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為

【凡例】
：データ伝送（有線）
：データ伝送（無線）
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2.5 想定脅威に対する対策について 

デジタル処理を行う機器については，工場製作段階から第 2.5 表に示す

想定脅威に対する対策を行っている。 

第 2.5 表 想定脅威に対する対策（工場製作及び出荷） 

想定脅威 対策 
外部脅威 外部からの侵入 ソフトウェアの設計データの製作環

境は外部に接続しない環境で製作
内部脅威 設備の脆弱性 安全保護系のソフトウェアは供給者

独自ソフトウェアにて構築 
不正ソフトウェア利
用 

不正ソフトウェアが無いことを確認
した環境で，ソフトウェア設計を実
施 

持込機器・媒体によ
る改ざん・漏えい 

作業専用端末による作業 

作業環境からの不正
アクセス

作業環境での第三者のソフトウェア
への不正アクセスを防止 

人的要因 作業ミス，知識不足
による情報漏えい等 

情報セキュリティ教育の実施 

2.6 物理的分離及び電気的分離について 

(1) 物理的分離について

安全保護回路と計測制御系とは電源，ケーブル・ルート及び格納容器を

貫通する計装配管を，原則として分離する設計とする。 

計測制御系のケーブルを安全保護回路のケーブルと同じケーブル・ルー

トに敷設した場合には，安全保護回路のケーブルと同等の扱いとする設計

とする。 

安全保護回路と計測制御系で計装配管を共用する場合は，安全保護回路

の計装配管として設計する。  

(2) 電気的分離について

安全保護回路からインターフェース部（計測制御系）の分離は，アイソ

レータや補助継電器等の隔離装置（第2.6図参照）を用いて電気的分離
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（計測制御系で短絡等の故障が生じても安全保護回路に影響を与えない）

を行う。 

核計装系等の検出部が表示，記録計用検出部と共用しているが，計測制

御系の短絡，地絡又は断線によって安全保護回路に影響を与えない設計と

する。 

第 2.6 図 隔離装置（アイソレータ及び補助継電器） 

入力信号

出力信号

補助継電器

コイル
接点

出力信号入力信号 

アイソレータ

電気

信号

発光素子

光

受光素子

電気
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別紙 1 安全保護回路について，承認されていない動作や変更を防ぐ設計方針 

 

安全保護回路は，検出信号処理において一部デジタル演算処理を行う機器

がある他は，アナログ回路で構成している。 

安全保護回路に対し，承認されていない動作及び変更を防ぐ措置として以

下を実施している。 

・安全保護回路の変更が生じる場合は，上流文書から下流文書（第 1 図参

照）へ変更内容が反映されていることを設備図書で承認する。 

・デジタル演算処理を行う機器のソフトウェアは設計，製作，試験及び変

更管理の各段階で検証と妥当性の確認を適切に行う。 

・改造後はインターロック試験や定期事業者検査等にて，安全保護回路が

正しく動作することを複数の人間でチェックしている。 

・中央制御室への入域に対しては，出入管理により関係者以外のアクセス

を防止している。 

・安全保護回路及び設定値を変更するには，中央制御室にて発電長の許可

を得て，発電長の管理する鍵を借用する必要があり，外部からの人的妨

害行為又は破壊行為を防止している。 
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第 1 図 安全保護回路の設計・製作・試験の流れ（例） 

安全保護回路 

システム要求事項

（設置許可申請書） 

システム設計要求仕様

（系統設計仕様書，設定値根拠書） 

ハードウェア設計要求仕様

（インターロックブロック線図）

ハードウェア設計・製作

（展開接続図）

試  験 



24 条 - 別紙 2 - 1 

別紙 2 今回の設置許可申請に関し，安全保護回路に変更を施している場合の

基準適合性 

2011 年 3 月の運転停止以降の安全性向上対策工事等（新規制対応工事含

む）のうち，安全保護回路の変更に係る工事を抽出し，確認を行った。第 1

図の抽出フローに基づき抽出した結果，SA 対策で実施する自動減圧系及び

過渡時自動減圧機能の起動阻止スイッチ設置が抽出された。 

安全保護回路の変更に係る設備の抽出結果を第 1 表に，抽出された設備に

ついての個別の確認結果を(1)に示す。また，過渡時自動減圧機能及びＡＴ

ＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）については，安全保護回路に変更を施

しておらず，安全保護回路と電気的・物理的に分離されており安全保護回路

に悪影響を与えない設計とする（参考 1）。 

(1) 自動減圧系の起動阻止スイッチについて

ａ．目的 

原子炉停止機能喪失事象においては，原子炉が臨界状態であるため，

高圧炉心スプレイ系及び低圧注水系の急激な流量増加は，正の反応度印

加を引き起こし，原子炉出力の急上昇につながる。このため原子炉停止

機能喪失事象発生時に自動減圧系及び過渡時自動減圧機能が作動しない

ように，起動阻止スイッチを設置する。 

ｂ．起動阻止スイッチ 

自動減圧系及び過渡時自動減圧機能の作動回路を第2図に示す。この

起動阻止スイッチは，単一故障により，自動減圧系の機能を阻害しない

ように，また，多重化された自動減圧系の独立性に悪影響がないように

自動減圧系の論理回路ごとに設ける設計としている。 

ｃ．自動減圧系への影響について 
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追加設置する自動減圧系の起動阻止スイッチが，自動減圧系に対して

悪影響を与えないことを以下に示す。 

設置許可基準規則 

第 24 条（安全保護回路） 
自動減圧系への影響 

発電用原子炉施設には，次に掲げるとこ

ろにより，安全保護回路（安全施設に属す

るものに限る。以下この条において同

じ。）を設けなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化が発生する

場合において，その異常な状態を検知

し，及び原子炉停止系統その他系統と

併せて機能することにより，燃料要素

の許容損傷限界を超えないようにでき

るものとすること。 

起動阻止スイッチは，原子炉停止機能喪失

事象時に手動で自動減圧系を阻止するもの

であり，運転時の異常な過渡変化時には使

用しないため問題ない。 

二 設計基準事故が発生する場合におい

て，その異常な状態を検知し，原子炉

停止系統及び工学的安全施設を自動的

に作動させるものとすること。 

自動減圧系の多重性，独立性に悪影響を与

えないよう，区分ごとに起動阻止スイッチ

を設置しているため問題ない。 

三 安全保護回路を構成する機械若しく

は器具又はチャンネルは，単一故障が

起きた場合又は使用状態からの単一の

取り外しを行った場合において，安全

保護機能を失わないよう，多重性を確

保するものとすること。 

自動減圧系の多重性，独立性に悪影響を与

えないよう，区分ごとに起動阻止スイッチ

を設置しているため問題ない。 

四 安全保護回路を構成するチャンネル

は，それぞれ互いに分離し，それぞれ

のチャンネル間において安全保護機能

を失わないように独立性を確保するも

のとすること。 

自動減圧系の多重性，独立性に悪影響を与

えないよう，区分ごとに起動阻止スイッチ

を設置しているため問題ない。 

五 駆動源の喪失，系統の遮断その他の

不利な状況が発生した場合において

も，発電用原子炉施設をより安全な状

態に移行するか，又は当該状態を維持

することにより，発電用原子炉施設の

安全上支障がない状態を維持できるも

のとすること。 

自動減圧系は，駆動源である電源の喪失で

系の現状維持（フェイル・アズ・イズ），

その他の不利な状況が発生した場合でも多

重性，独立性をもつことで原子炉を十分に

安全な状態に導くようにしている。追加す

る起動阻止スイッチはこの安全保護動作を

阻害するものではない。 

六 不正アクセス行為その他の電子計算

機に使用目的に沿うべき動作をさせ

ず，又は使用目的に反する動作をさせ

る行為による被害を防止することがで

きるものとすること。 

阻止回路はアナログで構成しており，不正

アクセス行為による影響を受けない。 

七 計測制御系統施設の一部を安全保護

回路と共用する場合には，その安全保

護機能を失わないよう，計測制御系統

施設から機能的に分離されたものとす

ること。 

計測制御系とは共用していないため，影響

はない。 
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設置許可基準規則 

第 12 条（安全施設） 
自動減圧系への影響 

４ 安全施設は，その健全性及び能力を

確認するため，その安全機能の重要度

に応じ，発電用原子炉の運転中又は停

止中に試験又は検査ができるものでな

ければならない。 

起動阻止スイッチを設置することで自動減

圧系の試験に影響を与えることはない。 

第 1 図 安全保護回路の変更に係る改造抽出フロー 

NO

2011 年 3 月運転停止以降の 

安全性向上対策工事等 

原子炉緊急停止系及び

工学的安全施設作動回路

に係る改造か 

確認対象 

YES

対象外 
既設の制御盤の改造又は

新たな制御盤の設置に関

する改造か 

NO

YES

対象外 

原子炉緊急停止系及び

工学的安全施設作動回路

の論理に係る改造か 

NO 

YES

対象外 
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第 1 表 安全保護回路の変更に係る設備の抽出結果 

改造概要 条文 
安全保護回路への 

影響評価 

ＡＴＷＳ時に自動減圧系及び過渡時

自動減圧機能の作動を阻止する手動

阻止回路を追加する。 

44 条 

自動減圧系及び過渡時自動減圧機能の

起動阻止スイッチは自動減圧機能論理

回路の関連回路として安全保護回路と

同等に扱うものとする。これらは安全

保護回路と同様，計測制御系統施設や

他の重大事故等対処設備から物理的，

電気的に分離する。さらに，安全保護

回路として多重化しそれぞれの区分は

互いに物理的，電気的に分離する。 
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第 2 図 自動減圧系及び過渡時自動減圧機能の作動回路図 
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参考 1 新規制対応設備の安全保護回路への影響について 

1. 過渡時自動減圧機能について

(1) 目的

過渡時自動減圧機能は，原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であ

って，設計基準事故対処設備が有する原子炉の自動減圧機能が喪失した場

合においても，原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧し，炉心の著しい損傷

及び原子炉格納容器の破損を防止することを目的とする。 

(2) 自動減圧系への影響について

過渡時自動減圧機能の論理回路は別紙2（第2図）のとおりであり，論理

回路を自動減圧系に対して独立した構成としており，自動減圧系に悪影響

を与えない設計としている。 

第1図のとおり，原子炉水位異常低下（レベル１），低圧炉心スプレイ系

ポンプ吐出圧力確立，及び残留熱除去系ポンプ吐出圧力確立信号について

は共有しているが，自動減圧系と隔離装置を用いて電気的に分離しており，

自動減圧系への悪影響を与えない設計としている。 

また，論理回路からの作動用電磁弁制御信号についても共用しているが，

自動減圧系と隔離装置を用いて電気的に分離しており，自動減圧系への悪

影響を与えない設計としている。 
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2．ＡＴＷＳ緩和設備（代替制御棒挿入機能）について 

(1) 目的

代替制御棒挿入機能は，運転時の異常な過渡変化時において，原子炉の

運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合又

は当該事象が発生した場合において，原子炉緊急停止系から独立した回路

により，計器用空気配管上に設置したスクラム・パイロット弁とは別のソ

レノイドが励磁され排気弁を開放し，全制御棒を挿入することにより原子

炉出力を低下させることを目的とする。 

(2) 原子炉緊急停止系への影響について

代替制御棒挿入機能の論理回路は第 2 図のとおり，検出器から論理回路

まで，原子炉緊急停止系とは独立した構成となっており，原子炉緊急停止

系に悪影響を与えない設計としている。 

なお，代替制御棒挿入機能の作動電磁弁についても，第 3 図のとおり代

替制御棒挿入機能と原子炉緊急停止系では独立した構成となっている。 
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第 2 図 原子炉緊急停止系及び代替制御棒挿入機能の論理回路図
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第 3 図 作動電磁弁について 
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別紙 3 安全保護回路の不正アクセス行為等の防止対策 

 

安全保護回路は，検出信号処理において一部デジタル演算処理を行う機器

がある他は，アナログ回路で構成している。安全保護回路（原子炉緊急停止

系，工学的安全施設作動回路）について，検出器から論理回路の入口までの

構成機器に対しアナログ・デジタルの有無を抽出した。安全保護系構成概略

図を第 1 図，抽出結果を第 1 表，第 2 表に示す。安全保護回路にはプロセス

放射線モニタ盤の演算処理装置及び中性子束計装モニタ盤の演算処理装置に

デジタル回路が含まれる。ただし，当該演算処理装置は外部ネットワークと

直接接続しないことにしている。さらに，出入管理により外部からの妨害行

為または破壊行為を防止していることから不正アクセス行為による被害を受

けることはない。 

(1) 物理的及び電気的アクセスの制限対策 

発電所への入域に対しては，出入管理により物理的アクセスを制限し，

電気的アクセスについては，安全保護回路を有する制御盤を施錠管理とし，

デジタル演算処理を行う機器からデータを採取するデータ収集端末にはデ

ジタル演算処理を行う機器からのデータ受信機能のみを設けるとともに，

データ収集端末を施錠管理された場所に保管することで管理されない変更

を防止している。 

(2) ハードウェアの物理的な分離又は機能的な分離対策 

安全保護回路の信号は，安全保護回路→プロセス計算機・データ伝送装

置→防護装置→緊急時対策支援システム伝送装置→防護装置を介して外部

に伝送している。この信号の流れにおいて，安全保護回路からは発信され

るのみであり，外部からの信号を受信しないこと，及びハードウェアを直

接接続しないことで物理的及び機能的分離を行っている。 
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(3) 外部ネットワークからの遠隔操作及びウイルス等の侵入防止対策

安全保護回路の信号で外部ネットワークへのデータ伝送の必要がある場

合は，防護装置を介して安全保護回路の信号を一方向（送信機能のみ）通

信に制限※し外部からのデータ書き込み機能を設けないことでウイルスの

侵入及び外部からの不正アクセスを防止している。 

※データダイオード装置（ハードウェアレベルでダイオードのように片

方向のみ通信を許可する装置）により一方向通信に制限する。 

(4) システムの導入段階，更新段階または試験段階で承認されていない動

作や変更を防ぐ対策

安全保護回路のデジタル演算処理を行う機器は，固有のプログラム言語

を使用（一般的なコンピュータウイルスが動作しない環境）するとともに，

保守以外の不要なアクセス制限対策として入域制限や設定値変更作業での

鍵管理及びパスワード管理を行い，関係者以外の不正な変更等を防止して

いる。 

(5) 耐ノイズ・サージ対策

安全保護回路は，雷・誘導サージ・電磁波障害等による擾乱に対して，

制御盤へ入線する電源受電部及びケーブルからの信号入出力部にラインフ

ィルタや絶縁回路を設置している。 

ケーブルは金属シールド付ケーブルを適用し，金属シールドは接地して

電磁波の侵入を防止する設計としている。安全保護回路は，鋼製の筐体に

格納し，筐体を接地することで電磁波の侵入を防止する設計としている。
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第 1 図 安全保護系構成概略図 
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第 1 表 原子炉緊急停止系の構成機器 

原子炉スクラム信号の種類 
構成機器 

検出器 設定器 

原子炉圧力高 アナログ アナログ

原子炉水位低 アナログ アナログ

ドライウェル圧力高 アナログ アナログ

原子炉出力ペリオド短（起動領域計装） アナログ デジタル 

中性子束高（起動及び平均出力領域計装） アナログ デジタル 

中性子束指示低（平均出力領域計装） アナログ デジタル 

中性子計装動作不能 

（起動及び平均出力領域計装） 
アナログ デジタル 

スクラム・ディスチャージ・ボリューム水位高 アナログ（接点）

主蒸気隔離弁閉 アナログ（接点）

主蒸気管放射能高 アナログ デジタル 

主蒸気止め弁閉 アナログ（接点）

蒸気加減弁急速閉（ＥＨＣ油圧低） アナログ（接点）

地震 アナログ（接点）

原子炉モード・スイッチ「停止」の位置 アナログ（接点）

手動 アナログ（接点）
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第 2 表 工学的安全施設作動回路の構成機器 

機能 信号の種類 
構成機器 

検出器 設定器 

主蒸気隔離弁閉 

主蒸気管放射能高 アナログ デジタル 

主蒸気管圧力低 アナログ アナログ

主蒸気流量高 アナログ アナログ

原子炉水位異常低下 アナログ アナログ

主蒸気管トンネル温度高 アナログ アナログ

復水器真空度低 アナログ アナログ

高 圧 炉 心 ス プ レ イ

系，低圧炉心スプレ

イ系及び低圧注水系

の起動

ドライウェル圧力高 アナログ アナログ

原子炉水位異常低下 アナログ アナログ

自動減圧系の作動 
ドライウェル圧力高 アナログ アナログ

原子炉水位異常低下 アナログ アナログ

高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電機及

び非常用ディーゼル

発電機の起動 

ドライウェル圧力高 アナログ アナログ

原子炉水位異常低下 アナログ アナログ

原子炉建屋常用換気

系の閉鎖と原子炉建

屋ガス処理系の起動 

ドライウェル圧力高 アナログ アナログ

原子炉水位低 アナログ アナログ

原子炉建屋放射能高 アナログ デジタル 

主蒸気隔離弁以外の

主要な隔離弁閉鎖 

ドライウェル圧力高 アナログ アナログ

原子炉水位低 アナログ アナログ

原子炉水位異常低下 アナログ アナログ
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別紙 4 ソフトウェア更新時の立会における，インサイダー等に対するセキュ

リティ対策

安全保護回路について，検出器から論理回路入口までの構成機器のうちデ

ジタル演算処理を行う機器は，プロセス放射線モニタ盤，中性子束計装モニ

タ盤である。これらについては以下の対策を実施する。

データ収集端末については，デジタル演算処理を行う機器からのデータ受

信機能のみを設けることとし，施錠管理されたラック内に保管する。また，

データ収集端末は，当社保修員が許可した者に限定して貸し出しを行うこと

とする。 

データ収集端末接続のためには制御盤の解錠が必要であり，制御盤の鍵は

発電長の許可を得た上で貸し出しを行う。 

これらにより，許可された者のみアクセス可能とする。 
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別紙 5 安全保護回路のうちデジタル部分のシステムへ接続可能なアクセスに

ついて 

安全保護回路は，検出信号処理において一部デジタル演算処理を行う機器

がある他は，アナログ回路で構成している。 

デジタル演算処理を行う機器への接続可能なアクセスとして，データ収集

端末の接続がある。こちらについては以下のとおり対策する。 

(1) データ収集端末による不正アクセスの防止対策

データ収集端末は，中性子束計装モニタ盤に接続することによりデジタ

ル演算処理を行う機器からデータを受信する機能がある。この場合におい

て，中性子束計装モニタ盤からはデータを発信するだけであり，データ収

集端末には自身から中性子束計装モニタ盤に向けて通信する機能は持たせ

ていない。 

(2) 物理的アクセスの制限

データ収集端末は通常時接続はせず，接続のためには制御盤の解錠を必

要とする。また，施錠管理された場所に保管することで管理されない使用

及び変更を防止している。 

発電所への入域に対しては，出入管理により物理的アクセスを制限し，

管理されない変更を防止している。 
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別紙 6 安全保護回路のうちデジタル部分について，システム設計と実際のデ

バイスが具備している機能との差（未使用機能等）による影響の有無 

システム設計に基づき，安全保護上要求される機能が正しく確実に実現さ

れていることを保証するため，安全保護回路のうち，デジタル演算処理を行

う機器は，工場出荷前試験及び導入時における試験を実施することにより，

要求される機能を満足することの確認及び未使用機能等による悪影響がない

ことの確認が供給者によって確実に実施されていることを確認している。 
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別紙 7 安全保護回路のうち，一部デジタル演算処理を行う機器のソフトウェ

アの検証及び妥当性確認について 

 

安全保護回路のうち，一部デジタル演算処理を行う機器のソフトウェアは，

安全保護上要求される機能が正しく確実に実現されていることを保証するため，

設計，製作，試験，変更管理の各段階で「安全保護系へのディジタル計算機の

適用に関する規程」（JEAC4620-2008）及び「ディジタル安全保護系の検証及び

妥当性確認に関する指針」（JEAG4609-2008，以下「JEAG4609」），又は

Regulatory Guide 1.152「原子力発電所安全関連システムのプログラマブルデ

ジタル計算機システムソフトウェアの基準」に準じた検証及び妥当性確認を実

施する。 

東海第二発電所においては起動領域計装，平均出力領域計装，主蒸気管放射

能高，原子炉建屋放射能高の演算処理においてソフトウェアを用いている。以

下にこれらソフトウェアの検証及び妥当性確認の概要を示す。 

 (1) 平均出力領域計装 

   平均出力領域計装に用いるソフトウェアは JEAG4609 に基づき検証及び

妥当性確認を実施している。（第 1 図） 

   検証は，設計，製作過程のステップごとに上位仕様と下位仕様の整合性

チェックを主体として，以下の観点から検証作業を行う。 

  ａ．安全保護系システム要求事項がシステム設計要求仕様に正しく反映さ

れていること。 

  ｂ．システム設計要求仕様がハードウェア，ソフトウェアの設計要求仕様

に正しく反映されていること。 

  ｃ．上記設計要求仕様に基づいてソフトウェアが製作されていること。 

  ｄ．検証及び妥当性確認が可能なソフトウェアとなっていること。 
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必要な検証を経て製作されたソフトウェアをハードウェアと統合した後

の全体システムについて，最終的に安全保護系システム要求事項が正しく

実現されていることを確認するために妥当性確認を行う。 

第 1 図 検証及び妥当性確認（JEAG4609） 

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･ｿﾌﾄｳｪｱ

設計要求仕様

ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ安全保護系

ｼｽﾃﾑ要求事項

検証・妥当性確認

基本計画

ｼｽﾃﾑ設計要求仕様

検証５

検証４

検証１

検証２

検証３

最終システム

試験

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ･ｿﾌﾄｳｪｱ

統合

ｿﾌﾄｳｪｱ

製作

ｿﾌﾄｳｪｱ

設計

（注１） （注２）

検証１・・・システム設計要求仕様検証

検証２・・・ハードウェア・ソフトウェア

 設計要求仕様検証

検証３・・・ソフトウェア設計検証

検証４・・・ソフトウェア製作検証

検証５・・・ハードウェア・ソフトウェア統合検証

（注１） は、設計・製作作業の範囲を示す。

（注２） は、検証・妥当性確認作業の範囲を示す。

妥当性確認

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ

製作

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ

設計
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 (2) 起動領域計装，主蒸気管放射能高，原子炉建屋放射能高 

   これらに用いるソフトウェアの検証及び妥当性確認は米国のライセンシ

ング・トピカル・レポートNEDO-31439-A付録 E「ハードウェアの品質保証

及びソフトウェアの妥当性確認及び検証」に従って実施している。NEDO-

31439-A 付録 E のソフトウェア検証及び妥当性確認の手法は Regulatory 

Guide 1.152「原子力発電所安全関連システムのプログラマブルデジタル

計算機システムソフトウェアの基準」に準拠しており米国 NRC によりエン

ドースされている。 

   検証は，ソフトウェアの設計，製作過程を６つの「ベースライン」と呼

ばれるフェーズに分け（第 1 表），各フェーズを完了し，次のフェーズに

進むために「ベースライン・レビュー」を行う。 
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第 1 表 NEDO-31439-A 付録 E「ハードウェアの品質保証及び 

ソフトウェアの妥当性確認及び検証」の概要

ベースライン 主な内容 備考 

ベースライン 1 

（要求事項と計画の策定） 

最上流の要求事項，ソフト

ウェア管理と V&Vの計画を確

認する。 

JEAG4609「システム設計要

求仕様」作成に相当 

ベースライン２ 

（製品パフォーマンスの決

定） 

ハードウェア設計，ハード

ウェア／ソフトウェアの機

能の割り当て、通信プロト

コル等の基本設計を 定め

る。 

JEAG4609「ハードウェア・

ソフトウェア設計要 求仕

様」作成に相当 

ベースライン３ 

（ハイレベルソフトウェア

設計） 

アーキテクチャ，ソフトウ

ェアの構造，各モジュール

の決定，各モジュールへの

機能の割り当て，演算の優

先順位等のハイレベル設計

を行う。 

JEAG4609「ソフトウェア設

計」に相当 

ベースライン４ 

（詳細設計／コード／モジ

ュール試験） 

ソフトウェア詳細設計，コ

ーディング，モジュールの

試験を行う。 

JEAG4609「ソフトウェア製

作」作成に相当 

ベースライン５ 

（統合試験／最終設計） 

ハードウェアとソフトウェ

アを統合し，試験を行う。

JEAG4609「ハードウェア・

ソフトウェア統合」に相当

ベースライン６ 

（妥当性確認とファームウ

ェア出荷） 

機器の全ての機能について

ブラックボックス試験を行

う。（完了後にファームウェ

アは製造工程にリリース）

JEAG4609「妥当性確認」に

相当 

ベースライン・レビューでは以下を実施する。 

・全ての設計のステップが完了し，検証されていることを確認する。

・設計と検証が承認された上位のレベルのベースラインの文書に基づい

て行われていることを確認する。
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・検証のスコープとアプローチが理に適っていること，コメントが文書

化されていること，検証で抽出された問題点が解決されていることを

確認する。 

・レビュー結果を文書化する。次のフェーズで用いる文書の承認状況も

これに含める。 

 

 以上(1)，(2)のソフトウェアの検証及び妥当性確認がなされたソフトウェア

を使用することにより，安全保護上の要求を満足する機能を確実に実現するこ

とができ，意図しない動作を防止することができる。 
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別紙 8 安全保護系の過去のトラブル（落雷によるスクラム動作事象等）の反

映事項 

安全保護系に関わる過去のトラブル情報を抽出し，東海第二発電所の安全

保護系の設計面へ反映すべき事項を下記のとおり確認した。 

(1) 過去の不具合事象の抽出

安全保護系の設計面に反映が必要となる事象の抽出にあたり，以下を考

慮した。 

ａ．公開情報（原子力施設情報公開ライブラリー「ニューシア」）を対象 

ｂ．キーワード検索（安全保護系，原子炉保護系，工学的安全施設作動回

路，雷，ノイズ，スクラム等）により抽出 

ｃ．間接的な影響（他設備のトラブル）によって安全保護系へ影響を与え

た事象（安全保護系の正動作は除く） 

(2) 反映が必要となる事象の選定

安全保護系の設計面に反映が必要となる事象について，第1図及び第1表

に基づき抽出した。抽出された過去の不具合事象を第2表に示す。 

(3) 過去の不具合事象への対応について

安全保護系の設計面への反映要否について検討を実施した結果，抽出さ

れた1件については対応を実施しており，また，その他の不具合事象につ

いては反映不要であることを確認した。 

なお，今後新知見等が得られれば，設計面への反映を検討していく。 
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第1図 設計面へ反映すべき事項の抽出フロー 

第1表 設計面への反映を不要とする理由 

項目 事象例 理由 

人的要因による事象

安全処置の実施又

は復旧時のミス，

作業手順のミス等 

作業手順，作業管理等の人的要

因によるものであり，設計面へ

反映すべき事項ではない。 

設備の不具合，プラ

ント固有の原因（設

計面への反映なし）

による事象

計器・部品の単体

故 障 ， 一 過 性 故

障，偶発故障等 

故障した部品の交換等の対策を

図ることが基本であり，設計面

へ反映すべき事項ではない。 

プラント固有の原

因によるケーブル

へのノイズ混入や

機器振動の計装配

管への伝搬による

誤動作 

事象発生プラント固有の原因に

よるものであり，東海第二発電

所の設計面へ反映すべき事項で

はない。 

ニューシア情報

安全保護系に影響

を及ぼさない事象

人的要因による

事象 

設備の不具合，プ

ラント固有の原因

（設計面への反映

無し）による事象

不具合事象に対して設計面の対策

を実施した事象（1件） 

対象外 

操作・手順ミスによる不具合事

象（60件） 

一過性及び基板故障等の設備不

具合，事象発生プラント固有の

原因による不具合（125件） 

YES

YES

NO

NO

YES

NO
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第2表 抽出された過去の不具合事象 

件名 原子炉保護系チャンネルＡのトリップについて 

会社名・

プラント 

日本原子力発電株式会社 東海第二発電所 

発生日 1982年3月18日 

事象発生

時の状況 

出力１，１００ＭＷで定常運転中の３月１８日１６時５６

分，原子炉保護系チャンネルＡが，原子炉圧力高（Ａ２）の動

作によりトリップした。 

関連パラメータには，異常が認められなかったので，チャン

ネルＡトリップをリセットして，運転を継続した。

原因調査

の概要 

当該圧力スイッチ（Ｂ２２－Ｎ０２３Ｃ）の較正確認試験を

実施した結果，セット値７３．３ｋｇ／ｃｍ２ｇ（原子炉施設

保安規定に定める設定値は７４．０ｋｇ／ｃｍ２ｇ）に対し，

動作値は７２．１ｋｇ／ｃｍ２ｇであり，動作値がセット値に

対し１．２ｋｇ／ｃｍ２ｇ低い（ドリフト）ことが判明した。 

なお，当該圧力スイッチ（Ｂ２２－Ｎ０２３Ｃ）は，昨年７

月２８，２９日にも同じ事象が発生しており，その後，再現性

テスト，配管・サポートの点検，圧力スイッチの固有振動数並

びに運転中の圧力変動（脈動）及び振動値（加速度）の測定等

の結果，当該圧力スイッチの検出管は，他の検出管に比べ圧力

変動（脈動）が大きい（変動巾最大値１．３５ｋｇ／ｃｍ２

ｇ）現象が認められた。しかし，動作に至るほどの変動ではな

かった。このため，定検後の原子炉起動時（昨年１２月）に

は，検出配管内のフラッシング及び空気抜きを十分に行ってい

た。

事象の原

因 

当該圧力スイッチの動作値がドリフトしていたこと及び検出

配管内の圧力脈動等を瞬時に検出して，動作したものと考えら

れる。 

再発防止

対策 

（１）当該圧力スイッチは動作値がドリフトしていたので，予

備の圧力スイッチと交換した。

（２）次回定検時，検出方式を現在の現場圧力スイッチ方式か

ら，圧力変動（脈動）等の影響（誤動作）及びドリフト

の少ない，アナログ方式に変更する。

（３）中間停止（今年６月）から次回定検（今年１１月開始）

までの運転中，関連パラメータをイベントレコーダに接

続して，誤動作が生じるような事象の連続監視を行う。
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参考１ 

サイバー攻撃（ランサムウェア）による安全保護回路への影響について 

 

チェルノブイリ原子力発電所周辺において，ランサムウェアによる攻撃によ

り，ウィンドウズ・システムを使う放射線センサが作動しなくなったため手動

に切り替えたとの報道がある。 

 安全保護回路は，検出信号処理において一部デジタル演算処理を行う機器が

ある他は，アナログ回路で構成している。また安全保護回路とそれ以外の設備

との間で用いる信号はアナログ信号（接点信号を含む）であり，また外部ネッ

トワークへ直接接続されておらず，外部からのランサムウェア等のサイバー攻

撃に対して安全保護回路が影響を受けることはないと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プロセス計器 

検出器 
（アナログ） 安全保護系 

設定器盤 
（アナログ）

放射線モニタ 

増幅器 
プロセス放射

線モニタ盤 
（デジタル）

中性子束計装 

増幅器 

検出器 
（アナログ） 

検出器 
（アナログ） 中性子束計装

モニタ盤 
（デジタル）

計算機
防護装置 外部

アナログ信号

通信 
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参考２ 

安全保護系の過去のトラブル（落雷によるスクラム動作事象等）の反映事項

において，柏崎の落雷事象を反映不要とした理由 

 

 柏崎刈羽原子力発電所 6 号機で発生した落雷によるスクラム事象は，原子炉

建屋外壁埋設となっていた信号ケーブルに雷サージ電流が侵入したことが原因

と考えられる。 

 東海第二発電所における安全保護回路のケーブルは，建屋内に集約されてお

り，原子炉建屋外壁埋設となっていないため，上記事象はプラント固有の原因

と判断し，設計面へ反映すべき事項の抽出フロー（別紙 7-2 第 1 図）により反

映不要としている。 

 なお，安全保護回路を含む重要安全施設に対する落雷影響については，6 条

「外部からの衝撃による損傷の防止」（7.落雷影響評価について）において評

価し，機能が損なわれないことを確認している。 

 



 

 

 別 添  

 

 

 

東海第二発電所 

 

運用，手順説明資料 

安全保護回路 
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第 24 条 安全保護回路 

設置許可基準 第 24 条 第 1 項 第 6 号 

不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず，又は使用目的に反する動作を

させる行為による被害を防止することができるものとすること。 

（解釈） 

第 6号に規定する「不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿うべき動作をさせず，又は使用目

的に反する動作をさせる行為による被害を防止すること」とは，ハードウェアの物理的分離，機能的分離に

加え，システムの導入段階，更新段階又は試験段階でコンピュータウイルスが混入することを防止する等，

承認されていない動作や変更を防ぐ設計のことをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
【後段規制との対応】 

工：工認（基本設計方針，添付書類） 

保：保安規定（運用，手順に係る事項，下位文書含む） 

核：核物質防護規定（下位文書含む） 

【添付六，八への反映事項】 

：添付六，八に反映 

：当該条文に該当しない 

（他条文での反映事項他） 

不正なアクセスを 

遮断する措置 

物理的分離 機能的分離 コンピュータウイルスの混入防止 アクセス制限 

施錠管理，パ

スワード管理

（制御盤及び

データ収集端

末保管場所の

施錠管理，設

定値変更時の

鍵管理及びパ

ス ワ ー ド 管

理） 

出入管理 

【第7条（発

電用原子炉

施設への人

の不法な侵

入）にて整

理】 

防護装置を

介して一方

向通信 

固有のプロ

グラム言語

を使用 

【第7条（発

電用原子炉

施設への人

の不法な侵

入）にて整

理】 

施 錠 管 理

（データ収

集端末の施

錠管理，制

御盤の施錠

管理） 

工 保 核 工 工 工 核 

安全保護盤 
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第 1 表 運用，手順に係る対策等（設計基準） 

設置許可基準 

対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第 24 条 

安全保護回路 

施錠管理 

運用・手順 ・施錠管理に関する管理方法を定める。 

体制 
（運転員，保修員による識別及び施錠管

理） 

保守・点検 － 

教育・訓練 － 

パスワード

管理 

運用・手順

・管理（設定値変更時のパスワード管理の

手順整備含む） 

・操作（パスワード入力手順の整備含む）

体制 （保修員によるパスワード管理） 

保守・点検 － 

教育・訓練 － 

 

 

 

 

 



 

第33条 保安電源設備 

＜目  次＞ 

1. 基本方針 

 1.1 要求事項の整理 

 1.2 追加要求事項に対する適合方針 

 1.3 気象等 

 1.4 設備等（手順含む） 

 

2. 保安電源設備 

 2.1 保安電源設備の概要 

  2.1.1 常用電源設備の概要 

  2.1.2 非常用電源設備の概要 

 2.2 保安電源の信頼性 

  2.2.1 発電所構内における電気系統の信頼性 

   2.2.1.1 安全施設に対する電力系統の異常の検知とその拡大防止 

   2.2.1.2 電気系統の信頼性 

  2.2.2 電線路の独立性 

   2.2.2.1 外部電源受電回路について 

   2.2.2.2 複数の変電所との接続について 

  2.2.3 電線路の物理的分離 

   2.2.3.1 送電鉄塔への架線方法について 

   2.2.3.2 送電線の信頼性向上対策 

  2.2.4 送受電設備の信頼性 

   2.2.4.1 開閉所設備等の耐震性評価について 

   2.2.4.2 送変電設備の碍子及び遮断器等の耐震性 



 

   2.2.4.3 開閉所基礎の設置地盤の支持性能について 

   2.2.4.4 ケーブル洞道設置地盤の支持性能について 

   2.2.4.5 基礎及び洞道の不等沈下による影響について 

   2.2.4.6 津波の影響，塩害対策 

 2.3 外部電源喪失時における発電所構内の電源の確保 

  2.3.1 非常用電源設備及びその付属設備の信頼性 

   2.3.1.1 多重性又は多様性及び独立性 

   2.3.1.2 容量について 

   2.3.1.3 燃料貯蔵設備 

 

  別紙 1  鉄塔基礎の安定性について 

  別紙 2  吊り下げ設置型高圧遮断器について 

  別紙 3  変圧器一次側の 1 相開放故障について 

  別紙 4  1 相開放故障発生箇所の識別とその後の対応操作について 

  別紙 5  那珂変電所または茨城変電所が全停した場合の東海第二発電所

への電力供給の確実性について 

  別紙 6  発電所敷地周辺の鉄塔配置 

  別紙 7  非常用電源設備の配置の基本方針について 

  別紙 8  蓄電池容量について 

  別紙 9  ケーブル及び電線路敷設設計の考え方 

  別紙 10   揺すり込み沈下量の算定方法について 

 

3. 運用，手順説明資料 

 （別添資料）保安電源設備  



 

＜概  要＞ 

 

1．において，設計基準事故対処設備の設置許可基準規則，技術基準規則の

要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する東海第二発電所におけ

る適合性を示す。 

 

2．において，設計基準事故対処設備について，追加要求事項に適合するた

めに必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 

 

3．において，追加要求事項に適合するための運用，手順等を抽出し，必要

となる対策等を整理する。

  



33 条-1 

1. 基 本 方 針 

1.1 要求事項の整理 

  保安電源設備について，設置許可基準規則第 33 条並及び技術基準規則第

45 条において，追加要求事項を明確化する。 

  設置許可基準規則第 33 条及び技術基準規則第 45 条 要求事項を，第 1.1

－1 表に示す。 

 

第 1.1－1 表 設置許可基準規則第 33 条及び技術基準規則第 45 条 

要求事項（1／3） 

設置許可基準規則 

第 33 条（保安電源設備） 

技術基準規則 

第 45 条（保安電源設備） 
備 考 

発電用原子炉施設は，重要安

全施設がその機能を維持する

ために必要となる電力を当該

重要安全施設に供給するた

め，電力系統に連系したもの

でなければならない。 

― 

変更なし 

２ 発電用原子炉施設には，

非常用電源設備（安全施設に

属するものに限る。以下この

条において同じ。）を設けな

ければならない。 

 

発電用原子炉施設には，電線

路及び当該発電用原子炉施設

において常時使用される発電

機からの電力の供給が停止し

た場合において発電用原子炉

施設の安全性を確保するため

に必要な装置の機能を維持す

るため，内燃機関を原動力と

する発電設備又はこれと同等

以上の機能を有する非常用電

源設備を施設しなければなら

ない。 

変更なし 

２ 設計基準対象施設の安全

性を確保する上で特に必要な

設備には，無停電電源装置又

はこれと同等以上の機能を有

する装置を設置しなければな

らない。 

変更なし 

1



33 条-2 

第 1.1－1 表 設置許可基準規則第 33 条及び技術基準規則第 45 条 

要求事項（2／3） 

設置許可基準規則 

第 33 条（保安電源設備） 

技術基準規則 

第 45 条（保安電源設備） 
備 考 

３ 保安電源設備（安全施設

へ電力を供給するための設備

をいう。）は，電線路，発電

用原子炉施設において常時使

用される発電機及び非常用電

源設備から安全施設への電力

の供給が停止することがない

よう，機器の損壊，故障その

他の異常を検知するととも

に，その拡大を防止するもの

でなければならない。 

３ 保安電源設備（安全施設

へ電力を供給するための設備

をいう。）には，第一項の電

線路，当該発電用原子炉施設

において常時使用される発電

機及び非常用電源設備から発

電用原子炉施設の安全性を確

保するために必要な装置への

電力の供給が停止することが

ないように，機器の損壊，故

障その他の異常を検知すると

ともに，その拡大を防止する

ために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

追加 

要求事項 

４ 設計基準対象施設に接続

する電線路のうち少なくとも

二回線は，それぞれ互いに独

立したものであって，当該設

計基準対象施設において受電

可能なものであり，かつ，そ

れにより当該設計基準対象施

設を電力系統に連系するもの

でなければならない。 

４ 設計基準対象施設に接続

する第一項の電線路のうち少

なくとも二回線は，それぞれ

互いに独立したものであっ

て，当該設計基準対象施設に

おいて受電可能なものであっ

て，使用電圧が六万ボルトを

超える特別高圧のものであ

り，かつ，それにより当該設

計基準対象施設を電力系統に

連系するように施設しなけれ

ばならない。 

追加 

要求事項 

５ 前項の電線路のうち少な

くとも一回線は，設計基準対

象施設において他の回線と物

理的に分離して受電できるも

のでなければならない。 

５ 前項の電線路のうち少な

くとも一回線は，当該設計基

準対象施設において他の回線

と物理的に分離して受電でき

るように施設しなければなら

ない。 

追加 

要求事項 

2



33 条-3 

第 1.1－1 表 設置許可基準規則第 33 条及び技術基準規則第 45 条 

要求事項（3／3） 

設置許可基準規則 

第 33 条（保安電源設備） 

技術基準規則 

第 45 条（保安電源設備） 
備 考 

６ 設計基準対象施設に接続

する電線路は，同一の工場等

の二以上の発電用原子炉施設

を電力系統に連系する場合に

は，いずれの二回線が喪失し

た場合においても電力系統か

らこれらの発電用原子炉施設

への電力の供給が同時に停止

しないものでなければならな

い。 

６ 設計基準対象施設に接続

する電線路は，同一の敷地内

の二以上の発電用原子炉施設

を電力系統に連系する場合に

は，いずれの二回線が喪失し

た場合においても電力系統か

らそれらの発電用原子炉施設

への電力の供給が同時に停止

しないように施設しなければ

ならない。 

追加 

要求事項 

７ 非常用電源設備及びその

附属設備は，多重性又は多様

性を確保し，及び独立性を確

保し，その系統を構成する機

械又は器具の単一故障が発生

した場合であっても，運転時

の異常な過渡変化時又は設計

基準事故時において工学的安

全施設及び設計基準事故に対

処するための設備がその機能

を確保するために十分な容量

を有するものでなければなら

ない。 

７ 非常用電源設備及びその

附属設備は，多重性又は多様

性を確保し，及び独立性を確

保し，その系統を構成する機

械又は器具の単一故障が発生

した場合であっても，運転時

の異常な過渡変化時又は設計

基準事故時において工学的安

全施設及び設計基準事故に対

処するための設備がその機能

を確保するために十分な容量

を有するものでなければなら

ない。 

追加 

要求事項 

８ 設計基準対象施設は，他

の発電用原子炉施設に属する

非常用電源設備及びその附属

設備から受電する場合には，

当該非常用電源設備から供給

される電力に過度に依存しな

いものでなければならない。 

８ 設計基準対象施設は，他

の発電用原子炉施設に属する

非常用電源設備から受電する

場合には，当該非常用電源設

備から供給される電力に過度

に依存しないように施設しな

ければならない。 

追加 

要求事項 
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33 条-4 

1.2 追加要求事項に対する適合方針 

 (1) 位置，構造及び設備 

 ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

  (3) その他の主要な構造 

  (ｉ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加え，以下

の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

    ａ．設計基準対象施設 

    (ab)保安電源設備 

発電用原子炉施設は，重要安全施設がその機能を維持するため

に必要となる電力を当該重要安全施設に供給するため，電力系統

に連系した設計とする。 

また，発電用原子炉施設には，非常用電源設備（安全施設に属

するものに限る。以下本項において同じ。）を設ける設計とする。 

【説明資料（2.1.1：P33 条-56，57）（2.1.2：P33 条-62，63）】 

保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）

は，電線路，発電用原子炉施設において常時使用される発電機，

外部電源系及び非常用電源設備から安全施設への電力の供給が停

止することがないよう，発電機，送電線，変圧器，母線等に保護

継電器を設置し，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとと

もに，異常を検知した場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタル

クラッド開閉装置等の遮断器が動作することにより，その拡大を

防止する設計とする。 【説明資料（2.2.1.1：P33 条-64～67）】 

特に重要安全施設においては，多重性を有し，系統分離が可能

である母線で構成し，信頼性の高い機器を設置するとともに，非

常用所内電源系からの受電時の母線切替操作が容易な設計とする。 

4



33 条-5 

【説明資料（2.2.1.2：P33 条-86～90）】 

また，変圧器一次側において 3 相のうちの 1 相の電路の開放が

生じ，安全施設への電力の供給が不安定になった場合においては，

自動（地絡や過電流による保護継電器の動作）若しくは手動操作

で，故障箇所の隔離又は非常用母線の健全な電源からの受電へ切

り替えることにより安全施設への電力の供給の安定性を回復でき

る設計とする。       【説明資料（2.2.1.1：P33 条-68～83）】 

設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも 2 回線は，

それぞれ互いに独立したものであって，当該設計基準対象施設に

おいて受電可能なものであり，かつ，それにより当該設計基準対

象施設を電力系統に連系するとともに，電線路のうち少なくとも

1 回線は，設計基準対象施設において他の回線と物理的に分離し

て受電できる設計とする。 

設計基準対象施設に接続する電線路は，同一の発電所内の 2 以

上の発電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には，いずれの

2 回線が喪失した場合においても電力系統からこれらの発電用原

子炉施設への電力の供給が同時に停止しない設計とする。 

【説明資料（2.2.3.1：P33 条-98）】 

非常用電源設備及びその付属設備は，多重性又は多様性を確保

し，及び独立性を確保し，その系統を構成する機械又は器具の単

一故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変化時又

は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対

処するための設備がその機能を確保するために十分な容量を有す

る設計とする。 

【説明資料（2.3.1.1：P33 条-119～125）（2.3.1.2：P33 条-126～130）】 

5



33 条-6 

7 日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼル発電機

1 台及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 1 台を 7 日間並び

に常設代替高圧電源装置 2 台を 1 日間連続運転することにより必

要とする電力を供給できるよう，7 日分の容量以上の燃料を敷地

内の軽油貯蔵タンクに貯蔵する設計とする。 

【説明資料（2.3.1.3：P33 条-133～134）】 

設計基準対象施設は，他の発電用原子炉施設に属する非常用電

源設備及びその付属設備から受電する場合には，当該非常用電源

設備から供給される電力に過度に依存しない設計とする。 

 

 ヌ その他発電用原子炉施設の附属施設の構造及び設備 

  (1) 常用電源設備の構造 

  (ⅰ) 発電機 

台   数  1 

容   量  約 1,300,000kVA 

(ⅱ) 外部電源系 

275kV  2 回線（「非常用電源設備」と兼用） 

154kV  1 回線（「非常用電源設備」と兼用） 

発電機，外部電源系，非常用所内電源系，その他の関連する電気系

統の機器の短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流に対し，

検知できる設計とする。 

 (ⅲ) 変圧器 

    ａ．主要変圧器 

台   数  1 

容   量  約 1,300,000kVA 
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33 条-7 

電 圧  18.525kV／275kV（一次／二次） 

    ｂ．所内変圧器 

台 数  2 

容 量  約 50,000kVA（1 台当たり） 

電 圧  18.525kV／6.9kV（一次／二次） 

    ｃ．起動変圧器 

台 数  2 

容 量  約 50,000kVA（1 台当たり） 

電 圧  275kV／6.9kV（一次／二次） 

    ｄ．予備変圧器 

台 数  1 

容 量  約 38,000kVA 

電 圧  147kV／6.9kV（一次／二次） 

 

  (2) 非常用電源設備の構造 

  (ｉ) 受電系統 

275kV  2 回線（「常用電源設備」と兼用） 

154kV  1 回線（「常用電源設備」と兼用） 

 (ⅱ) 非常用ディーゼル発電機 

    ａ．非常用ディーゼル発電機（「代替電源設備」と兼用） 

台 数  2 

出 力  約 5,200kW（1 台当たり） 

起動時間 約 10 秒 

    ｂ．高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機（「代替電源設備」と兼用） 

台 数  1 
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33 条-8 

出 力  約 2,800kW 

起動時間 約 10 秒 

    ｃ．軽油貯蔵タンク（「代替電源設備」と兼用） 

基 数  2 

容 量  約 400kL（1 基当たり） 

7 日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼル発電機 1

台及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 1 台を 7 日間並びに常

設代替高圧電源装置 2 台を 1 日間連続運転することにより必要とす

る電力を供給できるよう，7 日分の容量以上の燃料を敷地内の軽油

貯蔵タンクに貯蔵する設計とする。 

 (ⅲ) 蓄電池 

    ａ．蓄電池（非常用）（「代替電源設備」と兼用） 

型 式  鉛蓄電池 

組 数  5  

容 量  約 6,000Ah（2 組） 

約 500Ah（1 組） 

約 150Ah（2 組） 

 

  (2) 安全設計方針 

該当なし 
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33 条-9 

  (3) 適合性説明 

（保安電源設備） 

第三十三条 発電用原子炉施設は，重要安全施設がその機能を維持す

るために必要となる電力を当該重要安全施設に供給するため，電力

系統に連系したものでなければならない。 

２ 発電用原子炉施設には，非常用電源設備（安全施設に属するもの

に限る。以下この条において同じ。）を設けなければならない。 

３ 保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）

は，電線路，発電用原子炉施設において常時使用される発電機及び

非常用電源設備から安全施設への電力の供給が停止することがない

よう，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡

大を防止するものでなければならない。 

４ 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線は，

それぞれ互いに独立したものであって，当該設計基準対象施設にお

いて受電可能なものであり，かつ，それにより当該設計基準対象施

設を電力系統に連系するものでなければならない。 

５ 前項の電線路のうち少なくとも一回線は，設計基準対象施設にお

いて他の回線と物理的に分離して受電できるものでなければならな

い。 

６ 設計基準対象施設に接続する電線路は，同一の工場等の二以上の

発電用原子炉施設を電力系統に連系する場合には，いずれの二回線

が喪失した場合においても電力系統からこれらの発電用原子炉施設

への電力の供給が同時に停止しないものでなければならない。 

７ 非常用電源設備及びその附属設備は，多重性又は多様性を確保
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33 条-10 

し，及び独立性を確保し，その系統を構成する機械又は器具の単一

故障が発生した場合であっても，運転時の異常な過渡変化時又は設

計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に対処する

ための設備がその機能を確保するために十分な容量を有するもので

なければならない。 

８ 設計基準対象施設は，他の発電用原子炉施設に属する非常用電源

設備及びその附属設備から受電する場合には，当該非常用電源設備

から供給される電力に過度に依存しないものでなければならない。

 

適合のための設計方針 

第１項について 

  発電用原子炉施設は，重要安全施設がその機能を維持するために必

要となる電力を当該重要安全施設に供給するため，275kV送電線（東

京電力パワーグリッド株式会社東海原子力線）1ルート2回線及び

154kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社村松線・原子力1号線）

1ルート1回線で電力系統に連系した設計とする。 

【説明資料（2.1.1：P33 条-56～61）】 

 

第２項について 

  発電用原子炉施設に，非常用所内電源設備として非常用交流電源設

備である非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機を含む。）及び非常用直流電源設備である蓄電池（非常用）を設

ける設計とする。また，それらに必要な燃料等を備える設計とする。 

【説明資料（2.1.2：P33 条-62～63）】 
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33 条-11 

第３項について 

  保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）は，

電線路，発電用原子炉施設において常時使用される発電機，外部電源

系及び非常用所内電源系から安全施設への電力の供給が停止すること

がないよう，発電機，外部電源，非常用所内電源設備，その他の関連

する電気系統機器の短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電

流等を保護継電器にて検知できる設計とする。また，故障を検知した

場合は，ガス絶縁開閉装置あるいはメタルクラッド開閉装置等の遮断

器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化

できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計とする。 

変圧器一次側において3相のうちの1相の電路の開放が生じ，安全施

設への電力の供給が不安定になった場合においては，自動（地絡や過

電流による保護継電器の動作により）若しくは手動操作で，故障箇所

の隔離又は非常用母線の健全な電源からの受電へ切り替えることによ

り安全施設への電力の供給の安定性を回復できる設計とする。また，

送電線は複数回線との接続を確保し，巡視点検による異常の早期検知

ができるよう，送電線引留部の外観確認が可能な設計とする。 

また，保安電源設備は，重要安全施設の機能を維持するために必要

となる電力の供給が停止することがないよう，以下の設計とする。 

・送電線の回線数と開閉所の母線数は，供給信頼度の整合が図れた設

計とし，電気系統の系統分離を考慮して，275kV母線を1母線，

154kV母線を1母線で構成する。275kV送電線は起動変圧器を介して，

154kV送電線は予備変圧器を介して発電用原子炉施設へ給電する設

計とする。非常用高圧母線を3母線確保することで，多重性を損な

うことなく，系統分離を考慮して母線を構成する設計とする。 

11
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・電気系統を構成する送電線（東京電力パワーグリッド株式会社東海

原子力線及び東京電力パワーグリッド株式会社村松線・原子力1号

線）については，電気学会電気規格調査会にて定められた規格（Ｊ

ＥＣ）又は日本工業規格（ＪＩＳ）等で定められた適切な仕様を選

定し，信頼性の高い設計とすることを確認している。また，電気系

統を構成する母線，変圧器，非常用所内電源設備，その他関連する

機器については，電気学会電気規格調査会にて定められた規格（Ｊ

ＥＣ）又は日本工業規格（ＪＩＳ）等で定められた適切な仕様を選

定し，信頼性の高い設計とする。 

・非常用所内電源系からの受電時等の母線切替えは，故障を検知した

場合，自動又は手動で容易に切り替わる設計とする。 

【説明資料（2.2.1.1:33条-64～85）（2.2.1.2:33条-86～90）】 

第４項について 

設計基準対処施設は，送受電可能な回線として275kV送電線（東京

電力パワーグリッド株式会社東海原子力線）1ルート2回線及び受電専

用の回路として154kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社村松

線・原子力1号線）1ルート1回線の合計2ルート3回線にて，電力系統

に接続する。 

275kV送電線は，約17km離れた東京電力パワーグリッド株式会社那

珂変電所に連系する。また，154kV送電線は，約9km離れた東京電力パ

ワーグリッド株式会社茨城変電所に連系し，さらに，上流側接続先で

ある東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所に連系する。 

上記 2 ルート 3 回線の送電線の独立性を確保するため，万一，送電

線の上流側接続先である東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所

が停止した場合でも，外部電源から電力供給が可能となるよう，東京
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電力パワーグリッド株式会社の新筑波変電所から西水戸変電所及び茨

城変電所を経由するルートで本発電所に電力を供給することが可能な

設計とすることを確認している。 

また，東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所が停止した場合

の，東京電力パワーグリッド株式会社の新筑波変電所から本発電所へ

の電力供給については，予め定められた手順，体制等に基づき，昼夜

問わず，確実に実施されることを確認している。 

なお，東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所が停止した場合

には，東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所を経由するルート

で本発電所に電力を供給することが可能な設計とすることを確認して

いる。 

【説明資料（2.2.2:33条-91 97）】 

 

第５項について 

同一の送電鉄塔に架線しない275kV送電線（東京電力パワーグリッ

ド株式会社東海原子力線）と154kV送電線（東京電力パワーグリッド

株式会社村松線・原子力1号線）から設計基準対象施設に電線路を接

続する設計とする。 

また、送電線は、大規模な盛土の崩壊、大規模な地すべり、急傾斜

の崩壊による被害の最小化を図るため、鉄塔基礎の安定性を確保する

ことで，鉄塔の倒壊を防止するとともに、台風等による強風発生時及

び着氷雪の事故防止対策を図ることにより、外部電源系からの電力供

給が同時に停止することのない設計であることを確認している。 

さらに，275kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社東海原子

力線）と154kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社村松線・原
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子力1号線）の近接箇所については，仮に1つの鉄塔が倒壊しても，す

べての送電線が同時に機能喪失しない水平距離を確保する設計とする。 

これらにより，設計基準対象施設に連系する送電線は，互いに物理

的に分離した設計とする。 

【説明資料（2.2.3.1:33条-98）】 

第６項について 

  本発電所においては，電線路について，2以上の発電用原子炉施設

を電力系統に接続しないとしたうえで，設計基準対処施設に連系する

送電線は，275kV送電線2回線と154kV送電線1回線とで構成する。 

  これらの送電線は1回線で発電用原子炉の停止に必要な電力を供給

し得る容量とし，いずれの2回線が喪失しても，発電用原子炉施設が

外部電源喪失に至らない構成とする。 

  なお，275kV送電線2回線は起動変圧器を介して，154kV送電線1回線

は予備変圧器を介して発電用原子炉施設へ接続する設計とする。 

開閉所からの送受電設備は，十分な支持性能を持つ地盤に設置する

とともに，遮断器等は重心の低いガス絶縁開閉装置を採用する等，耐

震性の高いものを使用する。 

さらに防潮堤により津波の影響を受けないエリアに設置するととも

に，塩害を考慮し，275kV送電線引留部の碍子に対しては，碍子洗浄

ができる設計とし，遮断器等に対しては，電路がタンクに内包されて

いるガス絶縁開閉装置を採用する。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）（2.2.4:33条-107～118）】 

 

第７項について 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を
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含む。）及びその付属設備は，多重性及び独立性を考慮して，必要な

容量のものを各々別の場所に3台備え，共通要因により機能が喪失し

ない設計とするとともに，各々非常用高圧母線に接続する。 

蓄電池は，非常用3系統をそれぞれ異なる区画に設置し，多重性及

び独立性を確保し共通要因により機能が喪失しない設計とする。 

これらにより，その系統を構成する機器の単一故障が発生した場合

にも，機能が確保される設計とする。 

7日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼル発電機1台及

び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機1台を7日間並びに常設代替高

圧電源装置2台を1日間連続運転することにより必要とする電力を供給

できるよう，7日分の容量以上の燃料を敷地内の軽油貯蔵タンクに貯

蔵する設計とする。 

【説明資料（2.3.1:33条-119～137）】 

 

第８項について 

設計基準事故時において，発電用原子炉施設に属する非常用所内電

源設備及びその付属設備は，発電用原子炉ごとに単独で設置し，他の

発電用原子炉施設と共用しない設計とする。 

 

1.3 気象等 

  該当なし 
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1.4 設備等（手順等含む） 

10. その他発電用原子炉の附属設備 

10.1 非常用電源設備 

10.1.1 概要 

発電用原子炉施設は，重要安全施設がその機能を維持するために必要とな

る電力を当該重要安全施設に供給するため，電力系統に連系する設計とする。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 

非常用の所内高圧母線は3母線で構成し，常用母線及び非常用交流電源設

備である非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）のいずれからも受電できる設計とする。 

非常用の所内低圧母線は2母線で構成し，非常用高圧母線から動力変圧器

を通して受電する。 

所内機器は，工学的安全施設に関係する機器とその他の一般機器に分類す

る。 

工学的安全施設に関係する機器は非常用母線に，その他の一般機器は原則

として常用母線に接続する。 

所内機器で2台以上設置するものは，単一の所内母線の故障があっても，

全部の機器電源が喪失しないよう2母線以上に分割接続し，所内電力供給の

安定を図る。 

安全保護系及び工学的安全施設に関係する機器は，単一の非常用母線の故

障があっても，他の系統に波及して多重性を損なうことがないよう系統ごと

に分離して非常用母線に接続する。 

２Ｃ非常用ディーゼル発電機は，275kV送電線（東京電力パワーグリッド

株式会社東海原子力線）が停電した場合に非常用母線に電力を供給する。ま

た２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機は，
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275kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社東海原子力線）が停電し，

かつ154kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社村松線・原子力１号線）

も停電した場合にそれぞれの非常用母線に電力を供給する。 

1台の非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）が作動しないと仮定した場合でも燃料体及び原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの設計条件を超えることなく炉心を冷却でき，あるいは，原子炉冷却

材喪失時にも炉心の冷却とともに，格納容器等安全上重要な系統機器の機能

を確保できる容量と機能を有する設計とする。 

また，発電所の安全に必要な直流電源を確保するため蓄電池（非常用）を

設置し，安定した交流電源を必要とするものに対しては，非常用の無停電電

源装置を設置する。非常用直流電源設備は，非常用所内電源系として3系統

から構成し，3系統のうち1系統が故障しても発電用原子炉の安全性は確保で

きる設計とする。 

外部電源，非常用所内電源設備，その他の関連する電気系統機器の短絡若

しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流等を検知できる設計とし，検知

した場合には，遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による

影響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計とす

る。 

また，非常用所内電源設備からの受電時に，容易に母線切替操作が可能な

設計とする。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）】 
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10.1.2 設計方針 

10.1.2.1 非常用所内電源系 

安全上重要な構築物，系統及び機器の安全機能を確保するため非常用所内

電源系を設ける。安全上重要な系統及び機器へ電力を供給する電気施設は，

その電力の供給が停止することがないよう，外部電源，非常用所内電源設備，

その他の関連する電気系統機器の短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しく

は過電流等を検知できる設計とし，検知した場合には，遮断器により故障箇

所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他の

安全機能への影響を限定できる設計とする。 

また，非常用所内電源設備からの受電時に，容易に母線切替操作が可能な

設計とする。 

【説明資料（2.2.1.1:33条-64～67）（2.1.2:33条-62～63）】 

非常用所内電源系である非常用所内電源設備及びその付属設備は，多重性

及び独立性を確保し，その系統を構成する機器の単一故障が発生した場合で

あっても，運転時の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において原子炉の

安全性が確保できる設計とする。 

【説明資料（2.3.1.1:33条-119～125）（2.3.1.2:33条-126～130）】 

非常用電源設備のうち非常用交流電源設備である非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）については，燃料体及び

原子炉冷却材圧力バウンダリの設計条件を超えることなく炉心を冷却でき，

あるいは，冷却材喪失事故時にも炉心の冷却とともに，原子炉格納容器等安

全上重要な系統機器の機能を確保できる容量と機能を有する設計とする。 

また，7日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼル発電機1台及

び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機1台を7日間並びに常設代替高圧電源

装置2台を1日間連続運転することにより必要とする電力を供給できるよう，
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7日分の容量以上の燃料を敷地内の軽油貯蔵タンクに貯蔵する設計とする。 

【説明資料（2.3.1.3:33条-136～137）】 

 

10.1.2.2 全交流動力電源喪失 

発電用原子炉施設には，全交流動力電源喪失時から重大事故等に対処する

ために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始されるまでの約95

分を包絡した約8時間に対し，発電用原子炉を安全に停止し，かつ，発電用

原子炉の停止後に炉心を冷却するための設備が動作するとともに，原子炉格

納容器の健全性を確保するための設備が動作することができるよう，これら

の設備の動作に必要な容量を有する非常用直流電源設備である蓄電池（非常

用）を設ける設計とする。 

【説明資料（2.3.1.2:33条-134～135）】 

 

10.1.3 主要設備 

10.1.3.1 所内高圧系統 

 非常用の所内高圧系統は，6.9kVで第10.1－1図に示すように3母線で構

成する。 

非常用高圧母線 

・常用高圧母線，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系 ディ

ーゼル発電機を含む。）から受電する母線 

これらの母線は，母線ごとに一連のメタルクラッド開閉装置で構成し遮断

器には真空遮断器を使用する。故障を検知した場合には，遮断器により故障

箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他

の安全機能への影響を限定できる設計とする。 
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非常用高圧母線のメタルクラッド開閉装置は，耐震性を有した原子炉建屋

付属棟内に設置する。 

非常用高圧母線には，工学的安全施設に関係する機器を振り分ける。 

275kV送電線が使用できる場合は所内変圧器又は，起動変圧器から，また，

275kV送電線が使用できなくなった場合には予備変圧器から非常用高圧母線

に給電する。さらに，外部電源が喪失した場合，非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系 ディーゼル発電機を含む。）から非常用高圧母線に

給電する。 

メタルクラッド開閉装置の設備仕様を第10.1－1表に示す。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）】 

 

10.1.3.2 所内低圧系統 

 非常用の所内低圧系統は，480Vで第10.1－1図に示すように2母線で構成

する。 

非常用低圧母線…非常用高圧母線から動力変圧器を通して受電する母線 

これらの母線は，母線ごとに一連のキュービクルで構成し，遮断器は気中

遮断器を使用する。故障を検知した場合には，遮断器により故障箇所を隔離

することによって，故障による影響が局所化できるとともに，他の安全機能

への影響を限定できる設計とする。 

非常用低圧母線のパワーセンタは，耐震性を有した原子炉建屋付属棟内に

設置する。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）】 

工学的安全施設に関係する機器を接続している非常用低圧母線には，非常

用高圧母線から動力変圧器を通して降圧し給電する。 

275kV送電線が使用できる場合は所内変圧器又は起動変圧器から，また，
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275kV送電線が使用できなくなった場合には予備変圧器から非常用高圧母線

を通して非常用低圧母線に給電する。 

さらに，全ての外部電源が喪失した場合，非常用ディーゼル発電機から非

常用高圧母線を通して給電する。 

パワーセンタの設備仕様を第10.1－2表に示す。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）】 

 

10.1.3.3 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。） 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

は，外部電源が喪失した場合には発電用原子炉を安全に停止するために必要

な電力を供給し，また，外部電源が喪失し同時に原子炉冷却材喪失が発生し

た場合には工学的安全施設作動のための電力を供給する。 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

は多重性を考慮して，3台を備え，各々非常用高圧母線に接続する。各非常

用ディーゼル発電設備（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）は，

耐震性を有した原子炉建屋付属棟内のそれぞれ独立した部屋に設置する。 

【説明資料（2.3.1.1:33条-119～120）】 

非常用高圧母線が停電若しくは原子炉冷却材喪失事故が発生すると，非常

用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）が起動

する。 

非常用高圧母線が停電した場合には，非常用高圧母線に接続される負荷は，

動力用変圧器及び非常用低圧母線に接続されるモータコントロールセンタを

除いて全て遮断される。その後，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を含む。）電圧及び周波数が定格値になると，非常用
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ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）は非常

用高圧母線に自動的に接続され，原子炉を安全に停止するために必要な負荷

が自動的に投入される。 

冷却材喪失事故により非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機を含む。）が起動した場合で，非常用高圧母線が停電していな

い場合は，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

を含む。）は待機運転状態となり，手動で停止するまで運転を継続する。 

【説明資料（2.3.1.2:33条-126～130）】 

また，冷却材喪失事故と外部電源喪失が同時に起こった場合，各非常用デ

ィーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）に工学的

安全施設に関する負荷が自動的に投入される。 

なお，7日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用ディーゼル発電機1台及

び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機1台を7日間並びに常設代替高圧電源

装置2台を1日間連続運転できる燃料貯蔵設備を発電所内に設ける。 

各非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）に接続する主要な負荷は以下の系統に属するものである。 

 

非常用ディーゼル発電機（区分Ⅰ） 

低圧炉心スプレイ系 

残留熱除去系 

原子炉補機冷却系 

換気空調系（中央制御室，非常用ディーゼル発電機室等） 

ほう酸水注入系 

制御棒駆動水圧系 

原子炉建屋ガス処理系 
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可燃性ガス濃度制御系 

制御棒駆動水圧系 

充電器 

非常灯 

 

非常用ディーゼル発電機（区分Ⅱ） 

残留熱除去系 

原子炉補機冷却系 

換気空調系（中央制御室，非常用ディーゼル発電機室等） 

ほう酸水注入系 

原子炉建屋ガス処理系 

可燃性ガス濃度制御系 

制御棒駆動水圧系 

充電器 

非常灯 

 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機(区分Ⅲ) 

高圧炉心スプレイ系 

換気空調系(高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室等) 

充電器 

 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）

負荷が最も大きくなる冷却材喪失事故と外部電源喪失が同時に起こった場合

の負荷曲線例を第10.1－2図に示す。 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）
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の設備仕様を第10.1－3表に示す。 

【説明資料（2.3.1.2:33条-126～130）（2.3.1.3:33条-136～137）】 

 

10.1.3.4 直流電源設備 

非常用直流電源設備は，第10.1－3図に示すように，非常用電源設備とし

て，直流125V 3系統（区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）及び直流±24V 2系統（区分Ⅰ，Ⅱ）

から構成する。 

非常用所内電源系の直流125V系統及び±24V系統は，非常用低圧母線に接

続される充電器9個，蓄電池5組等を設ける。これらの125V系3系統のうち1系

統及び±24V系統2系統のうち1系統が故障しても発電用原子炉の安全性は確

保できる。 

また，これらは，多重性及び独立性を確保することにより，共通要因によ

り同時に機能が喪失することのない設計とする。直流母線は125V及び±24V

であり，非常用直流電源設備5組の電源の負荷は，工学的安全施設等の制御

装置，電磁弁，無停電計装用分電盤に給電する非常用の無停電電源装置等で

ある。 

そのため，原子炉水位及び原子炉圧力の監視による発電用原子炉の冷却状

態の確認並びに原子炉格納容器内圧力及びサプレッション・プール水温度の

監視による原子炉格納容器の健全性の確認を可能とする。 

蓄電池（非常用）は125V系蓄電池Ａ系及び中性子モニタ用蓄電池Ａ系（区

分Ⅰ），125V系蓄電池Ｂ系及び中性子モニタ用蓄電池Ｂ系（区分Ⅱ）及び

125V系蓄電池ＨＰＣＳ系（区分Ⅲ）の5組で構成し，据置型蓄電池でそれぞ

れ異なる区画に設置され独立したものであり，非常用低圧母線に接続された

充電器で浮動充電する。 

また，蓄電池（非常用）の容量はそれぞれ6,000Ah(125V系蓄電池Ａ系及び
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125V系蓄電池Ｂ系)，500Ah（125V系蓄電池ＨＰＣＳ系），150Ah（中性子モ

ニタ用蓄電池Ａ系及びＢ系）であり，発電用原子炉を安全に停止し，かつ，

発電用原子炉の停止後に炉心を一定時間冷却するための設備の動作に必要な

容量を有している。 

この容量は，例えば，発電用原子炉が停止した際に遮断器の開放動作を行

うメタルクラッド開閉装置等，発電用原子炉停止後の炉心冷却のための原子

炉隔離時冷却系，発電用原子炉の停止，冷却，原子炉格納容器の健全性を確

認できる計器に電力供給を行う制御盤及び非常用の無停電電源装置の負荷へ

電力供給を行った場合においても，全交流動力電源喪失時から重大事故等に

対処するために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から開始されるま

での約95分を包絡した約8時間以上電力供給が可能な容量である。 

 直流電源設備の設備仕様を第10.1－4表に示す。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）（2.3.1.2:33条-131～133）】 

 

10.1.3.5 計測制御用電源設備 

非常用の計測制御用電源設備は，第10.1－4図に示すように，計装用主母

線盤120V／240V 2母線及び計装用分電盤120V 3母線で構成する。 

計装用分電盤２Ａ及び２Ｂは，2系統に分離独立させ，それぞれ非常用の

無停電電源装置から給電する。 

非常用の無停電電源装置は，外部電源喪失及び全交流動力電源喪失時から

重大事故等に対処するため，非常用直流電源設備である蓄電池（非常用）か

ら電力が供給されることにより，非常用の無停電電源装置内の変換器を介し

直流を交流へ変換し，２Ａ及び２Ｂの計装用分電盤に対し電力供給を確保す

る。 

非常用の無停電電源装置は，原子炉核計装の監視による発電用原子炉の安
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全停止状態及び未臨界の維持状態の確保のため，全交流動力電源喪失時から

重大事故等に対処するために必要な電力の供給が常設代替交流電源設備から

開始されるまでの約95分間を包絡した約8時間，電源供給が可能である。 

そのため，核計装の監視による発電用原子炉の安全停止状態及び未臨界の

維持状態の確認を可能とする。 

なお，これらの電源を保守点検する場合は，必要な電力は非常用低圧母線

に接続された無停電電源装置内の変圧器から供給する。また，計装用主母線

盤は，分離された非常用低圧母線から給電する。計装用分電盤ＨＰＣＳは非

常用低圧母線から給電する。 

計測制御用電源設備の設備仕様を第10.1－5表に示す。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）（2.3.1.2:33条-131～133）】 

 

10.1.3.6 ケーブル及び電線路 

安全保護系並びに工学的安全施設に関係する動力回路，制御回路，計装回

路のケーブルは，その多重性及び独立性を確保するため，それぞれ相互に分

離したケーブルトレイ，電線管を使用して敷設し，相互に独立性を侵害する

ことのないようにする。 

また，これらのケーブル，ケーブルトレイ，電線管材料には不燃性材料又

は難燃性材料のものを使用する設計とする。非難燃ケーブルについては，非

難燃ケーブル及びケーブルトレイを不燃材の防火シートで覆い，難燃ケーブ

ルと同等以上の難燃性能を確認した複合体を使用する設計とする。 

さらにケーブルトレイ等が隔壁を貫通する場合は，火災対策上隔壁効果を

減少させないような構造とする。 

また，格納容器貫通部は，冷却材喪失事故時の環境条件に適合するものを

使用する。 
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【説明資料（2.3.1.1:33条-119～125）】 

 

10.1.3.7 母線切替 

通常運転時は，275kV送電線2回線を使用して運転するが，275kV送電線1回

線停止時でも本発電所の全発生電力を送電し得る容量がある。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 

外部電源，非常用所内電源設備，その他の関連する電気系統機器の短絡若

しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流等を検知できる設計とし，検知

した場合には，遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による

影響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる構成とす

る。 

【説明資料（2.1.2:33条-62～63）】 

また，275kV送電線が全て停止するような場合，発電用原子炉を安全に停

止するために必要な所内電力は，154kV送電線又は非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）から受電する。 

【説明資料（2.2.1.2:33条-86～90）】 

  (1) 予備変圧器（154kV 系）への切替 

   所内変圧器又は起動変圧器から受電している非常用高圧母線は，

275kV送電線が2回線とも停電し，154kV送電線に電圧がある場合，予備

変圧器から受電して，発電用原子炉の安全停止に必要な補機を運転する。

本切替えは自動又は中央制御室での手動操作であり容易に実施可能であ

る。 

【説明資料（2.2.1.2:33 条-86～90）】 

  (2) 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）への切替 
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２Ｃ非常用高圧母線は，所内変圧器及び起動変圧器を介した受電ができ

なくなった場合には，２Ｃ非常用高圧母線に接続された負荷は，動力用変

圧器及び非常用低圧母線に接続されるモータコントロールセンタを除いて

全て遮断される。２Ｃ非常用ディーゼル発電機は，自動起動し電圧及び周

波数が定格値になると，２Ｃ非常用高圧母線に自動的に接続され，発電用

原子炉の安全停止に必要な負荷が自動的に順次投入される。 

また，２Ｄ非常用高圧母線及び高圧炉心スプレイ系母線は，所内変圧器，

起動変圧器及び予備変圧器を介した受電ができなくなった場合には，２Ｄ

非常用高圧母線及び高圧炉心スプレイ系母線に接続された負荷は，動力用

変圧器及び非常用低圧母線に接続されるモータコントロールセンタを除い

て全て遮断される。２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び，高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電機は，自動起動し電圧及び周波数が定格値になると，２

Ｃ非常用高圧母線及び高圧炉心スプレイ系母線に自動的に接続され，発電

用原子炉の安全停止に必要な負荷が自動的に順次投入される。 

【説明資料（2.2.1.2:33条-86～90）】 

 

  (3) 275kV又は154kV送電線電圧回復後の切替 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）で所内負荷運転中，275kV送電線又は154kV送電線の電圧が回復すれ

ば，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）を外部電源に同期並列させることにより，無停電切替（手動）で所

内負荷を元の状態にもどす。 

【説明資料（2.2.1.2:33条-86～90）】 

 

10.1.4 主要仕様 

28



33 条-29 

  主要仕様を第10.1－1表から第10.1－5表に示す。 

 

10.1.5 試験検査 

10.1.5.1 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。） 

非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含

む。）は，定期的に起動試験を行って，電圧確立時間や負荷を印加して運

転状態を確認するなど，その運転性能を確認する。 

 

10.1.5.2 蓄電池（非常用） 

蓄電池（非常用）は，定期的に巡視点検を行い，機器の健全性や，浮動充

電状態にあること等を確認する。 

 

10.3 常用電源設備 

10.3.1 概要 

設計基準対象施設は，275kV送電線1ルート2回線にて，約17km離れた東京

電力パワーグリッド株式会社那珂変電所に連系する。また，154kV送電線1ル

ート1回線にて，約9km離れた東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所に

連系し，さらに，上流側接続先である東京電力パワーグリッド株式会社那珂

変電所に連系する。 

上記 2 ルート 3 回線の送電線の独立性を確保するため，万一，送電線の上

流側接続先である東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所が停止した場

合でも，外部電源系からの電力供給が可能となるよう，東京電力パワーグリ

ッド株式会社の新筑波変電所から西水戸及び茨城変電所を経由するルートで

本発電所に電力を供給することが可能な設計であることを確認している。ま
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た，東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所が停止した場合の，東京電

力パワーグリッド株式会社新筑波変電所から本発電所への電力供給について

は，予め定められた手順，体制等に基づき，昼夜問わず，確実に実施される

ことを確認している。 

なお，東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所が停止した場合には，

外部電源系からの電力供給が可能となるよう，東京電力パワーグリッド株式

会社那珂変電所を経由するルートで本発電所に電力を供給することが可能な

設計であることを確認している。 

これら送電線は，発電所を安全に停止するために必要な電力が供給可能な

容量とする。 

275kV送電線2回線は，1回線停止時でも本発電所の全発生電力を送電し得

る能力がある。 

通常運転時には，所内電力は，主として発電機から所内変圧器を通して受

電するが，275kV送電線より受電する起動変圧器を通しても受電することが

できる。また，154kV送電線を予備電源として使用することができる。 

常用高圧母線は7母線で構成し，所内変圧器，起動変圧器または予備変圧

器から受電できる設計とする。 

常用低圧母線は11母線で構成し，常用高圧母線から動力変圧器を通して受

電できる設計とする。 

所内機器で2台以上設置するものは，非常用，常用ともに，各母線に分割

接続し，所内電力供給の安定を図る。 

また，直流電源設備は，常用所内電源系として直流250V 1系統から構成す

る。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 
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10.3.2 設計方針 

10.3.2.1 外部電源系 

重要安全施設がその機能を維持するために必要となる電力を当該重要安全

施設に供給するため，外部電源系を設ける。重要安全施設へ電力を供給する

電気施設は，その電力の供給が停止することがないよう，送電線の回線数と

開閉所の母線数は，供給信頼度の整合が図れた設計とし，電気系統の系統分

離を考慮して，275kV母線を1母線，154kV母線を1母線で構成する。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 

また，発電機，外部電源系，非常用所内電源系，その他の関連する電気系

統の機器の短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流，変圧器一次

側における1相開放故障等を検知できる設計とし，検知した場合には，遮断

器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できる

とともに，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。 

【説明資料（2.2.1:33条-64～85）】 

外部電源系の少なくとも 2 回線は，それぞれ独立した送電線により電力系

統に連系させるため，万一，送電線の上流側接続先である東京電力パワーグ

リッド株式会社那珂変電所が停止した場合でも，外部電源からの電力供給が

可能となるよう，東京電力パワーグリッド株式会社新筑波変電所から西水戸

変電所及び茨城変電所を経由するルートで本発電所に電力を供給することが

可能な設計とすることを確認している。 

また，東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所が停止した場合の，東

京電力パワーグリッド株式会社新筑波変電所から本発電所への電力供給につ

いては，予め定められた手順，体制等に基づき，昼夜問わず，確実に実施さ

れることを確認している。 

なお，東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所が停止した場合には，
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東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所を経由するルートで本発電所に

電力を供給することが可能な設計であることを確認している。 

少なくとも1回線は他の回線と物理的に分離された設計とし，全ての送電

線が同一鉄塔等に架線されない設計とすることにより，これらの発電用原子

炉施設への電力供給が同時に停止しない設計であることを確認している。 

さらに，いずれの2回線が喪失した場合においても電力系統からこれらの

発電用原子炉施設への電力供給が同時に停止しない設計であることを確認し

ている。 

【説明資料（2.2.2:33条-91～96）】 

開閉所及び送受電設備は，十分な支持性能を持つ地盤に設置する。 

碍子，遮断器等は耐震性の高いものを使用する。さらに，防潮堤により津

波の影響を受けないエリアに設置するとともに，塩害を考慮した設計とする。 

【説明資料（2.2.4:33条-107～118）】 

 

10.3.3 主要設備 

10.3.3.1 送電線 

発電所は，重要安全施設がその機能を維持するために必要となる電力を当

該重要安全施設に供給するため，第10.3－1図に示すとおり，送受電可能な

回線として275kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社東海原子力線）1

ルート2回線及び受電専用の回線として154kV送電線（東京電力パワーグリッ

ド株式会社村松線・原子力1号線）1ルート1回線の合計2ルート3回線で電力

系統に連系する。 

275kV送電線は，約17km離れた東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電

所に連系する。 

また，154kV送電線は，約9km離れた東京電力パワーグリッド株式会社茨城
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変電所に連系する。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 

万一，送電線の上流側設備である東京電力パワーグリッド株式会社那珂変

電所が停止した場合でも，外部電源からの電力供給が可能となるよう，東京

電力パワーグリッド株式会社新筑波変電所から西水戸変電所及び茨城変電所

を経由するルートで本発電所に電力を供給することが可能な設計であること

を確認している。 

また，東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所が停止した場合の，東

京電力パワーグリッド株式会社新筑波変電所から本発電所への電力供給につ

いては，予め定められた手順，体制等に基づき，昼夜問わず，確実に実施さ

れることを確認している。 

なお，東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所が停止した場合には，

東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所を経由するルートで本発電所に

電力を供給することが可能な設計であることを確認している。 

送電線は，1回線で重要安全施設がその機能を維持するために必要となる

電力を供給できる容量が選定されるとともに，常時，重要安全施設に連系す

る275kV送電線は，系統事故による停電の減少を図るため2回線接続とする。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 

275kV送電線については，短絡，地絡検出用保護装置を2系列設置すること

により，多重化を図る設計とする。また，送電線両端の発電所及び変電所の

送電線引出口に遮断器を配置し，送電線で短絡，地絡等の故障が発生した場

合には，遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影響を

局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる設計となってい

ることを確認している。 

【説明資料（2.1.1.1:33条-84～85）】 
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また，送電線1相の開放が生じた際には，275kV送電線は送受電時，154kV

送電線は受電している場合，保護装置による自動検知又は人的な検知（巡視

点検等）を加えることで，一部の保護継電器等による検知が期待できない箇

所の1相開放故障の発見や，その兆候を早期に発見できる可能性を高めるこ

ととしている。                    【説明資料（2.2.1.1:33条-68～83）】 

設計基準対象施設に連系する275kV送電線（東京電力パワーグリッド株式

会社東海原子力線）1ルート2回線及び154kV送電線（東京電力パワーグリッ

ド株式会社村松線・原子力1号線）1ルート1回線は，同一の送電鉄塔に架線

しないよう，それぞれのルートに送電鉄塔を備えていることを確認している。 

【説明資料（2.2.3.1:33条-98）】 

また，送電線は，大規模な盛土の崩壊，大規模な地すべり，急傾斜の崩壊

による被害の最小化を図るため，鉄塔基礎の安定性を確保することで，鉄塔

の倒壊を防止するとともに，台風等による強風発生時や冬期の着氷雪による

事故防止対策が図られており，外部電源系からの電力供給が同時に停止する

ことがない設計となっていることを確認している。 

さらに，275kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社東海原子力線）

と154kV送電線（東京電力パワーグリッド株式会社原子力1号線）の近接箇所

については，仮に1つの鉄塔が倒壊しても，すべての送電線が同時に機能喪

失しない水平距離を確保する設計とする。 

これらにより，設計基準対象施設に連系する送電線は，互いに物理的に分

離した設計とする。 

送電線の設備仕様を第10.3－1表に示す。また，送電系統図を第10.3－1図

に示す。 

【説明資料（2.2.3:33条-98～106）】 

10.3.3.2 開閉所 
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275kV超高圧開閉所は，第10.3－2図に示すように，275kV送電線と主要変

圧器及び起動変圧器を連系する遮断器，断路器，275kV母線等で構成する。 

154kV特別高圧開閉所は，第10.3－2図に示すように，154kV送電線と予備

変圧器を連系する遮断器，断路器等で構成する。 

故障を検知した場合には，遮断器により故障箇所を隔離することによって，

故障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定でき

る設計とする。 

また，開閉所は地盤が不等沈下や傾斜等が起きないような十分な支持性能

を持つ場所に設置し，かつ津波の影響を考慮する。 

遮断器等は耐震性の高いガス絶縁開閉装置を使用する。 

塩害を考慮し，275kV送電線引留部の碍子に対しては，碍子洗浄できる設

計とし，遮断器等に対しては，電路がタンクに内包されているガス絶縁開閉

装置を採用する。 

開閉所機器の設備仕様を第10.3－2表に示す。 

【説明資料（2.2.4:33条-107～118）】 

 

10.3.3.3 発電機及び励磁装置 

発電機は，約1,300,000kVA，1,500rpmで蒸気タービンに直結される横軸円

筒回転界磁形，回転子水素直接冷却，固定子水冷却，3相交流同期発電機で

励磁装置は交流励磁機である。 

発電機及び励磁装置の設備仕様を第10.3－3表に示す。 

               【説明資料（2.1.1:33条-56～57）】 
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10.3.3.4 変圧器 

本発電用原子炉施設では，次のような変圧器を使用する。 

主要変圧器・・発電機電圧（19kV）を275kV超高圧開閉所電圧（275kV）に

昇圧する。 

所内変圧器・・発電機電圧（19kV） を所内高圧母線電圧 

（6.9kV）に降圧する。 

起動変圧器・・275kV超高圧開閉所電圧（275kV）を所内高圧母線電圧

（6.9kV）に降圧する。 

予備変圧器・・154kV特別高圧開閉所電圧（154kV）を所内高圧母線電圧

（6.9kV）に降圧する。 

発電機の発生電力は，主要変圧器を通して275kV超高圧開閉所に送る。 

所内電力は，通常運転時は発電機から2台の所内変圧器を通して供給する

が，発電用原子炉の起動又は停止中は， 275kV超高圧開閉所から2台の起動

変圧器を通して供給する。さらに，起動変圧器回路の故障時等には，所内電

力は，154kV特別高圧開閉所から予備変圧器を通して供給する。 

変圧器の設備仕様を第10.3－4表に示す。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～61）】 

 

10.3.3.5 所内高圧系統 

常用の所内高圧系統は，6.9kVで第10.1－1図に示すように常用7母線で構

成する。 

常用高圧母線・・所内変圧器，起動変圧器，予備変圧器から受電する母線 

これらの母線は，母線ごとに一連のメタルクラッド開閉装置で構成し，遮

断器には真空遮断器を使用する。故障を検知した場合には，遮断器により故

障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，
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他の安全機能への影響を限定できる。 

常用高圧母線のメタルクラッド開閉装置は，原子炉建屋付属棟内等に設置

する。 

常用高圧母線には，通常運転時に必要な負荷を振り分け，これらの母線は，

発電用原子炉の起動又は停止中は，起動変圧器から受電するが，発電機が同

期し，並列した後は所内変圧器から受電する。 

常用高圧母線への電力は，発電機負荷遮断後しばらくは供給される。 

メタルクラッド開閉装置の設備仕様を第10.1－1表に示す。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～61）】 

 

10.3.3.6 所内低圧系統 

常用の所内低圧系統は，480Vで第10.1－1図に示すように常用11母線で構

成する。 

常用低圧母線・・常用高圧母線から動力変圧器を通して受電する母線 

これらの母線は，母線ごとに一連のキュービクルで構成し，遮断器は気中

遮断器を使用する。故障を検知した場合には，遮断器により故障箇所を隔離

することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能

への影響を限定できる。 

常用低圧母線のパワーセンタは，原子炉建屋付属棟内等に設置する。 

  パワーセンタの設備仕様を第10.1－2表に示す。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～61）】 

 

10.3.3.7 所内機器 

所内機器で2台以上設置するものは，単一の所内母線の故障があっても，

全部の機器電源が喪失しないよう2母線以上に分割接続し，所内電力供給の
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安定を図る。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～61）】 

 

10.3.3.8 直流電源設備 

常用の直流電源設備は第10.1－3図に示すように，常用所内電源系として

直流250V 1系統から構成する。 

常用所内電源系の直流250V系統は，非常用低圧母線に接続される充電器2

個，蓄電池1組等を設ける。 

これらすべての蓄電池は，充電器により浮動充電される。 

直流電源設備の設備仕様を第10.1－4表に示す。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～61）】 

 

10.3.3.9 計測制御用電源設備 

常用の計測制御用電源設備は，第10.1－4図に示すように，計装用交流母

線4母線で構成する。母線電圧は120V/240V及び120Vである。 

常用の計測制御用電源設備は，非常用低圧母線と常用直流母線に接続する

常用の無停電電源装置及び非常用低圧母線に接続する電動発電機（原子炉保

護系用Ｍ－Ｇ装置）で構成する。 

計測制御用電源設備の設備仕様を第10.1－5表に示す。 

【説明資料（2.1.1:33条-56～61）】 

 

10.3.3.10 ケーブル及び電線路 

動力回路，制御回路，計装回路のケーブルは，それぞれ相互に分離したケ

ーブルトレイ，電線管を使用して敷設する。 

また，これらのケーブル，ケーブルトレイ，電線管材料には不燃性材料又
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は難燃性材料のものを使用する設計とする。非難燃ケーブルについては，非

難燃ケーブル及びケーブルトレイを不燃材の防火シートで覆い，難燃ケーブ

ルと同等以上の難燃性能を確認した複合体を使用する設計とする。 

さらに，ケーブルトレイ等が隔壁を貫通する場合は，火災対策上隔壁効果

を減少させないような構造とする。 

また，格納容器貫通部は，原子炉冷却材喪失時の環境条件に適合するもの

を使用する。 

【説明資料（2.1.1:33 条-56～61）】 

 

10.3.3.11 母線切替 

通常運転時は，275kV送電線2回線を使用して運転するが，1回線停止時で

も本発電所の全発生電力を送電し得る容量がある。 

外部電源，常用所内電源設備，その他の関連する電気系統機器の短絡若し

くは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流等を検知できる設計とし，検知し

た場合には，遮断器により故障箇所を隔離することによって，故障による影

響を局所化できるとともに，他の安全機能への影響を限定できる構成とする。 

 

 (1) 275kV系への切替 

常用高圧母線は，通常運転時は発電機から所内変圧器を通して電力を供

給するが，所内変圧器回路の故障時又は発電用原子炉の停止時には，起動

変圧器を通して受電するように切り替える。本切替えは中央制御室での手

動操作であり容易に実施可能である。 

 (2) 予備変圧器(154kV系)への切替 

   所内変圧器又は起動変圧器から受電している常用高圧母線は，275kV送

電線が2回線とも停電し，154kV送電線に電圧がある場合，予備変圧器から
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受電する。本切替えは自動又は中央制御室での手動操作であり容易に実施

可能である。 

【説明資料（2.2.1.2:33条-86～90）】 

 

10.3.4 主要仕様 

主要仕様を第10.1－1表，第10.1－2表，第10.1－4表，第10.1－5表及び第

10.3－1表から第10.3－4表に示す。 

 

10.3.5 試験検査 

10.3.5.1 蓄電池（常用） 

蓄電池（常用）は，定期的に巡視点検を行い，機器の健全性や，浮動充電

状態にあること等を確認する。 

 

10.3.6 手順等 

  常用電源設備は，以下の内容を含む手順を定め，適切な管理を行う。 

 (1) 外部電源系統切替えを実施する際は、手順を定め、給電操作指令伝票等

を活用し、給電運用担当箇所と連携を図り実施する。 

 (2) 電気設備の塩害を考慮し，定期的に碍子洗浄操作を実施する。また，碍

子の汚損が激しい場合は，臨時に碍子洗浄操作を実施する。 

 (3) 変圧器1次側において1相開放を検知した場合，故障箇所の隔離又は非常

用母線を健全な電源から受電できるよう切替を実施する。 

 (4) 変圧器一次側における1相開放事象への対応として，送電線は複数回線

との接続を確保し，送電線引留部の巡視点検を実施する。  

 (5) 外部電源系統切替操作に関する教育・訓練を実施する。
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第10.1－1表 メタルクラッド開閉装置の設備仕様 

 

構成及び仕様 

項   目 受電盤 母線連絡盤 き電盤 計器用変圧器盤

(a) 型  式 閉鎖配電盤 

(b) 個  数 12  19  51  11  

(c) 定格電圧 7.2kV 

(d) 電気方式 50Hz 3相 3線 変圧器接地式 

(e) 電源引込方式 バスダクト又はケーブルによる 

(f) フィーダ引出方式 ケーブルによる 

(g) 母線電流容量 3,000A 2,500A 2,000A 

 

遮断器 

項   目 受電用 母線連絡用 き電用 

(a) 型  式 真空遮断器 

(b) 個  数 14 13  50  

(c) 極  数 3極 

(d) 操作方式 バネ投入操作（DC125V） 

(e) 絶縁階級 6号A 

(f) 定格電圧 7.2kV 

(g) 定格電流 3,000A 2,000A 1,200A 

(h) 定格遮断電流 63kA 

(i) 定格遮断時間 5サイクル 

(j) 引きはずし自由方式 電気式，機械式 

(k) 投入方式 バネ式 
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第10.1－2表 パワーセンタの設備仕様 

動力変圧器 

項   目 常用母線用 非常用母線用 

(a) 型  式 3相乾式変圧器 

(b) 個  数 10  2  

(c) 冷却方式 自冷／風冷 

(d) 周 波 数 50Hz 

(e) 容  量 約3,333／2,000kVA 約3,333kVA 

(f) 結  線 1次：三角形 2次：三角形 

(g) 定格電圧 

1次側 6.9kV（5タップ） 

（7.245,7.072,6.9,6.727,6.555kV） 

2次側 480V 

(h) 絶  縁 Ｈ種／Ｆ種 

 

構成及び仕様 

項   目 受電盤 母線連絡盤 き電盤 変圧器盤 

(a) 型  式 閉鎖配電盤 

(b) 個  数 12  14  48  12面 

(c) 定格電圧 600V 

(d) 電気方式 50Hz 3相 3線 非接地式 

(e) 電源引込方式 ケーブルによる 

(f) フィーダ引出方式 ケーブルによる 

(g) 母線電流容量 4,000A 3,000A  

 

遮断器 

項   目 受電用 母線連絡用 き電用 

(a) 型  式 気中遮断器 

(b) 個  数 12 14  158  

(c) 極  数 3極 

(d) 操作方式 バネ投入操作（DC125V） 

(e) 定格電圧 600V 

(f) 定格電流 3,000A 1,200A 

(g) 定格遮断電流 50,000A 

(h) 引きはずし自由方式 電気的，機械的 
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第10.1－3表 非常用ディーゼル発電機の設備仕様 

 

（1）エンジン 

ａ．非常用ディーゼル発電機 

   型  式   V 型 

   台  数   2 

   出  力   約 5,500kW（１台当たり） 

   回 転 数   429rpm 

   起動方式   圧縮空気起動 

      起動時間   約 10 秒 

   使用燃料   軽油 

ｂ．高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

   型  式   V 形 

   台  数   1 

   出  力   約 3,050kW 

   回 転 数   429rpm 

   起動方式   圧縮空気起動 

   起動時間   約 10 秒 

   使用燃料   軽油 
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（2）発電機 

ａ．非常用ディーゼル発電機 

   型  式   横軸回転界磁 3 相交流発電機 

台  数   2 

   容  量   約 6,500kVA(1 台当たり) 

   力  率   0.80（遅れ） 

   電  圧   約 6,900V 

   周 波 数   50Hz 

   回 転 数   429rpm 

ｂ．高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

   型  式   横軸回転界磁 3 相交流発電機 

台  数   1 

   容  量   約 3,500kVA 

   力  率   0.80（遅れ） 

   電  圧   約 6,900V 

   周 波 数   50Hz 

   回 転 数   429rpm 

（3）軽油貯蔵タンク 

   型  式    横置円筒型 

   基  数    2 

   容  量    約 400kL(1 台当たり) 

   使用燃料    軽油 
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第10.1－4表 直流電源設備の設備仕様 

 

（1）蓄電池 

非常用 

 型 式            鉛蓄電池 

組 数             5 組 

セル数 125V 系Ａ系       116 

125V 系Ｂ系       116 

ＨＰＣＳ系       58 

中性子モニタ用Ａ系   24 

中性子モニタ用Ｂ系   24 

電 圧 125V 系Ａ系       125V 

125V 系Ｂ系       125V 

ＨＰＣＳ系       125V 

中性子モニタ用Ａ系   ±24V 

中性子モニタ用Ｂ系   ±24V 

容 量  125V 系Ａ系       6,000Ah 

125V 系Ｂ系       6,000Ah 

ＨＰＣＳ系       500Ah 

中性子モニタ用Ａ系   150Ah 

中性子モニタ用Ｂ系   150Ah 

常 用 

 型 式             鉛蓄電池 

組 数             1  

セル数             116 
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電 圧             250V 

容 量             2,000Ah 

 

（2）充電器 

非常用（予備充電器は常用） 

型 式             シリコン整流器 

個 数  125V 系Ａ系，Ｂ系   2 (予備 1） 

 ＨＰＣＳ系      1（予備 1) 

 中性子モニタ用Ａ系  2 

 中性子モニタ用Ｂ系  2  

充電方式            浮動 

冷却方式            自然通風 

交流入力 125V 系Ａ系，Ｂ系   3 相 50Hz 480V 

     ＨＰＣＳ系      3 相 50Hz 480V 

     中性子モニタ用Ａ系  単相 50Hz 120V 

     中性子モニタ用Ｂ系  単相 50Hz 120V 

容 量  125V 系Ａ系      58.8kW 

     125V 系Ｂ系      48.8kW 

     （125V 系Ａ系，Ｂ系予備 58.8kW） 

 ＨＰＣＳ系      14kW 

 中性子モニタ用Ａ系  0.84kW（1 台当たり） 

 中性子モニタ用Ｂ系  0.84kW（1 台当たり） 
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直流出力電圧 

     125V 系Ａ系，Ｂ系   125V 

 ＨＰＣＳ系      125V 

 中性子モニタ用Ａ系  ±24V 

 中性子モニタ用Ｂ系  ±24V 

直流出力電流 

     125V 系Ａ系      420A 

     125V 系Ｂ系      320A 

     （125V 系Ａ系，Ｂ系予備 420A） 

 ＨＰＣＳ系      100A 

 中性子モニタ用Ａ系  30A 

 中性子モニタ用Ｂ系  30A 

 

常 用 

型 式             シリコン整流器 

個 数             1 個（予備 1) 

充電方式            浮動 

冷却方式            自然通風 

交流入力            3 相 50Hz 480V 

容 量             98kW 

直流出力電圧          250V 

直流出力電流          350A 
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（3）直流母線 

非常用 

個 数             5 

電 圧 125V 系Ａ系，Ｂ系    125V 

     ＨＰＣＳ系      125V 

     中性子モニタ用Ａ系  ±24V 

     中性子モニタ用Ｂ系  ±24V 

常 用 

個 数             1 

電 圧             250V 
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第10.1－5表 計測制御用電源設備の設備仕様 

 

（1）非常用 

  a．無停電電源装置 

型 式             静止形 

個 数             2 

容 量             約 35kW（1 個当たり） 

出力電圧            約 120V 

  ｂ．計装用交流母線 

個 数             5 

電 圧             約 120V／約 240V（2 個） 

約120V（3個） 

（2）常用 

  a．無停電電源装置 

型 式             静止形 

個 数             1 

容 量             約 50kW 

出力電圧            約 120V／約 240V 

b．原子炉保護系用Ｍ－Ｇ装置 

   電動機 

型 式             3 相誘導電動機 

台 数             2 

定格容量            約 45kW（1 台当たり） 

電 圧             約 440V 
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   発電機 

型  式            単相同期電動機 

台 数             2 

定格容量            約 18.75kW（１台当たり） 

電 圧             約 120V 

周波数             50Hz 

  ｃ．計装用交流母線 

個 数             4 

電 圧             約 120V／約 240V（2 個） 

約120V（2個） 
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第 10.3－1 表 送電線の設備仕様 

 

（1）275kV送電線 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備 

   公称電圧     275kV 

   回線数      2 

   導体サイズ    ACSR 810mm2 2導体 

   送電容量     約1,138MW（1回線当たり） 

亘  長     約17km 

（東京電力パワーグリッド株式会社那珂変電所まで） 

 

（2）154kV送電線 

兼用する設備は以下のとおり。 

・非常用電源設備 

   公称電圧     154kV 

   回線数      1 

   導体サイズ    ACSR 810mm2 2導体 

   送電容量     約269MW 

亘  長     約9km 

（東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所まで） 
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第 10.3－2 表 開閉所機器の設備仕様 

 

（1）275kV母線 

型式 SF6ガス絶縁相分離方式 

定格電圧 300kV 

電流容量 4000A 

定格短時間電流 50kA 2サイクル 

 

（2）遮断器 

名称 線路用275KV

遮断器 

発電機並列用

275kV遮断器 

起動変圧器用

275kV遮断器 

予備変圧器用

154kV遮断器 

個 数 2 1 2 1 

定格電圧 300kV 300kV 300kV 168kV 

定格電流 4,000A 4,000A 2,000A 1,200A 

定格遮断電流 50kA 50kA 50kA 25kA 
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第10.3－3表 発電機，励磁装置の設備仕様 

 

（1）発電機 

   型 式   横軸円筒回転界磁3相交流同期発電機 

同期発電機 

 台 数   1 

   容 量   1,300,000kVA 

   力 率   0.90（遅れ） 

   電 圧   19,000V 

   相 数   3相 

   周波数   50Hz 

   回転数   1,500rpm 

   結線法   星形 

   冷却法   固定子  水冷却 

         回転子  水素直接冷却 

（2）励磁装置 

名称 主励磁機 副励磁機 

型式 交流励磁機 交流副励磁機 

台数 1 1 

容量 3,525kW 140kVA 

電圧 AC400V AC300V 

回転数 1,500rpm 1,500rpm 

駆動方法 発電機と直結 発電機と直結 
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第10.3－4表 変圧器の設備仕様 

 

名称 主要変圧器 所内変圧器 起動変圧器 予備変圧器 

型式 

屋外用3相二巻

線外鉄無圧密封

式 

屋外用3相三

巻線内鉄無

圧密封式 

屋外用3相三

巻線外鉄無

圧密封式 

負荷時タッ

プ切換器付 

屋外用3相二

巻線内鉄無圧

密封式 

負荷時タップ

切換器付 

台数 1 2 2 1 

容量 約1,300,000kVA 約50,000kVA 約50,000kVA 約38,000kVA

電圧 一次 約18.525kV 約18.525kV 約275kV 約147kV 

二次 約275kV 約6.9kV 約6.9kV 約6.9kV 

相数 3 3 3 3 

周波数 50Hz 50Hz  50Hz  50Hz  

結線

法 

一次 三角 三角 星形 星形 

二次 星形 星形，星形 星形，星形 星形 

冷却方法 導油風冷式 油入風冷式 油入風冷式 油入風冷式 

 

 

54



33 条-55 

 

 

第10.1－1図 所内電源単線結線図 
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２Ｃ非常用ディーゼル発電機 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

 

 

２Ｄ非常用ディーゼル発電機 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

 

 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

 

第 10.1－2 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電 

機含む）の負荷の始動順位 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 
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第 10.1－3 図 直流電源単線結線図（3／3） 
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第10.3－1図 送電系統図 

  
第 10.3－2 図 開閉所単線結線図  
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2. 保安電源設備 

2.1 保安電源設備の概要 

2.1.1 常用電源設備の概要 

  275kV 送電線 2 回線は，約 17km 離れた東京電力パワーグリッド株式会社

那珂変電所（以下「那珂変電所」という。）に接続する。また，154kV 送電

線 1 回線は，約 9km 離れた東京電力パワーグリッド株式会社茨城変電所（以

下「茨城変電所」という。）に接続する。尚，東海発電所用の 66kV 送電線 1

回線は東海第二発電所の 3 回線とは別で茨城変電所に接続しており，東海第

二発電所とは送電線の共用をしていない。送電系統図を，第 2.1.1－1 図に

示す。 

  上記 2 ルート 3 回線の送電線の独立性を確保するため，万一,那珂変電所

が停止した場合でも，外部電源系からの電力供給が可能となるよう，東京電

力パワーグリッド株式会社新筑波変電所から石岡変電所，西水戸変電所及び

茨城変電所を経由するルートで東海第二発電所に電力を供給することが可能

な設計とすることを確認している。また，茨城変電所が停止した場合には，

那珂変電所を経由するルートで，東海第二発電所に電力を供給することが可

能な設計とすることを確認している。これら送電線は，発電用原子炉の停止

に必要となる電力を供給可能な容量であることを確認している。東京電力パ

ワーグリッド株式会社 275kV 東海原子力線（以下「275kV 東海原子力線」と

いう。）2 回線は，1 回線停止時でも東海第二発電所の全発生電力を送電し得

る能力がある。 

  通常運転時に所内電力は，主として発電機から所内変圧器を介して受電す

るが，275kV 東海原子力線より起動変圧器を介して受電することもできる。

また，東京電力パワーグリッド株式会社 154kV 村松線・原子力１号線（以下

「154kV 村松線・原子力１号線」という。）を予備電源として使用すること
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ができる。 

  常用高圧母線は，7 母線で構成し，所内変圧器または起動変圧器から受電

する。 

  常用低圧母線は，11 母線で構成し，常用高圧母線から動力変圧器を介し

て受電できる設計とする。 

  所内機器で 2 台以上設置するものは，単一の所内母線の故障があっても，

全部の機器電源が喪失しないよう各母線に分割接続し，所内電力供給の安定

を図る。所内電源単線結線図を，第 2.1.1－2 図に示す。 

  また，直流電源設備は，常用所内電源として 250V 母線１系統から構成す

る。直流電源単線結線図を，第 2.1.1－3 図に示す。 

 

第 2.1.1－1 図 送電系統図 
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第 2.1.1－2 図 所内電源単線結線図 
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第 2.1.1－3 図 直流電源単線結線図（3／3） 
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2.1.2 非常用電源設備の概要 

  発電用原子炉施設は，重要安全施設がその機能を維持するために必要とな

る電力を当該重要安全施設に供給するため，電力系統に連系する設計とする。 

  非常用高圧母線は 3 母線で構成し，常用母線及び非常用ディーゼル発電機

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）のいずれからも受電できる

設計とする。 

  非常用低圧母線は，2 母線で構成し，非常用高圧母線から動力変圧器を介

して受電する。所内電源単線結線図を，第 2.1.1－2 図に示す。 

  所内機器は，工学的安全施設に関係する機器とその他の一般機器に分類す

る。 

  工学的安全施設に関係する機器は非常用母線に，その他の一般機器は原則

として常用母線に接続する。 

  安全保護系及び工学的安全施設に関係する機器は，単一の非常用母線の故

障があっても，他の系統に波及して多重性を損なうことがないよう系統ごと

に分離して非常用母線に接続する。 

  3 台の非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む）は，275kV 東海原子力線が停電した場合にそれぞれの非常用母線に電

力を供給し，1 台の非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電機を含む）が作動しないと仮定した場合でも燃料体及び原子炉冷却材

圧力バウンダリの設計条件を超えることなく炉心を冷却でき，あるいは，原

子炉冷却材喪失時にも炉心の冷却とともに，原子炉格納容器等安全上重要な

系統機器の機能を確保できる容量と機能を有する設計とする。 

  また，発電所の安全に必要な直流電源を確保するため蓄電池を設置し，安

定した交流電源を必要とするものに対しては，無停電電源装置を設置する。

直流電源設備は，非常用電源として 125V 母線 3 系統（高圧炉心スプレイ系
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１系統を含む）(区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ)及び±24V 母線 2 系統（区分Ⅰ，Ⅱ）から

構成する。直流電源単線結線図を，第 2.1.1－3 図に示す。 

  外部電源，非常用所内電源設備，その他の関連する電気系統機器の短絡若

しくは地絡又は母線の定電圧若しくは過電流等を検知できる設計とし，検知

した場合には，遮断器により故障箇所を隔離することによって，他の安全機

能への影響を限定できる設計とする。 

  また，非常用所内電源系からの受電時に，容易に母線切替操作が可能な設

計とする。 
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2.2 保安電源の信頼性 

2.2.1 発電所構内における電気系統の信頼性 

2.2.1.1 安全施設に対する電力系統の異常の検知とその拡大防止 

 (1) 安全施設の保護装置について 

   発電機，外部電源，非常用所内電源設備，その他の関連する電気系統の

機器の故障により発生する短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過

電流に対し，安全施設への電力の供給が停止することのないように，保護

継電装置により検知できる設計としており，検知した場合には，異常の拡

大防止のため，保護継電装置からの信号により，遮断器等により故障箇所

を隔離することによって，故障による影響を局所化し，他の電気系統の安

全性への影響を限定できる設計とする。 

   なお，東海第二発電所内では，吊り下げ設置形高圧遮断器については，

使用していない。（別紙 2 参照） 

 

  ａ．送電線保護装置 

    275kV 東海原子力線，154kV 村松線・原子力１号線には，それぞれ保

護装置を設置している。 

    送電線の短絡若しくは地絡を検出した場合，当該送電線が連系される

遮断器を開放し，故障区間を速やかに分離し，残りの健全回線の電力供

給を維持する。 

    送電線保護装置（275kV 東海原子力線 1 号線故障時）を，第 2.2.1.1

－1 図に，送電線保護装置（154kV 村松線・原子力 1 号線故障時）を，

第 2.2.1.1－2 図に示す。  

70



33 条-71 

 

第 2.2.1.1－1 図 送電線保護装置（275kV 東海原子力線（1 号線）故障時） 

 

 

第 2.2.1.1－2 図 送電線保護装置（154kV 原子力 1 号故障時） 
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  ｂ．275kV 母線保護装置 

    東海第二発電所 275kV 超高圧開閉所は，1 母線で構成されており，保

護装置を設置する。 

    母線の短絡若しくは地絡を検出した場合，当該母線が連系される遮断

器を開放し，故障区間を速やかに分離し，残りの健全側母線の電力供給

を維持する。 

    東海第二発電所が接続する母線保護装置（275kV 東海原子力線が接続

する母線故障時）を，第 2.2.1.1－3 図に示す。 

 

 

第 2.2.1.1－3 図 母線保護装置（275kV 東海原子力線が接続する母線故障時） 
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  ｃ．主要変圧器保護装置 

    主要変圧器の保護装置を，第 2.2.1.1－4 図に示す。 

    主要変圧器の短絡若しくは地絡を検出した場合，当該変圧器が連系さ

れる遮断器を開放し，故障変圧器を速やかに分離するとともに，他の安

全施設への影響を限定できる構成とする。 

 

 

第 2.2.1.1－4 図 主要変圧器保護装置 

 

  ｄ．その他設備に対する保護装置 

    ファンやポンプ等の補機については過負荷保護継電器及び過電流保護

継電器を設置する。 

    過負荷継電器及び過電流継電器にて過電流を検知した場合，警報を発

生させることや補機を停止させることにより，他の安全機能への影響を

限定できる構成とする。  
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 (2) 1 相開放故障への対策について 

   外部電源に直接接続している変圧器の一次側において 3 相のうちの 1 相

の電路の開放が生じた場合にあっては，安全施設への電力の供給が不安定

になったことを検知し，保護継電器が作動することによる故障箇所の隔離

又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策（手動操作

による対策を含む。）を行うことによって，安全施設への電力の供給が停

止することがないように，電力供給の安定性を回復できる設計とする。 

 

  ａ．米国バイロン２号炉の事象の概要と問題点 

   (a) 事象の概要 

     2012 年 1 月 30 日，米国バイロン２号炉において定格出力運転中，

以下の事象が発生した。 

①  起動用変圧器の故障（架線の碍子の破損）により，3 相交流電源

の 1 相が開放故障した状態が発生した。米国バイロン２号炉の 1

相開放故障の概要を，第 2.2.1.1－5 図に示す。 

② このため，起動用変圧器から受電していた常用母線の電圧の低下

により，一次冷却材ポンプがトリップし，原子炉がトリップした。 

③ トリップ後の所内切替により，非常用母線の接続が起動用変圧器

側に切り替わった。 

④ 非常用母線の電圧を監視している保護継電器のうち，1 相分の保

護継電器しか動作しなかったため，非常用母線の外部電源への接

続が維持され，非常用母線各相の電圧が不平衡となった。 

⑤ 原子炉トリップ後に起動した安全系補機類が，非常用母線の電圧

不平衡のために過電流によりトリップした。 

⑥ 運転員が 1 相開放故障状態に気付き，外部電源の遮断器を手動で
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動作させることにより，外部電源系から非常用母線が開放され，

非常用ディーゼル発電機が自動起動し，電源を回復した。 

 

第 2.2.1.1－5 図 米国バイロン 2 号炉の 1 相開放故障の概要 

 

   (b) 問 題 点 

     当該事象に対し，「変圧器一次側の 3 相のうち 1 相開放故障が発生

した状態が検知されることなく，非常用母線への給電が維持された。」

ことが問題点である。 

 

  ｂ．非常用高圧母線への電力供給について 

    東海第二発電所は，275kV 送電線 1 ルート 2 回線及び 154kV 送電線 1

ルート 1 回線で電力系統に連系している。 

    非常用高圧母線は，以下の方法にて受電可能である。 

①  通常運転時，発電機の発生電力を 2 台の所内変圧器にて 6.9kV に

降圧し，常用高圧母線経由で受電する。 

②  非常用ディーゼル発電機または高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電機から受電する。 

③  発電用原子炉停止時及び発電用原子炉起動・停止操作時は，
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275kV 超高圧開閉所内にある 275kV ガス絶縁開閉装置（以下「GIS」

という。）を介し，2 台の起動変圧器にて 6.9kV に降圧し，常用高

圧母線経由で受電する。 

④  275kV 東海原子力線，275kV GIS もしくは起動変圧器が使用でき

ない場合，154kV 特別高圧開閉所内にある予備変圧器にて 6.9kV

に降圧し，常用高圧母線経由で受電する。 

    非常用高圧母線への電力の供給を，第 2.2.1.1－6 図に示す。 

     

    外部電源に直接接続している受電用変圧器は，起動変圧器及び予備変

圧器であるが，通常運転時に非常用母線に電力の供給を行っていないこ

とから，変圧器一次側において 1 相開放故障が発生した状態が検知され

ることがないとしても，直ちに発電用原子炉の安全を脅かすものではな

いが，起動過程または停止中に当該変圧器を使用している場合には，変

圧器一次側で 1 相開放故障が発生したことを速やかに検知し，故障箇所

を隔離することが重要となる。 
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    また，③の経路で受電する場合，通常は 275kV 送電線から東海第二発

電所の非常用高圧母線まで第 2.2.1.1－6 図の経路で電力の供給を行っ

ているため，以下のとおり，変圧器一次側において 1 相開放故障が発生

しても非常用高圧母線への電力の供給は 1 回線以上確保可能な構成とす

る。 

    ・275kV 東海原子力線から受けた 2 回線の電源は 275kV 超高圧開閉所

にて連系しているため，275kV 東海原子力線 1 回線にて 1 相開放故

障が発生しても非常用高圧母線の電圧に変化が生じない。 

    ・非常用高圧母線（6.9kV 2C 及び 6.9kV 2D）は異なる起動変圧器よ

り受電し多重性を確保しているため，1 台の起動変圧器の一次側に

おいて 1 相開放故障が発生しても，残りの 1 台の起動変圧器から受

電することにより，1 回線以上の非常用高圧母線は健全な電源より

受電可能である。 

    したがって，変圧器一次側において 1 相開放故障が発生した状態が検

知されることなく，非常用母線への給電が維持されたとしても，非常用

高圧母線への電力の供給は 1 回線以上確保可能であることから，直ちに

原子炉安全を脅かすものではないが，別の変圧器一次側で 1 相開放故障

が発生する前に速やかに検知し，故障箇所を隔離することが重要となる。 

    なお，154kV 村松線・東海原子力１号線から予備変圧器までは，通常

負荷へ給電していないことから，予備変圧器の一次側に 1 相開放故障が

発生した場合でも，直ちに原子炉安全を脅かすものではないが，この場

合も別の変圧器一次側で 1 相開放故障が発生する前に速やかに検知し，

故障箇所を隔離することが重要となる。 
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  ｃ．1 相開放故障の検知性について 

   (a) 変圧器一次側に1相開放故障が発生した場合に電圧が低下しない事

象の概要 

     米国バイロン２号炉の事象のように変圧器一次側において 1 相開放

故障が発生した場合に，所内電源系の 3 相の各相には，低電圧を検知

する交流不足電圧継電器（27）が設置されていることから，交流不足

電圧継電器（27）の検知電圧がある程度（約 30％以上）低下すれば，

当該の保護継電器が動作し警報が発報することにより 1 相開放故障を

含めた電源系の異常を検知することが可能である。 

     一方，変圧器負荷が非常に少ない場合や，変圧器にΔ結線の安定巻

線を含む場合などにおいては，所内電源系側の交流不足電圧継電器

（27）の検知電圧が動作範囲まで低下せず，1 相開放故障が検知でき

ない可能性がある（3 相交流では，変圧器一次側における 1 相のみが

開放故障となっても変圧器鉄心に磁束の励磁が持続され，変圧器二次

側（所内電源系側）において 3 相ともほぼ正常に電圧が維持されてし

まう場合がある）。 

     変圧器一次側における 1 相開放故障による電圧維持（イメージ）を，

第 2.2.1.1－7 図に示す。 
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第 2.2.1.1－7 図 変圧器一次側における 1 相開放故障による 

電圧維持（イメージ） 
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   (b) 外部電源に接続している変圧器一次側に 1 相開放故障が発生した場

合の対応について 

     外部電源に接続している変圧器一次側の接続部位で，275kV 送電線

側及び 154kV 送電線側については，接地された筐体内等に配線された

構造箇所を有している。（第 2.2.1.1－9 図，第 2.2.1.1－10 図参照） 

     筐体内等の導体においては，断線による 1 相開放故障が発生したと

しても，接地された筐体等を通じ完全地絡となることで，電流差動継

電器（87）等による検知が可能である。 

     電流差動継電器（87）等が動作することにより，1 相開放故障が発

生した部位が自動で隔離されるとともに，非常用ディーゼル発電機又

は高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機が自動起動し非常用高圧母線

に給電される。したがって，変圧器一次側の 3 相のうち 1 相開放故障

が発生した状態が検知されることなく，１相開放故障が発生した変圧

器を経由した非常用母線への給電が維持されることはない。（別紙 3） 

     自動で検知されない可能性のある，気中に露出した架線接続部は，

275kV 送電線の引込部及び 154kV 送電線の引込部が該当する。変圧器

一次側の接続部位を，第 2.2.1.1－10 図に示す。当該部は，毎日実施

する「巡視点検」にて電路の健全性を確認することにより，1 相開放

故障を目視にて検知することが可能である。 

     巡視点検要領に定められた巡視確認項目を第 2.2.1.1－8 表に示す。 

     目視にて検知したのちは，健全な送電線側への受電切替を実施する。

また，点検等により健全な送電線への受電切替が実施できない場合は，

給電中の１相開放故障が発生した送電線を手動にて切り離すことによ

り，非常用ディーゼル発電機又は高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機が自動起動し非常用高圧母線に給電される。したがって，変圧器一
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次側の 3 相のうち 1 相開放故障が発生した状態が検知されることなく，

１相開放故障が発生した変圧器を経由した非常用母線への給電が維持

されることはない。 

      

      

 

第 2.2.1.1－8 表 巡視確認項目 

巡視 

機器 
巡視確認項目 

点検 

頻度 

275kV 

超高圧 

開閉所 

1.外観上から判断できる範囲での損傷，漏

洩，異常な振動等，不具合の有無 

2.異音，異臭の有無 

3.火災発生の有無 

1 回／日
154kV 

特別高圧

開閉所 
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  ⅰ）275kV 送電線引込部   ⅱ)154kV 送電線引込部（イメージ図） 

    

 

 ⅲ)起動変圧器（露出部無）   ⅳ)予備変圧器(露出部無)(イメージ図）  

    

   

第 2.2.1.1－10 図 変圧器一次側接続部位について 

 

   (c) 検知性向上対策について 

       前述の電流差動継電器（87）及び目視の他に，変圧器の一次側にお

いて 1 相開放故障が発生した場合以下の事象が発生する。 

・高圧母線の電圧が低下する。（交流不足継電器(27)による検知） 

       したがって，上記事象Ⅰを検知することにより，変圧器一次側に 1

相開放故障が発生した場合の検知性向上の対策を実施する。 

気中に露出した部分 

気中に露出した部分 

引込部 

引込部 
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第 2.2.1.1－11 図 交流不足継電器（27）による検知（イメージ） 

（予備変圧器） 

      

上記事象は，変圧器の一次側において 1 相開放故障が発生した条件

により検知できる保護継電器が異なる。1 相開放故障の発生条件に応

じた保護継電器による検知方法を第 2.2.1.1－12 表に示す。 
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第 2.2.1.1－12 表 検知性向上対策 

1 相開放故障の 

発生条件 
検知

可否
※1 

保護継電器 検知後の対処 
発生 

場所 
変圧器の状態 

起動 

変圧器 

重負荷 

× ― ―※2 軽負荷 

無負荷 

予備 

変圧器 

重負荷 

○ 

交流不足 

電圧継電器

(27) 

 

警報発生後，電圧を確認

し，手動にて発生箇所を隔

離する。 
軽負荷 

無負荷 

 

※１ ○は検知可能，×は検知できないことを示す。 

  ※２ ２回線あることから残りの健全な回線で正常な電力が供給可能であ

り非常用高圧母線の電圧に変化が起こらない 

 

     1 相開放故障の発生箇所ごとに応じた識別方法と対応操作を，第

2.2.1.1－13 表，第 2.2.1.1－14 表に示す。  
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第 2.2.1.1－13 表 1 相開放故障発生箇所の識別とその後の対応操作 

（275kV 母線から 6.9kV 2C に受電の場合） 

発生箇所 識別方法 

切り

離し

操作

対応操作 別紙 4

275kV 

東海 

原子力線 

目視にて確認 手動

275kV 東海原子力線の残り 1 回線で電

力の供給を維持する。 

(非常用高圧母線の電圧に変化なし) 
4－1 

154kV 

原子力 

１号線 

目視にて確認 手動

非常用高圧母線は予備変圧器から 

隔離されている。 

(非常用高圧母線の電圧に変化なし) 
4－2 

 

第 2.2.1.1－14 表 1 相開放故障発生箇所の識別とその後の対応操作 

（154kV 母線から 6.9kV 2C に受電の場合） 

発生箇所 識別方法 

切り

離し

操作

対応操作 別紙 4

154kV 

村 松 線 ・

原子力 

1 号線 

交流不足電圧継電

器(27)にて検知 
自動

非常用ディーゼル発電機から電力の供給

を行う。 

なお，非常用高圧母線は 1 相開放故障前

同様に健全である。 

4－3 
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     変圧器の一次側において 1 相開放故障の発生した場合の検知方法と

適用範囲について，第 2.2.1.1－15 図に示す。 

 

 

第 2.2.1.1－15 図 1 相開放故障が発生した場合の検知方法及び適用範囲に 

ついて 
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   (d) ま と め 

① 275kV 東海原子力線で 1 相開放故障が発生しても 2 回線あること

から残りの健全な回線で正常な電力が供給可能であり非常用高圧

母線の電圧に変化が起こらないこと。 

②  起動変圧器の一次側で 1 相開放故障が発生しても非常用高圧母線

（6.9kV 2C 及び 6.9kV 2D）は異なる起動変圧器より受電している

ため非常用高圧母線への電力の供給は 1 回線以上確保可能となっ

ている。 

上記①，②の様な変圧器一次側において 1 相開放故障が発生した

状態が検知されることなく非常用母線への給電が維持されたとし

ても，非常用高圧母線への電力の供給は可能であることから，直

ちに原子炉安全を脅かすものではない。 

また， 

③154kV 村松線・原子力１号線で１相開放故障が発生した状況におい

ては保護継電装置にて検知可能であること。 

しかし，別の変圧器一次側で 1 相開放故障が発生する前に速やかに

故障を検知し，故障箇所を隔離することが重要となる。 

     1 相開放故障の検知について，気中に露出した架線接続部での不具

合については巡視点検により早期発見による検知が可能である。そ

れ以外の箇所については保護継電装置で検知可能であり，故障が発

生した状態が検知されずに，非常用母線への給電が維持されること

はない。 

     また，運転員が保護継電装置の動作にて 1 相開放故障発生時の対応

を確実にするために，手順書へ内容を反映する。 
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 (3) 電気設備の保護 

   開閉所（母線等），変圧器，その他の関連する電気系統の機器の故障に

より発生する短絡若しくは地絡又は母線の低電圧若しくは過電流に対し，

保護継電装置により検知できる設計としており，検知した場合には，保護

継電装置からの信号で，遮断器等により故障箇所を隔離することによって，

故障による影響を局所化し，他の電気系統の安全性への影響を限定できる

設計とする。 

   外部電源系保護継電装置を，第 2.2.1.1－16 表に示す。 
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第 2.2.1.1－16 表 外部電源系保護継電装置 

電気設備 保護継電装置の種類 

275kV 東海原子力線 

電流差動継電方式（87） 

短絡距離継電方式（44S） 

地絡距離継電方式（44G） 

154kV 村松線・原子力１号線 

交流不足電圧継電方式（27） 

地絡方向継電方式（67） 

周波数継電方式（95） 

交流過電圧継電方式（59） 

地絡過電圧継電方式（64） 

275kV 母線 電流差動継電方式（87） 

起動変圧器 

電流差動継電方式（87） 

交流過電流継電方式（51） 

地絡過電流継電方式（51G） 

予備変圧器 

電流差動継電器（87） 

交流過電流継電方式（51） 

地絡過電流継電方式（51G） 

非常用高圧母線 交流不足電圧継電器（27） 

非常用ディーゼル発電機 

（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機） 

電流差動継電器（87） 

交流過電流継電器（51） 

逆電力継電器（32） 

各負荷（電動機類） 過負荷継電器（49） 

 

※主発電機，主要変圧器，所内変圧器については，非常用高圧母線に給電しな

いため除外した。  
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2.2.1.2 電気系統の信頼性 

  重要安全施設に対する電気系統については，系統分離を考慮した母線によ

って構成されるとともに，電気系統を構成する個々の機器が信頼性の高いも

のであって，非常用所内電源系からの受電時等の母線切替操作が容易である

設計とする。 

 

 (1) 系統分離を考慮した母線構成 

   275kV 東海原子力線は起動変圧器を介して，また 154kV 村松線・原子力

1 号線は予備変圧器を介して，発電用原子炉施設へ給電する設計とする。

非常用母線を 3 母線確保することで，多重性を損なうことなく，系統分離

を考慮して母線を構成する設計とする。 

 

 (2) 電気系統を構成する個々の機器の信頼性 

   電気系統を構成する送電線（275kV 東海原子力線及び 154kV 村松線・原

子力 1 号線）については，電気学会電気規格調査会にて定められた規格

（ＪＥＣ）又は日本工業規格（ＪＩＳ）等で定められた適切な仕様を選定

し，信頼性の高い設計とすることを確認している。また，電気系統を構成

する母線，変圧器，非常用所内電源設備，その他関連する機器については，

電気学会電気規格調査会にて定められた規格（ＪＥＣ）又は日本工業規格

（ＪＩＳ）等で定められた適切な仕様を選定し，信頼性の高い設計とする。 

 

 (3) 非常用所内電源系からの受電時等の母線の切替操作 

   重要度の特に高い安全機能を有する構築物，系統及び機器で，その機能

を達成するために電力を必要とするものについては，非常用高圧母線から

の給電が可能な構成とし，非常用高圧母線は外部電源系又は非常用ディー

92



33 条-93 

ゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）のいずれから

も受電できる構成とする。 

   このうち，外部電源系については，送電線に接続する遮断器や断路器等

を設置した 275kV 超高圧開閉所機器及び 154kV 特別高圧開閉所機器，各開

閉所からの電気を降圧する変圧器から構成される設計とする。 

   開閉所機器，変圧器，及び所内高圧系統については，送電線や所内電源

の切替操作が容易に実施可能なようにスイッチ等を設ける設備構成とする。 

   所内単線結線図を第 2.2.1.2－1 図，通常運転時の状態を第 2.2.1.2－2

図，発電用原子炉停止時の状態を第 2.2.1.2－3 図に示す。 

第 2.2.1.2－1 図 所内単線結線図 
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第 2.2.1.2－2 図 通常運転時 

 

第 2.2.1.2－3 図 発電用原子炉停止時 

非常用高圧母線は，通常運転時は発電機から所内変圧器及び常用高圧母

線を通して受電するが，所内変圧器回路の故障時又は発電用原子炉の停止

時には，275kV 東海原子力線から起動変圧器及び常用高圧母線を通して受

電するように切り替える。 

   更に，非常用高圧母線が 275kV 東海原子力線から受電できなくなった場

94



33 条-95 

合，Ｃ非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉

心スプレイ系ディーゼル発電機は自動起動する。非常用高圧母線２Ｃは，

２Ｃ非常用ディーゼル発電機からの給電へ自動切替される。一方，非常用

高圧母線２Ｄ及び高圧母線高圧炉心スプレイ系母線は，154kV 村松線・原

子力１号線から予備変圧器を介しての受電へ自動切替される。更に，非常

用高圧母線２Ｄ及び高圧炉心スプレイ系母線は 154kV 村松線・原子力１号

線からも受電できなくなった場合，２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機からの給電へ自動切替される。 

   非常用母線の受電切替を，第 2.2.1.2－4 図及び第 2.2.1.2－5 図に示す。 

 

第 2.2.1.2－4 図 非常用母線の受電切替のイメージ（１／２） 
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第 2.2.1.2－5 図 非常用母線の受電切替のイメージ（２／２） 

 

また，275kV 東海原子力線から受電している非常用高圧母線について，

154kV 村松線・原子力１号線への切替は，手動でも可能である。予備変圧

器を介しての受電のイメージ図を，第 2.2.1.2－6 図に示す。 

   尚，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を

含む。）で所内負荷運転中，275kV 送電線又は 154kV 送電線の電圧が回復

すれば（受電中であることを含む），非常用ディーゼル発電機（高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）を外部電源に同期並列させること

により，無停電切替（手動）で所内負荷を切り替えることとしている。 

   これらの送電線は 1 回線で発電用原子炉の停止に必要な電力を供給し得

る容量とし，いずれの 2 回線が喪失しても，発電用原子炉施設が外部電源

喪失に至らない構成とする。 
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第 2.2.1.2－6 図 予備変圧器を介しての受電 
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2.2.2 電線路の独立性 

2.2.2.1 外部電源受電回路について 

  東海第二発電所は，275kV 東海原子力線 2 回線及び 154k 村松線・原子力

１号線 1 回線の合計 3 回線にて電力系統に連系する。 

  275kV 東海原子力線 2 回線は，約 17km 離れた那珂変電所に接続し，154kV

村松線・原子力１号線 1 回線は，約 9km 離れた茨城変電所に接続する。 

  外部受電回路の送電系統図を，第 2.2.2.1－1 図に示す。 

 

第 2.2.2.1－1 図 送電系統図 
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2.2.2.2 複数の変電所との接続について 

  那珂変電所はその電力系統における上流側の接続先において異なる変

電所に連系され，茨城変電所はその電力系統における上流側の接続先におい

て異なる変電所に連系されることが可能とされており，1 つの変電所が停止

することによって，当該原子力施設に接続された送電線が全て停止する事態

に至らない設計であることを確認している。 
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(1) 変電所と活断層等の位置

那珂変電所及び茨城変電所は，その直下に活断層は認められていないこ

とを確認した。変電所と活断層の位置を，第 2.2.2.2－1 図に示す。 

 那珂変電所及び茨城変電所はそれぞれ独立しており，275kV 送電線 2 回

線と 154kV 送電線 1 回線の全 3 回線は共通する断層の上に設置されていな

い。 

第 2.2.2.2－1 図 変電所等と活断層の位置 

(2) 送変電設備の耐津波性

茨城県の津波浸水想定と送電線の位置関係を第 2.2.2.2－2 図に示す。

津波浸水想定図によれば，275kV 東海原子力線の一部が浸水想定範囲に

入っていることにより，使用不能となる可能性があるが，154kV 村松線・

原子力１号線を使用して東海第二原子力発電所への給電が可能であるため
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問題はない。 

 また，送電線の接続先となる那珂変電所（約 T.P.＋60m）及び茨城変電

所（約 T.P.＋35m）は内陸部に位置しており，津波による影響を受けるこ

とはない。 

第 2.2.2.2－2 図 茨城県の津波浸水想定と送電線の位置関係
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(3) 変電所の停止想定

ａ．那珂変電所全停時の電力供給系統

那珂変電所が全停した場合に発電所へ電力供給する茨城変電所は那珂

変電所及び西水戸変電所から受電可能である。 

那珂変電所が全停した場合においても，西水戸変電所を経由して，茨

城変電所から 154kV 村松線・原子力１号線より受電を行うことにより，

東海第二発電所への電力供給が可能となる。 

那珂変電所全停時の電力供給系統を，第 2.2.2.2－3 図に示す。 

第 2.2.2.2－3 図 那珂変電所全停時の電力供給系統 
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ｂ．茨城変電所全停時の電力供給系統 

茨城変電所が全停した場合に発電所へ電力供給するする那珂変電所は

新茂木変電所及び西水戸変電所から受電可能となる。 

 茨城変電所が全停した場合においても，新茂木変電所を経由して，那

珂変電所から 275kV 東海原子力線より受電を行うことにより，東海第二

発電所への電力供給が可能となる。 

茨城変電所全停時の電力供給系統を，第 2.2.2.2－4 図に示す。 

第 2.2.2.2－4 図 茨城変電所全停時の電力供給系統 
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ｃ．那珂変電所または茨城変電所が全停した場合の東海第二発電所への電

力供給の確実性について 

那珂変電所または茨城変電所が全停した場合の東海第二発電所への電

力供給について，東京電力パワーグリッド株式会社の評価結果等を基に，

設備面及び運用面から評価した結果，東海第二発電所への電力の供給は

確実に行われると評価した。評価の詳細については別紙 5 に示す。 
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2.2.3 電線路の物理的分離 

2.2.3.1 送電鉄塔への架線方法について 

 275kV 東海原子力線，154kV 村松線・原子力１号線それぞれに送電鉄塔を

備えており，物理的に分離した設計であることを確認している。 

(1) 送電線の交差箇所及び近接箇所について

外部電源線である 275kV 東海原子力線及び 154kV 村松線・原子力１号線

において，交差箇所は無い。 

また，鉄塔間の近接箇所についていは，仮に 1 つの鉄塔が倒壊しても，

すべての送電線が同時に機能喪失しない水平距離を確保する設計とする。 

尚，鉄塔の水平距離を確保するにあたっては、重大事故等対処設備、防

潮堤、アクセスルートへの影響を考慮する。 

275kV 東海原子力線及び 154kV 東海原子力線のルート及び近接箇所を，

第 2.2.3.1－1 図に，発電所敷地周辺鉄塔配置図を別紙 6 に示す。 

第 2.2.3.1－1 図 275kV 東海原子力線及び 154kV 村松線・原子力１号線のル

ート及び近接箇所（現状の状態） 
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2.2.3.2 送電線の信頼性向上対策 

 送電線は，大規模な盛土の崩壊，大規模な地すべり，急傾斜の崩壊による

被害の最小化を図るため，鉄塔基礎の安定性を確保することで，鉄塔の倒壊

が防止されている。 

 過去に発生した設備の被害状況を踏まえて，電気設備の技術基準（第 32

条）への適合に加え，台風等による強風発生時や冬期の着氷雪による事故防

止対策が図られており，外部電源系からの電力供給が同時に停止することの

ない設計であることを確認している。 

(1) 鉄塔基礎の安定性

送電線ルートは，ルート選定の段階から地すべり地域等が極力回避され

ており，地震による鉄塔敷地周辺の影響による被害の最小化を図られてい

る。また，やむを得ずこのような地域を経過する場合には，個別に詳細調

査を実施し，基礎の安定性を検討して基礎型を選定する等の対策が実施さ

れている。 

 さらに，東海第二発電所に連系する 275kV 東海原子力線 2 回線及び

154kV 村松線・原子力 1 号線 1 回線については，鉄塔基礎の安定性評価と

して，鉄塔敷地周辺で基礎の安定性に影響を与える盛土の崩壊，地すべり，

急傾斜地の土砂崩壊について，図面等を用いた机上調査により盛土の崩壊，

地すべり，急傾斜地の各リスクがある箇所の抽出が行われた後，地質専門

家による現地踏査が実施された（別紙 1）。この評価結果により，鉄塔基

礎の安定性に影響がないことを確認している。 
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第 2.2.3.2－1 表 基礎の安定性評価対象 

発電所 送電線区分 対象線路 鉄塔基数 

東海第二発電所 外部電源線 275kV 東海原子力線 

154kV 原子力 1 号線 

154kV 村松線 

44 基 

8 基 

28 基※ 

※村松線のうち東海第二発電所から茨城変電所間に設置されている鉄塔の数 

第 2.2.3.2－2 図 基礎の安定性評価対象線路 

  ａ．評 価 内 容 

① 盛土の崩壊

【リスク】盛土の崩壊に伴う

土塊の流れ込みによる鉄塔傾

斜，倒壊の恐れがある。 

→送電鉄塔近傍に大規模な盛土がある箇所を抽出し，リスク評価

する。
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② 地すべり

【リスク】鉄塔を巻込んだ地

すべりによる鉄塔傾斜，倒壊

の恐れがある。 

→地滑り防止地区，地滑り危険箇所，地滑り地形分布図をもとに

地滑り箇所を抽出し，リスク評価する。

③ 急傾斜地の崩壊

【リスク】逆 T 字型基礎にお

ける地盤崩壊による鉄塔傾斜，

倒壊の恐れがある。 

→急傾斜地（30°以上）で土砂崩壊が発生する可能性がある箇所

を抽出し，リスクを評価する。

  ｂ．確 認 結 果 

① 盛土の崩壊リスク

実測平面図や国土地理院発行の地形図等を使用し，人工的に土地の

改変が加えられた箇所などを抽出する。 

→275kV 東海原子力線で 2 基が抽出された。

→抽出された 2 基について地質専門家による現地踏査等により，基

礎の安定性に問題のないことを確認した。

② 地すべりリスク

地すべり防止区域，地すべり危険箇所，地すべり地形分布図から対

象鉄塔を抽出後，空中写真判読により地すべり地形近傍の鉄塔を抽出

する。 

→基礎の安定性に問題のないことを確認した。
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③ 急傾斜地リスク

国土地理院発行の地形図等を使用し，急傾斜を有する斜面が近傍に

ある鉄塔を抽出する。 

→275kV 東海原子力線 3 基，154kV 村松線 2 基について抽出した。

→抽出された 5 基について地質専門家による現地踏査等により，基

礎の安定性に問題のないことを確認した。

第 2.2.3.2－3 表 基礎の安定性評価結果 

線路名 
鉄塔 

基数 

現地踏査確認基数 対応必要 

基数 盛土 地すべり 急傾斜地 

275kV 東海原子力線 44 基 2 基 0 基 3 基 0 基 

154kV 原子力１号線 8 基 0 基 0 基 0 基 0 基 

154kV 村松線 28 基 0 基 0 基 2 基 0 基 

（経済産業省原子力安全・保安院報告「原子力発電所及び再処理施設の

外部電源における送電鉄塔基礎の安定性評価について（平成 24 年 2 月

17 日，東京電力株式会社）」） 

(2) 近接箇所のリスク

近接箇所（第 2.2.3.1－1 図）については，2 ルートが近接した状況に

あるが，地形評価に加え，送電線相互の近接状況，気象状況から 2 ルート

共倒れのリスクは極めて低いと判断している。以下に評価結果を記載する。 
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ａ．地形評価 

下表の評価により，盛土崩壊，急傾斜地の崩壊，地すべりなど，将来

的にも鉄塔斜面の安定性が損なわれる可能性は低い。 

第 2.2.3.2－4 表 送電線の風雪対策 

評価

項目 
主な評価内容 評価結果 

盛土

崩壊 

・盛土の立地状況や形状及び規模

・盛土と鉄塔との距離

図面等による抽出結果 2 基

を対象に，地質専門家の現

地踏査等による評価の結

果，基礎の安定性に影響は

なし。 

地す

べり 

・地すべり地形の状況

・露岩分布状況

・移動土塊の状況

・地表面の変状有無

・構造物の変状有無

図面等による抽出結果，地

すべりリスクのある鉄塔は

確認されず，基礎の安定性

に影響はなし。 

急傾

斜地 

・斜面状況（勾配及び変状有無）

・地盤特性

・崩壊履歴

図面等による抽出結果 5 基

を対象に，地質専門家の現

地踏査による評価の結果，

基礎の安定性に影響はな

し。 

ｂ．2 ルートの送電線・鉄塔の位置の評価 

275kV 東海原子力線，154kV 村松線において計 5 箇所の斜面があるが，

ａ．にて鉄塔斜面の安定性が損なわれる可能性が低いことを確認してい

る。 

ｃ．気象状況の評価 

台風の影響について，当該地域はＪＥＣ－１２７－１９７９（送電用

支持物設計標準）における基準速度圧地域区分が高温季は下表に示す地

域区分Ⅴの地域，低温季はⅥの地域であり，当該速度圧を見込んだ設計

を実施している。地域別の 50 年再現風速値が高い地域ではない。また，

雪の影響については，経過地に応じて電線への着雪厚さを個別に評価し，

対策を実施している。 
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第 2.2.3.2-5 表 基準速度圧地域区分 

地域区分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ 

速度圧（kg／m３） 240 200 175 150 125 100 

(3) 風雪対策について

ａ．設備対策面 

 送電線の風雪対策として，電気設備技術基準に適合するとともに，一

部の鉄塔については，ＪＥＣ－１２７－１９７９（送電用支持物設計標

準）を考慮した耐風雪強化設計が実施されている。 

 その他，架渉線への着氷雪対策として難着雪リング等が設置されてい

る。 

送電線の風雪対策及びその状況について，第 2.2.3.2－6 表及び第

2.2.3.2－7 表に示す。また，着氷雪対策品を，第 2.2.3.2－8 表に示す。 

第 2.2.3.2－6 表 送電線の風雪対策 

項目 
電気設備技術基準（第 32 条） 

（解釈（第 58 条）） 
更なる風雪対策 

風 風速 40m／s の風圧荷重を考慮 

・設置箇所に応じた風速（地

上高 10m における最大瞬間

風速 40.8～63.2m／s）を考

慮（耐風強化設計）

雪 

架渉線の周囲に厚さ 6 ㎜，比

重 0.9 の氷雪が付着した状態

に対し，風速 28m／s の風圧荷

重を考慮 

・設置箇所に応じて，電線へ

の湿型着雪（着雪厚さ）に

よる荷重（厚さ 25～50 ㎜，

密度 0.6g／ cm ３ ）を考慮

（耐雪強化設計）

・架渉線への着氷雪対策とし

て難着雪リングやねじれ防

止ダンパーを設置
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第 2.2.3.2－7 表 各送電線の更なる風雪対策の状況 

耐風強化

設計 

耐雪強化

設計 

難着雪 

リング

ねじれ防止

ダンパー 

275kV 東海原子力線    －    －※1 ○ ○ 

154kV 原子力１号線  －  － ○ ○ 

154kV 村松線    －※1    －※1 ○ ○ 

※１ 一部の鉄塔が対策済

第 2.2.3.2－8 表 着氷雪対策品 

名 称 機 能 

難着雪リング 
電線に一定間隔で取付けることにより，着雪の連続

性が分断されるため，着雪の発達が抑制される。 

ねじれ防止ダンパー 
電線のねじれ剛性を増加し，電線自体の回転を防止

することで着雪の発達を抑制できる。 

ｂ．巡視及び点検実績 

 275kV 東海原子力線，154kV 村松線・原子力 1 号線の設備の異常兆候

の把握のため，東京電力パワーグリッド株式会社の保安規程に定められ

た普通巡視・点検が，東京電力パワーグリッド株式会社により定期的に

実施されている。巡視実績を第 2.2.3.2－9 表に点検実績を第 2.2.3.2

－10 表に示す。 

 以上の巡視・点検により，送電線の健全性が維持されていることを確

認している。 

 通常時において，東海第二発電所への電力の供給支障を伴う送電設備

の不具合がないことから、現状の巡視及び点検の周期・内容は妥当であ

ると当社は評価する。 
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【巡視】普通巡視: 

地上（徒歩・車両等）あるいはヘリコプターにより 2 回／年

以上（275kV 以上の送電線については，ヘリコプター飛行禁

止箇所を除きヘリコプターによる巡視を 1 回／年以上実施) 

【点検】 普通点検:1 回／5 年 

第 2.2.3.2－9 表 巡視実績 

※：臨時巡視の対象は，地すべりや急傾斜地の崩壊が懸念される箇所であるが， 

275kV 東海原子力線，154kV 村松線・原子力 1 号線に該当箇所はない。 

（東京電力パワーグリッド株式会社より内容確認） 

第 2.2.3.2－10 表 点検実績 

（東京電力パワーグリッド株式会社より内容確認）

※ 

※ 
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2.2.4 送受電設備の信頼性 

 275kV 超高圧開閉所，154kV 特別高圧開閉所，ケーブル洞道及び電線管路

は，不等沈下や傾斜等が起きないよう十分な支持性能を持つ地盤に設置する。

また，遮断器等の機器については耐震性の高い機器を使用する。 

 また，275kV 超高圧開閉所，154kV 特別高圧開閉所，ケーブル洞道及び電

線管路に対する津波の影響を考慮するとともに，塩害を考慮する設計とする。 

2.2.4.1 開閉所設備等の耐震性評価について 

 275kV 超高圧開閉所及び 154kV 特別高圧開閉所は，1.0Ｃi の地震力に対し

不等沈下，傾斜またはすべり等が起きないような場所に設置していることか

ら，十分な支持性能を確保しており，耐震クラスＣを満足している。 

 275kV 超高圧開閉所及び 154kV 特別高圧開閉所の遮断器は，従来の気中絶

縁開閉装置と比べて重心が低く耐震性の高い GIS とする。GIS（イメージ図）

を，第 2.2.4.1－1 図に示す。 

第 2.2.4.1－1 図 GIS（イメージ図） 
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2.2.4.2 送変電設備の碍子及び遮断器等の耐震性 

(1) 送電線の長幹支持碍子の免震対策について

東日本大震災では，東海第二発電所に接続されている 275kV 東海原子力

線において長幹支持碍子が破損した。このため，長幹支持碍子から有機碍

子への取替（全 44 基中 16 基に使用）を行い，耐震性強化を実施した。 

 なお，154kV 村松線・原子力１号線において長幹支持碍子は使用されて

いなかった。 

 長幹支持碍子を第 2.2.4.2－1 図に，有機碍子を第 2.2.4.2－2 図に長幹

支持碍子の耐震対策状況を，第 2.2.4.2－1 表に示す。 

第 2.2.4.2－1 図 長幹支持碍子 

第 2.2.4.2－2 図 有機碍子 

有機碍子 

長幹支持碍子 
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第 2.2.4.2－1 表 長幹支持碍子の耐震対策状況 

線路名 
長幹支持碍子の耐震対策 

有機碍子化 

275kV 東海原子力線 16 基（平成 23 年 11 月完了） 

   （総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会電力安全小委員会資

料「東北地方太平洋沖地震におけるジャンパ支持 V 吊長幹支持がいし

装置の折損原因分析結果について（平成 23 年 12 月 27 日，東京電力

株式会社」） 

 

(2) 変電所の遮断器等の耐震性について 

   東海第二発電所に接続されている那珂変電所及び茨城変電所は，重心が

低く，耐震性の高いガス遮断器が採用されていることを確認している。 

   また上記の設備は，ＪＥＡＧ５００３－２０１０「変電所等における電

気設備の耐震設計指針」に基づいた評価が実施されており，設計上の裕度

を確認している。 
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2.2.4.3 開閉所基礎の設置地盤の支持性能について 

 (1)  275kV 超高圧開閉所 

   275kV 超高圧開閉所(275kV 東海原子力線に接続)は，杭基礎構造とし，

1.OＣi の地震力に対し十分な支持性能を確保した設計とする。  

   275kV 超高圧開閉所基礎の支持性能評価結果を，第 2.2.4.3－1 表に，

275kV 超高圧開閉所位置を，第 2.2.4.3－1 図に示す。 

 

第 2.2.4.3－1 表 275kV 超高圧開閉所基礎の支持性能評価結果 

照査項目 評価値 評価基準値 判定＊１ 

最大接地圧 434（kN／本） 2629（kN／本） ○ 

＊１：判定○（十分な支持性能を確保）の条件は，評価値＜評価基準値。 
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第 2.2.4.3－1 図 275kV 超高圧開閉所位置 

(2) 154kV 特別高圧開閉所

154kV 特別高圧開閉所(154kV 村松線・原子力１号線に接続)は，直接基

礎構造とし，1.OＣi の地震力に対し十分な支持性能を確保した設計とす

る。 

 154kV 特別高圧開閉所基礎の支持性能評価結果を，第 2.2.4.3－2 表に，

154kV 特別高圧開閉所位置を，第 2.2.4.3－2 図に示す。 

第 2.2.4.3－2 表 154kV 特別高圧開閉所基礎の支持性能評価結果 

照査項目 評価値 評価基準値 判定※１ 

最大接地圧 62（kN／m２） 192（kN／m２） ○ 

※１：判定○（十分な支持性能を確保）の条件は，評価値＜評価基準値。

118



33 条-119 

第 2.2.4.3－2 図 154kV 特別高圧開閉所位置 
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2.2.4.4 ケーブル洞道設置地盤の支持性能について 

 275kV 超高圧開閉所及び，154kV 特別高圧開閉所から東海第二発電所まで

はケーブル洞道を通して接続している。 

ケーブル洞道については，洞道の構造及び設置地盤の特性を考慮し，代表

断面として選定して支持性能を確認する。 

全体平面図を，第 2.2.4.4－1 図に示す。 

第 2.2.4.4－1 図 全体平面図 
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(1) 275kV 超高圧開閉所～東海第二発電所

275kV 超高圧開閉所から東海第二発電所にかけてのケーブル洞道は，直

接基礎構造であり，1.OＣi の地震力に対し十分な支持性能を確保する設

計とする。 

 275kV 超高圧開閉所から東海第二発電所にかけてのケーブル洞道支持性

能評価結果を，第 2.2.4.4－1 表に示す。 

第 2.2.4.4－1 表 275kV 超高圧開閉所から東海第二発電所にかけてのケーブ

ル洞道支持性能評価結果

照査項目 評価値 評価基準値 判定※１ 

最大接地圧 162（kN／m２） 372（kN／m２） 〇 

※１：判定○（十分な支持性能を確保）の条件は，評価値＜評価基準値。

(2) 154kV 特別高圧開閉所～東海第二発電所

154kV 特別高圧開閉所から東海第二発電所にかけてのケーブル洞道は，

直接基礎構造であり，1.OＣi の地震力に対し十分な支持性能を確保する

設計とする。 

 154kV 特別高圧開閉所から東海第二発電所にかけてのケーブル洞道支持

性能評価結果を，第 2.2.4.4－2 表に示す。 

第 2.2.4.4－2 表 154kV 特別高圧開閉所から東海第二発電所にかけてのケー

ブル洞道支持性能評価結果 

照査項目 評価値 評価基準値 判定※１ 

最大接地圧 32（kN／m２） 640（kN／m２） 〇 

※１：判定○（十分な支持性能を確保）の条件は，評価値＜評価基準値。
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2.2.4.5 基礎及びケーブル洞道の不等沈下による影響について 

(1) 評価対象箇所の選定

保安電源ケーブル洞道及び各設備の基礎構造型式を，第 2.2.4.5－1 図

に示す。 

 東海第二発電所の開閉所から各建屋へのケーブルは，第四系への直接基

礎構造であるケーブル洞道内に敷設する。洞道の接続先のうち，275kV 超

高圧開閉所，原子炉建屋及びタービン建屋は，岩盤に支持されていること

から，異種基礎接続となる。このため，ケーブル洞道について不等沈下に

よる影響の評価を行った。 

第 2.2.4.5－1 図 保安電源ケーブル洞道の基礎構造型式
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(2) 評価手法

第四系に直接支持されているケーブル洞道について，鉄道構造物等設計

標準・同解説（平成 19 年 1 月）に基づき，地盤の揺すり込みによる沈下

量の算出を行った。 

 地表面で 1.0Ｃi 相当となる地震力を用いて，一次元等価線形解析にて

地震前後のせん断剛性の変化から沈下量を算定した。 

(3) 評価結果

ケーブル洞道における沈下量を第 2.2.4.5－1 表に示す。沈下量は，ケ

ーブル洞道直下の第四系を対象として算出した。ボーリング位置図及びボ

ーリング柱状図を第 2.1.4.5－2～3 図に示す。 

 その結果，沈下量が 1 ㎝以下であることから，不等沈下によるケーブル

性能への影響はなく，設置地盤は十分な支持性能を有していることを確認

した。 

第 2.1.4.5－1 表 ケーブル洞道における最大沈下量 

ケーブル洞道

（275kV 超高圧開閉所～ 

タービン建屋間）

ケーブル洞道

（154kV 特別高圧開閉所

～原子炉建屋間） 

最大沈下量 9.5 ㎜ 1.7 ㎜ 
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第 2.1.4.5－2 図 ボーリング位置図 

  

第 2.1.4.5－3 図 ボーリング柱状図 
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33 条-125 

2.2.4.6 津波の影響，塩害対策 

 塩害対策が必要な 275kV 送電線引留部に対しては，定期的に碍子洗浄が可

能な設備を設置する。なお，「電気協同研究第 35 巻第 3 号変電設備の対塩設

計（電気協同研究会）」に塩害対策の考え方が定められており，154kV 送電

線引留部は過去の塩分測定実績より碍子の絶縁強化で対応が可能な塩分付着

密度であることを確認していることから碍子洗浄は不要である。尚，154kV

送電線引留部については，将来的に塩害の状況が悪化する場合は，碍子洗浄

の実施を含め必要な対策を検討する。碍子洗浄装置外観を，第 2.2.4.6－1

図に示す。 

 基準津波に対して，防潮堤により非常用電源設備が配置されているエリア

は，津波の影響を受けない設計とする。 

防潮堤と非常用電源設備配置図を，第 2.2.4.6-2 図に示す。 

第 2.2.4.6－1 図 碍子洗浄装置外観（イメージ図） 

碍子洗浄装置用

ノズル
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第 2.2.4.6－2 図 防潮堤と非常用電源設備配置図 

2.3 外部電源喪失時における発電所構内の電源の確保 

2.3.1 非常用電源設備及びその付属設備の信頼性 

2.3.1.1 多重性又は多様性及び独立性 

 非常用電源設備のうち，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機を含む）及びその付属設備（燃料供給系統）は，多重性及び

独立性を考慮して，必要な容量のものを 3 台備え，各々非常用高圧母線に接

続している。また，蓄電池及びその付属設備（充電器等充電設備）は，区分

Ⅰと区分Ⅱ（Ⅲ）に区画された電気室等に設置し，多重性及び独立性を確保

する設計とする。 

 非常用電源設備は，常用系との独立性を考慮して，常用電源設備と別の場

所に設置することにより，共通要因による機能喪失が発生しない設計とする。 

(1) 非常用電源設備の配置

非常用電源設備は，安全区分に応じて区分Ⅰ区分Ⅱ（Ⅲ）に区画された

電気室等に設置する設計とする。 

非常用電源設備の配置を，第 2.3.1.1－1 図～第 2.3.1.1－5 図に示す。 
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第 2.3.1.1－1 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む）の配置 
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第 2.3.1.1－2 図 蓄電池（非常用）の配置 
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第 2.3.1.1－3 図 非常用高圧母線（２Ｃ・２Ｄ・ＨＰＣＳ）の配置 
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33 条-130 

第 2.3.1.1－4 図 非常用ディーゼル発電機 燃料供給系統設備のうち 

デイタンクの配置 

第 2.3.1.1－5 図 燃料供給系統設備のうち軽油貯蔵タンク，燃料移送ポンプ

の配置 
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 (2) 非常用電源設備の共通要因に対する頑健性 

   非常用交流電源設備，非常用直流電源設備は各々3 系統あり，基準地震

動に対して支持機能が維持可能な建物である原子炉建屋の区画された部屋

に設置する等の対策により，主たる共通要因（地震，津波，火災，溢水）

に対し，頑健性を有する設計とする。非常用電源設備の主たる共通要因に

対する頑健性を，第 2.3.1.1－6 表に示す。 

 

第 2.3.1.1－6 表 非常用電源設備の主たる共通要因に対する頑健性 

共通要因 対応方針 状況 

地震 

基準地震動に対して十

分な耐震性を有する設計

とする。 

基準地震動に対して，建屋及び非

常用電源設備が機能維持できる設計

とする。 

津波 

基準津波に対して，浸

水や波力等により機能喪

失しない設計とする。 

新設する防潮堤により非常用電源

設備が配置されているエリアは，津

波の影響を受けない設計とする。 

火災 

適切な耐火能力を有す

る耐火壁又は隔壁等で分

離を行う設計とする。 

非常用電源設備は火災防護基準で

要求されている 3 時間以上の耐火能

力を有する耐火壁又は隔壁等により

区分Ⅰと区分Ⅱ（Ⅲ）に分離する設

計とする。 

溢水 

想定すべき溢水（没

水・蒸気・被水）に対

し，影響のないことを確

認，もしくは溢水源等に

対し溢水影響のないよう

設備対策を実施する設計

とする。 

地震や火災による溢水に対して電

気盤が機能喪失にならないことを確

認する。 

また，電気室及び蓄電池室には，

蒸気源及び被水源がないため問題な

い。 

 

  軽油貯蔵タンクは地下，燃料移送ポンプは常設代替高圧電源装置置場内

（地下）に設置する。 

  また，軽油貯蔵タンクから燃料移送ポンプまでの配管，及び燃料移送ポン

プからデイタンクまでの配管には連絡配管が設けられており，軽油貯蔵タン

ク及び燃料移送ポンプいずれか 1 系統が使用できない場合でも，原子炉建屋
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内にある 3 系統のデイタンクに燃料を供給可能な設計としている。 

なお，デイタンクは外部からの燃料補給がなくても，8 時間非常用ディー

ゼル発電機に燃料を供給可能な設計とする。（2.3.1.3 参照） 

 

  軽油貯蔵タンク基礎ならびに燃料移送系配管ダクトは，耐震クラスＳの設

備の間接支持構造物として，原子炉建屋と同じ支持地盤を有しており（杭基

礎型式），沈下が生じにくい構造とする。 
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2.3.1.2 容量について 

  東海第二発電所非常用電源設備の内，設計基準事故に対処するための設備

は以下のとおりである。 

 

①  非常用ディーゼル発電機 

台数：2 

    容量：約 6,500kVA（1 台当たり），約 5,200kW（1 台当たり） 

②  高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

    個数：1 

    容量：約 3,500kVA，約 2,800kW 

 

＜① 及び②の主な負荷＞ 

   ・外部電源が完全に喪失した場合に，発電用原子炉を安全に停止するた

めに必要な負荷 

   ・工学的安全施設作動のための負荷 

 

  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）

は，外部電源の喪失又は原子炉冷却材喪失が発生した際，自動起動して原子

力発電所の保安上必要とされる各負荷に電力を供給するために，必要な発電

機容量を有する。 

  各非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）

において保安上必要とされる負荷を，第 2.3.1.2－1 表に示す。 
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第 2.3.1.2－1 表 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

発電機を含む）において保安上必要とされる負荷 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

 

非常用ディーゼル発電機 高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 ２Ｃ ２Ｄ 

補機名 
負荷容量 

[kW] 
補機名 

負荷容量

[kW] 
補機名 

負荷容量 

[kW] 

低圧炉心スプ

レイ系ポンプ 
1,078 ― ― 

高圧炉心スプレ

イ系ポンプ 
2,328 

残留熱除去系

ポンプ 
584 

残留熱除去系ポ

ンプ 
1,168 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電機海水ポン

プ 

55 

残留熱除去系

海水系ポンプ 
1,674 

残留熱除去系海

水系ポンプ 
1,674 充電器 19 

非常用ガス処

理装置 
48 

非常用ガス処理

装置 
48 

高圧炉心スプレ

イポンプ室換気

装置 

8 

非常灯 78 非常灯 78 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電機室換気装

置 

38 

充電器 264 充電器 245 ― ― 

中央制御室換

気装置 
60 

中央制御室換気

装置 
60 ― ― 

ディーゼル発

電機冷却系海

水ポンプ 

55 

ディーゼル発電

機冷却系海水ポ

ンプ 

55 ― ― 

ディーゼル発

電機室換気装

置 

38 
ディーゼル発電

機室換気装置 
38 ― ― 

低圧炉心スプ

レイ系ポンプ

室換気装置 

4 ― ― ― ― 

残留熱除去系

ポンプ室換気

装置 

3 
残留熱除去系ポ

ンプ室換気装置
6 ― ― 

バッテリー室 

換気装置 
19 

バッテリー室 

換気装置 
19 ― ― 

スイッチギア

室換気装置 
55 

スイッチギア室

換気装置 
55 ― ― 

― ― 
バイタル交流電

源装置 
67 ― ― 
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非常用ディーゼル発電機 高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 ２Ｃ ２Ｄ 

非常用ガス再

循環装置 
55 

非常用ガス再循

環装置 
55 ― ― 

緊急用直流

125V 充電器 
120 

緊急用直流

125V 充電器 
120 ― ― 

その他非常用

負荷 
724 

その他非常用 

負荷 
739 ― ― 

負荷合計 4,859 負荷合計 4,427 負荷合計 2,448 

 

 

 

※負荷容量の算出方法 

１．パワーセンタ以上の動的機器の負荷 

           軸動力［kW］  
負荷容量［kW］＝ 

効率［％］ 
 

２．モータコントロールセンタ以下の動的負荷 

           定格出力［kW］×負荷率［％］  
負荷容量［kW］＝ 

効率［％］ 

（効率：90％，負荷率：90％） 

３．モータコントロールセンタ以下の静的負荷 

           定格出力［kW］×負荷率［％］  
負荷容量［kW］＝ 

効率［％］ 

（効率：75％，負荷率：100％） 
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  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）  

は，外部電源が喪失した場合に，発電用原子炉を安全に停止するために必要

な電力を供給し，さらに，工学的安全施設作動の為の電力を供給する。 

  また，多重性を考慮して，必要な容量のものを 3 台備え，各々非常用高圧

母線に接続する。 

3 台のうち 1 台が故障しても発電用原子炉の安全性は確保できる。 

  非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）

は，非常用高圧母線低電圧信号又は非常用炉心冷却設備作動信号で起動し，

10 秒以内に電圧を確立した後は，各非常用高圧母線に接続し，負荷に給電

する。 

  外部電源が喪失し，かつ，原子炉冷却材喪失が発生した場合の非常用ディ

ーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）の負荷の始動

順位を，第 2.3.1.2－1 図～第 2.3.1.2－3 図に示す。 

 

 

 

第 2.3.1.2－1 図 ２Ｃ非常用ディーゼル発電機の負荷の始動順位 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

                  ※各ブロックの若い順に起動する 
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第 2.3.1.2－2 図 ２Ｄ非常用ディーゼル発電機の負荷の始動順位 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

        ※各ブロックの若い順に起動する。 

 

 

第 2.3.1.2－3 図 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の負荷の始動順位 

（外部電源喪失及び原子炉冷却材喪失時） 

         ※各ブロックの若い順に起動する。 
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③  蓄電池 

    非常用の常設直流電源設備は，3 系統 5 組のそれぞれ独立した蓄電池，

充電器，及び分電盤等で構成し，直流母線電圧は 125V もしくは±24V

である。主要な負荷は非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ用デ

ィーゼル発電機を含む）初期励磁，Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃ投入及び引き外し，

計測制御系統施設等であり，これらの 125V 系 3 系統のうち 1 系統の故

障及び±24V 系 2 系統のうち 1 系統が故障しても発電用原子炉の安全性

は確保できる。 

    また，万一，全交流動力電源が喪失した場合でも，原子炉停止系の動

作により，原子炉は安全に停止でき，停止後の原子炉の崩壊熱及びその

他の残留熱も，原子炉隔離時冷却系により原子炉の冷却が可能であり，

原子炉格納容器の健全性を確保できる。 

    非常用の常設蓄電池は据置型蓄電池でそれぞれ異なる区画に設置され

独立したものであり，非常用低圧母線にそれぞれ接続された充電器によ

り浮動充電される。 

    全交流動力電源喪失に備えて，非常用の常設直流電源設備は発電用原

子炉の停止，停止後の冷却に必要な電源を一定期間，給電をまかなう蓄

電池容量を確保している。全交流動力電源喪失後，常設代替交流電源設

備から約 95 分以内に給電を行うが，万一常設代替交流電源設備が使用

できない場合は，可搬型代替交流電源設備である可搬型代替低圧電源車

から約 210 分以内（全交流動力電源喪失後約 300 分以内）に給電を行う。

非常用の常設蓄電池は，常設代替交流電源設備が使用できない場合も考

慮し，電源が必要な設備に約 8 時間電力を供給できる容量とする。 

    なお，重大事故等対処設備の各条文にて炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，及び貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷を防止するために設
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けている設備への電力供給時間は，約 24 時間とする。 

    組数及び容量：約 125V 2 組（約 6,000Ah／組），1 組（約 500Ah／組） 

           約±24V 2 組（約 150Ah／組） 

  ＜蓄電池の主な負荷＞ 

   ・制御用負荷（原子炉緊急停止系作動回路，遮断器制御電源，自動減圧

系等）及び非常用照明 

   ・原子炉隔離時冷却系 

    

  各蓄電池の容量を，第 2.3.1.2－2 表に示す。 

 

第 2.3.1.2－2 表 蓄電池の容量 

用途 

項目 

非常用電源設備 

125V 系蓄電池Ａ系, 

125V 系蓄電池Ｂ系 

125V 系蓄電池 

ＨＰＣＳ系  

中性子モニタ用蓄電池

Ａ系， 

中性子モニタ用蓄電池

Ｂ系   

型式 鉛蓄電池 鉛蓄電池 鉛蓄電池 

組 数 2 1 2 

容 量 約 6,000Ah 約 500Ah 約 150Ah 

電 圧 約 125V 約 125V 約±24V 
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2.3.1.3 燃料貯蔵設備 

  工学的安全施設等の機能を確保するため，非常用ディーゼル発電機（高圧

炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む。）については２Ｃ系，２Ｄ系及び

高圧炉心スプレイ系の計 3 台有している。また，軽油貯蔵タンクから燃料移

送ポンプにて非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機を含む。）へ供給される燃料油系統も非常用２Ｃ系，２Ｄ系及び高圧炉心

スプレイ系の 3 系統を有しているため，ディーゼル発電機の単一故障に対し

ても必要な機能を確保できる。燃料油供給系統の構成を，第 2.3.1.3-1 図に

示す。 

軽油貯蔵タンクの必要量を確認するために外部電源喪失が発生した場合を

想定する。外部電源喪失が発生した場合，設計基準事故対処設備である２Ｃ

非常用ディーゼル発電機，２Ｄ非常用ディーゼル発電機及び高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電機を起動して，非常用母線を受電し対応を行う。これに

加え，常設代替交流電源設備である常設代替高圧電源装置 2 台を起動し緊急

用母線を受電して重大事故等に備えるとともに代替所内電気設備の必要負荷

（緊急用直流 125V 充電器）へ給電を行う。その後，代替所内電気設備の機

能に期待した対応を行っていない場合， 24 時間以内に常設代替高圧電源装

置 2 台を停止して待機状態とし，非常用ディーゼル発電機から常設代替直流

電源設備の必要負荷へ給電を行う。 

  軽油貯蔵タンクは，非常用ディーゼル発電機１台，高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電機 1 台を 7 日間及び常設代替高圧電源装置 2 台を１日（24 時

間）運転できる容量(400kL※１)を 2 系統有するため，軽油貯蔵タンクの単一

故障に対しても必要な機能を維持できる。 

  2 基の軽油貯蔵タンクは連絡配管により接続されており，軽油貯蔵タンク

の燃料は，3 台のディーゼル発電機のどれでも使用できる構成となっている。
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(連絡配管は通常時は手動弁により隔離されており，片系で漏えい等が生じ

た場合でも他系へ影響しないようにしている。) 

 

※１軽油貯蔵タンクの必要量を保守的に見積もるため，以下を考慮する。 

・保守的に事象発生と同時に電源装置の起動を想定（連続７日間） 

・非常用ディーゼル発電機の燃料消費率は保守的に，100％負荷状態での

（1,440.4L／h・台）を使用する。 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機の燃料消費率は保守的に，100％

負荷状態での（775.6L／h・台）を使用する。 

・常設代替高圧電源装置の燃料消費率は保守的に，100％負荷状態での

（420L／時間・台）を使用する。 

 

① 非常用ディーゼル発電機  

1,440.4L／時間・台×24 時間×7 日=241,99L=242.0kL 

    ②高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機   

775.6L／時間・台×24 時間×7 日=130,30L=130.3kL  

    ③常設代替高圧電源装置 

      420.0L／時間・台×2 台×24 時間×１日=20,16L=20.2kL 

④必要燃料①＋②＋③=242.0kL＋130.3kL＋20.2kL  

=392.5kL＜400kL 

 

  

 ■軽油貯蔵タンク 

 基数：2  

 容量：400kL（1 基当たり） 

使用燃料：軽油 
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     ：非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機を含む）燃料油供給系統          

 

第 2.3.1.3－1 図 非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む）燃料油供給系統 
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別紙 1 鉄塔基礎の安定性について 

 

1. 東海第二発電所外部電源線における送電鉄塔の安定性評価 

  経済産業省原子力安全・保安院指示文書「原子力発電所等の外部電源の信

頼性確保に係る開閉所等の地震対策について(指示)」(平成 23･06･07 原院第

1 号)に基づき,敷地周辺の地盤変状の影響による二次的被害の要因である盛

土崩壊，地すべり及び急傾斜地の土砂崩壊の影響が評価されている。抽出さ

れた鉄塔については，地質の専門家による現地踏査結果を踏まえ，鉄塔基礎

の安定性に影響がないことが確認されている。（経済産業省原子力安全・保

安院報告「原子力発電所及び再処理施設の外部電源における送電鉄塔基礎の

安定性評価について（平成 24 年 2 月 17 日，東京電力株式会社）」） 

  基礎の安定性評価結果を，第１表に示す。 

 

第１表 基礎の安定性評価結果 

線路名 
鉄塔 

基数 

現地踏査確認基数 対応必要 

基数 盛土 地すべり 急傾斜地 

275kV 東海原子力線 44 基 2 基 0 基 3 基 0 基 

154kV 原子力１号線 8 基 0 基 0 基 0 基 0 基 

154kV 村松線 28 基 0 基 0 基 2 基 0 基 

合計 80 基 2 基 0 基 5 基 0 基 
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2. 地質の専門家による現地踏査の評価項目と方法 

  275kV 東海原子力線，154kV 村松線の対象鉄塔について，地質の専門家に

よる現地踏査で第 2 表に示す項目に基づき，鉄塔基礎の安定性評価が行われ

ている。なお，地すべりによる現地踏査の必要な鉄塔について該当する箇所

は無かった。 

 

第 2 表 現地踏査における評価項目と評価方法 

評価項目 主な評価項目 評価方法 

盛土崩壊 

・盛土の立地状況や形状及

び規模 

・盛土と鉄塔との距離 

現地踏査に際しては，当該

盛土の立地状況や形状・規

模，鉄塔との距離等を確認

し，健全性が評価されてい

る。 

急傾斜地の

土砂崩壊 

・斜面状況（勾配及び変状

有無） 

・地盤特性 

・崩壊履歴 

・現地調査に際しては，斜

面勾配等の地形条件，斜面

上の変状有無，植生状況，

地下水や表流水の集水条件

など，左記の評価内容を確

認し，健全性を評価した。 
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3. 盛土崩壊に対する鉄塔基礎の安定性評価結果 

3.1 現地踏査対象の抽出 

  対象箇所の抽出にあたっては，送電線ならびにその周辺の地形状況が記載

されている実測平面図等を使用して，人工的に土地の改変が加えられた箇所

の抽出が実施されている。 

  また，送電線路周辺で発生した盛土に関する送電線の保守記録等の確認と

ともに，車両やヘリコプター等による巡視で直接現地状況の確認が行われ，

漏れの無いよう盛土箇所が抽出された。 

  抽出の結果，鉄塔 80 基のうち 2 基が現地踏査必要箇所に該当した。 

  なお，盛土の抽出の規模としては，基本的に，東北地方太平洋沖地震で倒

壊した，東京電力株式会社 66kV 夜の森線の周辺で発生した盛土崩壊箇所と

同程度の規模の盛土が対象とされ，更なる安全性向上の観点から，それより

も小規模な盛土についても抽出対象とされた。 

 

3.2 現地踏査結果 

  対象鉄塔 2 基について，当該盛土の立地状況や形状及び規模，鉄塔との距

離等が確認された結果，鉄塔脚から盛土までの距離が十分離れており，仮に

崩壊したとしても当該鉄塔への土砂流入はないと判断された。 
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4. 地すべりに対する鉄塔基礎の安定性評価結果 

4.1 現地踏査対象の抽出 

  地すべり防止区域（地すべり等防止法），地すべり危険箇所（地方自治体

指定），地すべり地形分布図（国立研究開発法人 防災科学技術研究所）に

示される範囲および，その近傍に設置されている鉄塔が選定され，さらに空

中判読により鉄塔との位置関係などが確認された。結果，該当するものは無

く，基礎の安定性に影響はないと判断された。 

 

5. 急傾斜地の土砂崩壊に対する鉄塔基礎の安定性評価結果 

5.1 現地踏査対象の抽出 

  急傾斜地の土砂崩壊については，鉄塔周辺の傾斜の最大傾斜角が 30°以

上かつ逆Ｔ字基礎が抽出された結果，鉄塔基礎 80 基のうち 5 基について現

地踏査が必要な箇所が該当した。 

5.2 現地踏査結果 

  対象鉄塔 5 基について，斜面勾配等の地形条件，斜面上の変状の有無，植

生状況，地下水や表流水の集水条件等が調査された。また，安定性の評価に

あたっては，『道路土工―切土工・斜面安定工指針』における「表層崩壊と

落石の安定性評価の目安」や「斜面崩壊対策の調査」を参考に，地質専門家

の意見をふまえた評価がおこなわれた。 

  上述の現地踏査で収集した斜面勾配等の地形条件，地盤特性等に基づき，

各鉄塔が評価された結果，崩壊や崩壊跡地が鉄塔近傍に見られた鉄塔や近接

する斜面に湧水箇所がみられた鉄塔は無く，問題ないと判断された。 
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別紙 2 吊り下げ設置型高圧遮断器について 

 

1. 事象概要 

  平成 23 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震による揺れで，東北電力株式

会社女川原子力発電所１号機 高圧電源盤６-１Ａで火災が発生したことを受

け，平成 23 年 5 月 31 日に発出された経済産業省原子力安全・保安院指示文

書「原子力発電所における吊り下げ設置型の高圧遮断器に係る火災防護上の

必要な措置の実施等について（指示）」（平成 23・05・30 原院第 2 号）に基

づき，原子力発電所において所有している吊り下げ設置型高圧遮断器の有無

を確認した。 

 

2. 吊り下げ設置型高圧遮断器の有無 

  東海第二発電所で使用している吊り下げ設置型の高圧遮断器について調査

した結果，吊り下げ設置型高圧遮断器は無かった。 
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別紙 3 変圧器一次側の 1 相開放故障について 

 

1. 外部電源系の変圧器の巻線仕様一覧 

  東海第二発電所の非常用高圧母線に電力供給する外部電源系の変圧器巻線

仕様を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 変圧器の巻線仕様 

変圧器名称 電圧 

巻線の結線方法 

一次側 

（外部電源側）

二次側 

（負荷側） 

安定巻線※

起動変圧器２Ａ 275kV／6.9kV Y(直接接地) Y(抵抗接地) Δ 

起動変圧器２Ｂ 275kV／6.9kV Y(直接接地) Y(抵抗接地) Δ 

予備変圧器 147kV／6.9kV Y(非接地) Y(抵抗接地) Δ 

※安定巻線は，当該変圧器で発生する高調波等の抑制を目的で設置されている。 

 

2. 1 相開放故障発生時の検知について 

2.1 電流差動継電器（87）による検知 

  変圧器の一次側において，米国バイロン２号炉の事象のように 1 相開放故

障が発生した場合，275kV 送電線，154kV 送電線接続箇所以外については，

米国バイロン２号炉同様の気中に露出した接続ではなく，接地された筐体内

等に導体が収納された構造である。このような構造の場合，導体の断線によ

る 1 相開放故障が発生したとしても，接地された筐体等を通じ，完全地絡と

なることで，電流差動継電器（87）による検知が可能である。 

  接地された筐体内等に導体が収納された構造の例を，第 1 図に示す。 

  また，完全地絡による電流差動継電器（87）による検知部位を，第 2 図に
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示す。 

 

 

第 1 図 接地された筐体内等に導体が収納された構造の例（GIS） 

  

絶縁スペーサ 

導体 
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第 2 図 完全地絡による電流差動継電器（87）による検知部位 
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以下に GIS，変圧器及び CV ケーブルの構造，故障検知に関する詳細を示す。 

 

 (1) GIS の故障検知について 

   GIS は，接地されたタンク内に導体が収納されており，絶縁性の高い

SF6ガスにより絶縁が確保されている。 

   GIS は，ブッシングを通じて架線と接続する構成である。 

 

  ａ．ブッシング 

    ブッシングは，磁器碍管に導体等が収納された構造となっており，ブ

ッシング内導体の破損については，磁器碍管の破損がない限り考えにく

い。ブッシングの外観及び内部構造部の例を，第 3 図に示す。 

    仮に，磁器碍管の破損による故障が発生した場合，導体と筐体間で地

絡が発生する。その場合，電流差動継電器（87）が設置されており，検

知が可能である。 

 

 

第 3 図 ブッシングの外観及び内部構造部の例 
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  ｂ．GIS（ブッシング除き） 

   ① 導体 

     GIS は，第 2－1 図のとおり絶縁スペーサで GIS 内の導体を支持す

る構造となっており，絶縁スペーサは，機械的強度が高く壊れる可能

性が小さいと考えられることから，導体の脱落が生じにくい構造とな

っている。したがって，GIS 内部での 1 相開放故障は発生しにくい構

造である。 

     仮に絶縁スペーサが破損した場合，導体と筐体間で地絡が発生する。

その場合，電流差動継電器（87）が設置されており，検知が可能であ

る。 

 

   ② 遮断器の投入動作不良による欠相の検知 

     遮断器により 1 相開放故障が発生する要因として，各相個別に開放

及び投入が可能な遮断器の投入動作不良による欠相が考えられる。し

かし，投入動作不良による欠相が発生した場合においては，欠相継電

器（47）を設置し，検知可能となる。（第 4 図参照） 

     欠相が生じた場合，欠相保護継電器が動作し，遮断器は 3 相開放さ

れるため，欠相状態は解除され，また警報により，1 相開放故障の検

知が可能である。 
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第 4 図 遮断器投入不良による 1 相開放故障検知インターロック概要 

 

   ③ 断路器の投入動作不良による欠相の検知 

     断路器投入時は遮断器開放状態であり，投入操作時は現場に運転員

がいるため，投入状態の確認が可能であることから，投入動作不良に

よる欠相の検知は可能である。 

     なお，断路器通電状態の場合は，開放及び投入不可のインターロッ

クが構成されており，操作不可である。 

 

 (2) 変圧器の故障検知について 

    変圧器は接地された筐体内に導体が収納されており，絶縁油により絶

縁が確保されている。導体は，タンク内ブッシングを介し，変圧器巻線

へと連結した構造である。 

    変圧器は，十分強度を持った筐体内にあるため，断線が発生する可能

性は低い。 

    仮に，変圧器の筐体内で断線が発生した場合，アークの発生により衝

撃油圧継電器による機械的保護継電器が動作することにより検知に至る

153



33 条-別紙 3-7 

場合や，地絡が生じることによって電流作動継電器（87）検知が可能で

ある。変圧器の構造を第 5 図に示す。 

 

 

図 5 変圧器構造概要 

 

    なお，変圧器巻線については第 6 図のとおり複数の導体により構成さ

れており，断線が発生し，1 相開放故障が発生する可能性は低い。 
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第 6 図 変圧器巻線概要 

 

 (3) CV ケーブルの故障検知について 

    CV ケーブルは絶縁体と接地されたシースに導体が内包されており，

導体の断線が起きにくい構造となっている。仮に，断線が発生した場合

でも，アークの発生により接地されたシースを通じ，地絡が発生し電流

作動継電器（87）が動作し，異常を検知することが可能。 

    CV ケーブルの構造図を第 7 図に示す。 

 

第 7 図 CV ケーブル構造図

シース 

絶縁体 

導体 

ビニル防食層 
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別紙 4 1 相開放故障発生箇所の識別とその対応操作について 

    （6.9kV 2C，6.9kV 高圧炉心スプレイ系で説明） 

 

4－1 275kV 送電線で発生する 1 相開放故障 

   （目視による確認） 

 

 (1) 1 相開放故障直前の状態 

   275kV 東海原子力線から 275kV 超高圧開閉所，起動変圧器，6.9kV 常用

母線（6.9kV 2A-1,2A-2）を経由し，非常用高圧母線を受電している状態を

想定する。（第 1 図） 

 

第 1 図 1 相開放故障直前の状態 
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 (2) 1 相開放直後の状態 

   275kV 東海原子力線の 1 回線で 1 相開放故障が発生すると，故障部位を

目視で確認できる。このことから運転員は，275kV 東海原子力線の 1 回線

にて 1 相開放故障が発生したことを検知可能である。（第 2 図） 

 

第 2 図 1 相開放故障直後の状態 
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 (3) 故障箇所を隔離した状態 

   運転員の操作により，275kV 東海原子力線 1 回線を外部電源系から隔離

すると，残り 1 回線で電力供給を行う。（第 3 図） 

 

第 3 図 故障箇所を隔離した状態 
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4－2 予備変圧器一次側で発生する 1 相開放故障 

   （目視にて検知） 

 

 (1) 1 相開放故障直前の状態 

   275kV 東海原子力線から 275kV 超高圧開閉所，起動変圧器，6.9kV 常用

母線(6.9kV 2A-1,2A-2)を経由し，非常用高圧母線を受電している状態を

想定する。（第 4 図） 

 

 第 4 図 1 相開放故障直前の状態 
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 (2) 1 相開放故障直後の状態 

   予備変圧器の一次側で 1 相開放故障が発生すると，故障部位を目視で確

認できる。このことから運転員は，予備変圧器一次側にて 1 相開放故障が

発生したことを検知可能である。（第 5 図） 

 

第 5 図 1 相解放故障直後の状態 
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 (3) 故障箇所を隔離した状態 

   運転員の手動操作により，予備変圧器を外部電源から隔離すると 275kV

東海原子力線 2 回線で電力供給を行う。（第 6 図） 

 

第 6 図 故障箇所を隔離した状態 
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4－3 予備変圧器一次側で発生する 1 相開放故障 

   （交流不足電圧継電器（27）にて検知） 

 

 (1) 1 相開放故障直前の状態 

   154kV 村松線・原子力１号線から予備変圧器，6.9kV 高圧母線 2E を経由

し，非常用高圧母線を受電している状態を想定する。（第 7 図） 

 

第 7 図 1 相開放故障直前の状態 
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 (2) 1 相開放故障直後の状態 

   予備変圧器の一次側で 1 相開放故障が発生すると，予備変圧器から受電

していた複数の母線の交流不足継電器（27）が動作する。このことから運

転員は予備電源変圧器にて 1 相開放故障を含めた異常が発生したことを検

知可能である。（第 8 図） 

 

第 8 図 1 相開放故障直後の状態 
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 (3) 非常用高圧母線を隔離した状態 

   交流不足継電器（27）の自動操作により，非常用高圧母線を外部電源か

ら隔離すると，非常用ディーゼル発電機（高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機を含む）が自動起動し，負荷に電力を供給する。（第 9 図） 

 

第 9 図 非常用高圧母線を隔離した状態 
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別紙 5 那珂変電所または茨城変電所が全停した場合の東海第二発電所への電

力供給の確実性について 

那珂変電所または茨城変電所が全停した場合には変電所や送電線の所

有者である東京電力パワーグリッド株式会社が確実に東海第二発電所へ

電力供給が行えるか、また，電力供給後に東海第二発電所が確実に受電

できるか，受電時の東京電力パワーグリッド株式会社及び東海第二発電

所の連携の確実性も含めて，設備面及び運用面で評価を行った。 

1.設備面の検討

①那珂変電所が全停した場合

那珂変電所が全停した場合，第１図の様に

して，新筑波変電所から石岡変電所－西水戸変電所－茨

城変電所を経由して東海第二発電所が受電することになる。 

第１図 那珂変電所全停時の東海第二発電所の外部電源受電経路 
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・東京電力パワーグリッド株式会社は，東海第二発電所が新筑波変

電所から受電する際に投入する当該遮断器（通常時は開放）につ

いて以下を確認している。（第 2 図） 

(a)通常時に当該遮断器を投入した場合，系統事故発生時には，事

故電流が増大し遮断器の電流遮断能力（遮断器耐量）を超過す

る場合があり，事故の影響が広範囲の需要家に及ぶ可能性があ

る。 

(b)那珂変電所全停時に当該遮断器を投入した場合，系統事故発生

時には那珂変電所からの事故電流の流入がないため，遮断器の

電流遮断能力（遮断器耐量）は超過しない。 

当社は送電系統の構成を確認し，当該遮断器の運用に問題な

いことを確認した。 
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・石変電所－西水戸変電所－茨城変電所間では，潮流の流れが通常

と逆になるが、東京電力パワーグリッド株式会社は，同区間の保

護装置の設置状況から潮流が逆向きとなった場合でも，保護装置

で送電設備の保護が可能であることを確認している。当社も同区

間の保護装置の設置状況から，東京電力パワーグリッド株式会社

の確認結果に問題ないことを確認した。

・東京電力パワーグリッド株式会社は，那珂変電所全停時に，新筑

波変電所から東海第二発電所に送電した場合に，東海第二発電所

に到達する電圧が許容範囲内であることをシミュレーションで確

認している。当社も本シミュレーション結果を確認し，到達電圧

が許容範囲内であることを確認した。

以上のことより，当社は那珂変電所が全停した場合の受電経路の設

備面に問題ないと評価した。 

②茨城変電所が全停した場合

茨城変電所が全停した場合、東海第二発電所は那珂変電所から 275kV

東海原子力線を通して受電し続けることができるため，東海第二発電所

は停電することがないので，設備面の問題はない。 

以上のことより当社は那珂変電所または茨城変電所が停止した場合の東海

第二発電所への電力供給について設備面で問題ないと評価した。 

2.運用面検討

①那珂変電所が全停した場合

(1)復旧手順

170



33 条-別紙 5-7 

那珂変電所が全停した場合、東海第二発電所は，新筑波変電所から

石岡変電所－西水戸変電所－茨城変電所を経由して受電する。受電にあ

たっては，東京電力パワーグリッド株式会社は以下(a)～（c）の操作を

すべて茨城給電所にて遠隔で行う。 

(a)各変電所の遮断器及び断路器の操作

(b)系統の電圧等確認

(c)必要に応じ系統の電圧等調整

これら那珂変電所全停時において東京電力パワーグリッド株式会社

は，茨城給電所が定めている系統事故時に使用する系統復旧手順書を用

いて東海第二発電所に電力供給を行う。 

当社は，東京電力パワーグリッド株式会社の茨城給電所が定めてい

る系統復旧手順書に那珂変電所停電時の復旧手順が定められていること，

を確

認した。 

(2)復旧訓練

(a)東京電力パワーグリッド株式会社の訓練

東京電力パワーグリッド株式会社の茨城給電所では、年 2 回の頻

度で系統事故の復旧訓練を行っており、那珂変電所が全停した場合の

訓練を至近では H27 年度に実施している。 

年 2 回の系統事故の復旧訓練内容については主に開閉器の入・切

操作などであり，那珂変電所全停時の復旧訓練とその他の系統事故の

復旧訓練に大差はないこと，及び那珂変電所全停時にはあらかじめ定
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めている系統復旧手順書に基づき操作をおこなうことから，那珂変電

所全停時には速やかな対応が可能であると当社は評価した。 

なお，東京電力パワーグリッド株式会社は、継続的に系統事故の

復旧訓練を実施していくとしており，当社もその実績を確認していく。 

(b)東海第二発電所の訓練

東海第二発電所の外部電源喪失事故に係る東海第二発電所の運転

員の訓練は，年 1 回以上の頻度で，中央制御室での事故を模擬した

訓練やシミュレータを使用した訓練として実施しており速やかな外

部電源の復旧対応が可能である。 

(c)東京電力パワーグリッド株式会社と東海第二発電所の連携

那珂変電所全停時における，茨城変電所からの受電の際は、東京

電力パワーグリッド株式会社の茨城給電所と東海第二発電所との連

携が必要となる。この手順は、村松線・原子力１号線もしくは東海

第二発電所構内受電設備の計画停電後の受電手順（茨城給電所から

東海第二へ受電可連絡→東海第二で受電操作→東海第二から茨城給

電所に受電完了連絡）と同一であり、通常時から両社の連携はとれ

ていることから、当社は問題ないと評価した。 

②茨城変電所が停止した場合

茨城変電所が全停した場合、東海第二発電所は那珂変電所から 275kV

東海原子力線を通して，系統復旧操作等を行わずに受電し続けることが

できるため，運用面の問題はない。 
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当社は運用面における，那珂変電所または茨城変電所が全停した場合の東

海第二発電所への電力供給については，系統復旧手順が整備され，訓練等も

定期的に行われており，問題ないと評価した。 

 

3.まとめ 

 那珂変電所または茨城変電所が全停した場合の東海第二発電所への電力供

給について，東京電力パワーグリッド株式会社の評価結果等を基に，設備面

及び運用面から評価した結果，東海第二発電所への電力の供給は確実に行わ

れると評価した。 
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東海第二発電所の外部電源の信頼性について 

（東京電力ホールディングス株式会社 作成資料） 
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1. 東海第二発電所の外部電源の信頼性確保について 

東海第二発電所の外部電源の信頼性に関しては，経済産業省原子力安全・

保安院指示文書「原子力発電所及び再処理施設の外部電源の信頼性確保につ

いて（指示）」（第 3 図）に基づき，東京電力株式会社が電力系統の電力供給

信頼性について分析及び評価を実施し，「原子力発電所及び再処理施設の外

部電源の信頼性確保について（東京電力株式会社：平成 23 年 5 月 16 日報告）

（第 4 図））にて，東海第二発電所への電力系統の信頼性は充分であると報

告している。 
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第 3 図 経済産業省原子力安全・保安院指示文書「原子力発電所及び再処理施

設の外部電源の信頼性確保について（指示）」（抜粋）
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第 4 図 「原子力発電所及び再処理施設の外部電源の信頼性確保について 

（東京電力株式会社：平成 23 年 5 月 16 日報告）」（抜粋） 

 

以下に，那珂変電所及び茨城変電所全停時の対応について記載する。 
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2. 那珂変電所又は茨城変電所全停時の電力供給系統について 

2.1 那珂変電所全停時の電力供給系統 

  那珂変電所が全停した場合，東京電力パワーグリッド株式会社により系統

切替（約 80 分）を行い，新筑波変電所から石岡変電所を経由し，西水戸変

電所及び茨城変電所でそれぞれ降圧，昇圧のうえ，村松線・原子力１号線で

東海第二発電所へ電力供給する。 

  那珂変電所全停時の電力供給系統を，第 5 図に示す。 

 

第 5 図 那珂変電所全停時の電力供給系統 

× 
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2.2 那珂変電所全停時の電力供給ステップ 

 那珂変電所が全停した場合，東海第二発電所への電力供給は一時的に停止

するが，以下のステップにより約 110 分で東海第二発電所へ電力が供給され

る。 

那珂変電所全停時の電力供給ステップを，第 6 図に示す。 

第 6 図 那珂変電所全停時の電力供給ステップ 
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2.3 那珂変電所が全停した場合の電力供給手順及び監視体制 

  那珂変電所が全停して復旧不能に陥った場合の詳細な電力供給手順を示す。 

  基幹系統給電指令所，茨城給電所及び東海第二発電所は，所管する系統の

事故状況をそれぞれ同時平行で確認する。 

  次に，基幹系統給電指令所にて，各所からの状況報告を受け，茨城給電所

と相互に確認し，復旧方針を決定する。復旧方針の決定においては，日本原

子力発電株式会社及び東京電力パワーグリッド株式会社等の間で協定されて

いる給電協定書に基づき，可能な限り受給の継続又は回復が優先される。 

  その後，基幹系統給電指令所では，各所に復旧方針の連絡が行われる。事

故発生から，ここまでに要する時間は約 30 分である。 

次に，茨城給電所は，各変電所の復旧操作を順次行い，村松線・原子力 1

号線を復旧したうえで，東海第二発電所に対して外部電源からの電力供給が

可能である旨の連絡を行う。具体的には，茨城給電所は，各変電所の遮断器

及び断路器の遠隔操作，系統の電圧等パラメータ確認，確認後必要に応じ電

圧等の調整操作を行う。これらの操作内容を考慮しても 80 分（発電所内で

の受電操作に要する約 30 分，を含めても 110 分）で復旧可能であると評価

している。 

新筑波変電所から東海第二発電所への送電線について第 7 図に示す通り，

通常時は系統事故時の事故電流を遮断器の電流遮断能力（遮断器耐量）以下

で運用するために， の遮断器を開放している箇

所がある。新筑波変電所からの受電時においては，通常時に開放している遮

断器の一部を投入することになるが，通常時に当該遮断器を投入した場合，

系統事故発生時には，事故電流が増大し遮断器の電流遮断能力（遮断器耐量）

を超過する場合がある。 

一方，那珂変電所全停時に当該遮断器を投入した場合，系統事故発生時
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33 条-別紙 5-17 

には那珂変電所から事故電流が流入することがないため遮断器の電流遮断

能力（遮断器耐量）は超過しない。 

また，潮流などが通常と異なるが，第 13 図に示すとおり通常とは異なる

潮流でも保護装置が対応できること，第 14 図に示すとおり送電設備の容量

内で東海第二発電所の到達電圧に問題ないこと等を確認している。また，

第 15 図及び 16 図に示すとおり那珂変電所が停電した際にも各発電機の安

定及び新筑波変電所母線電圧に問題がないこと等から，受電に問題ないこ

とを確認している。 

那珂変電所が全停した場合の復旧手順は，茨城給電所にてあらかじめ定め

ている系統事故時の系統復旧手順書を用い，操作を行うこととしている。 

  なお，復旧時の監視制御体制については，24 時間体制で電力系統の監視

制御が実施されている。 

  給電協定書を第 7 図に， ）

，復旧操作手順を

第 9 図に，復旧ルートを第 10 図に，監視制御体制を第 11 図に示す。 
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33 条-別紙 5-18 

第 7 図 東海第二発電所給電協定書(平成 17 年 4 月 1 日協定)(抜粋) 
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33 条-別紙 5-22 

第 9 図 復旧操作手順 

第 10 図 復旧ルート図 
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33 条-別紙 5-23 

第 11 図 監視制御体制 

（東京電力パワーグリッド株式会社）

中央給電指令所

基幹系統給電指令所

茨城給電所

東京エリアの全系需給運用

【基幹系統給電指令所】

・基幹系統の運用

・地方系統の運用総括
・500kV,275kV変電所の監視
( 新筑波，新茂木，新いわき他)

東海第二発電所

【地方給電所】

・地方系統の運用

・275kV～66kV無人変電所の
監視制御

( 那珂，茨城，西水戸，石岡他)

(東海第二発電所外部電源復旧に関する監視制御体制) 

都心系統給電指令

・           変電所の監視

【 都 心 系 統 給 電 指 令

・ 基 幹 系 統 の 運

・都心系統の運用総括
500kV,275kV 
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33 条-別紙 5-24 

2.4 新筑波変電所からの電力供給に関する技術的評価 

2.4.1 東海第二発電所の所内最大負荷に対する電力供給時の到達電圧 

冷温停止に必要な東海第二発電所の所内最大負荷容量は 14MW 程度である。 

 新筑波変電所から東海第二発電所への電力供給（14MW）時は，一部の他需

要家も受電することとなるが，電力供給ルートの設備容量を超過する箇所は

なく，東海第二発電所の到達電圧は許容範囲内（147kV±10％）に収まり，

電力供給が可能である。 

東海第二発電所の所内最大負荷に対する電力供給時の到達電圧を，第 12

図に示す。 

第 12 図 東海第二発電所の所内最大負荷に対する電力供給時の到達電圧 
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33 条-別紙 5-25 

2.4.2 保護装置の応動 

 新筑波変電所から東海第二発電所への電力供給時において，石岡変電所か

ら茨城変電所の間の送変電設備には，平常時と逆向きの潮流が流れる。 

 同区間には，送変電設備の故障を検知した場合，遮断器により故障箇所を

隔離し，故障による影響を局所化するための保護装置を設置している。同区

間の潮流が逆向きとなった場合でも，当該保護装置で送変電設備を保護して

いる。なお，これらの保護装置は，潮流の向きが反対方向となった場合の系

統において，送電線，母線，変圧器の故障が発生しても，平常時の整定値で

保護可能な設計である。 

石岡変電所～茨城変電所間の保護を，第 13 図に示す。 

第 13 図 石岡変電所～茨城変電所間の保護 
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33 条-別紙 5-26 

2.4.3 東海第二発電所の所内最大負荷及び他需要家に対する電力供給時の到

達電圧 

 新筑波変電所から電力供給する他需要家の最大需要は，新治線の設備容量

以内（512MW）に制限する必要がある。 

 他需要家の最大需要に加え，冷温停止に必要な東海第二発電所の所内最大

負荷容量 14MW へ電力供給が行われる場合においても，新治線の設備容量以

内で，東海第二発電所の到達電圧を許容範囲内（147kV±10％）に収まり，

電力供給が可能な設計である。 

 東海第二発電所の所内最大負荷及び他需要家に対する電力供給時の到達電

圧を，第 14 図に示す。 

第 14 図 東海第二発電所の所内最大負荷及び他需要家に対する電力供給時 

の到達電圧 
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33 条-別紙 5-27 

2.4.4 新筑波変電所からの電力供給手順の実効性 

 茨城給電所にてあらかじめ定めている系統復旧手順書に基づく系統事故の

復旧訓練を年 2 回の頻度で実施している。 

 なお，復旧訓練では，実際の監視制御システムと同様の仕様で系統事故を

模擬し，事故の復旧操作（開閉器の入・切など）を訓練できるシミュレータ

訓練装置を使用している。 

 年 2 回の系統事故の復旧訓練は那珂変電所全停時も含めて様々な系統事故

を想定し実施しているが，対応内容は，主に開閉器の入・切などであり，特

殊な操作はないため，上記復旧訓練で技術の維持は可能である。 

 過去の那珂変電所全停のシミュレータを用いた復旧訓練の実績を第 1 表に，

復旧訓練時の写真を第 15 図に示す。 

第 1 表 過去の那珂変電所全停時の復旧訓練の実績 

実施日※ H27／4／8 H27／4／10 H27／4／14 H27／4／16 H27／4／22

復旧時間 63 分 41 分 59 分 47 分 51 分 

第 15 図 シミュレータを用いた復旧訓練時の写真 

※5 直構成で各直 1 回実施した実績
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33 条-別紙 5-28 

2.4.5 那珂変電所全停時の安定度面への影響 

 那珂変電所の 275kV 及び 154kV 母線の同時事故が発生したケースを想定し，

各発電機の安定度面への影響を確認した。 

 このエリアにおける最も過酷な断面（ＧＷ昼間断面）においても，一時的

に発電機の内部相差角は動揺するが，全ての発電機は動揺が収束して継続的

に安定運転可能な設計である。 

安定度シミュレーション結果の一例を第 16 図に示す。 

第 16 図 安定度シミュレーション結果（広野火力発電所） 
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33 条-別紙 5-29 

2.4.6 那珂変電所全停時の新筑波変電所 154kV 母線電圧への影響 

  那珂変電所の 275kV 及び 154kV 母線の同時事故が発生したケースを想定し，

電力を供給する新筑波変電所の 154kV 母線電圧への影響を確認した。 

  4.5 と同様の断面においても，電力を供給する新筑波変電所 154kV 母線は，

那珂変電所事故の影響を受けにくいルートであり，事故前後の電圧はほぼ変

化無く，適性電圧を維持できる設計である。 

電圧シミュレーション結果を第 17 図に示す。 

 

第 17 図 電圧シミュレーション結果 
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33 条-別紙 5-30 

2.5 茨城変電所全停時の電力供給系統 

 茨城変電所が全停した場合，那珂変電所経由で東海第二発電所へ電力を供

する。 

茨城変電所全停時の電力供給系統を，第 18 図に示す。 

第 18 図 茨城変電所全停時の電力供給系統 

× 
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33 条-別紙 6-1 

別紙 6 現状の発電所敷地周辺の送電鉄塔配置 

現状の発電所敷地内及び周辺の送電鉄塔の配置を第 1 図に示す。 

第 1 図 発電所敷地周辺の送電鉄塔配置 
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33 条-別紙 7-1 

別紙 7 非常用電源設備の配置の基本方針について 

 

 非常用電源設備は，区分ごとに区画された部屋に設置し，主たる共通要因

（地震，津波，火災，溢水）に対し，頑健性を有している。 

 

 電気設備を配置するうえでの基本的なコンセプトは，以下のとおりである。 

 地震，津波，火災，溢水に対する頑健性を確保する配置 

 同じ機能を有する設備は運転性，保守性に配慮し，集中配置 

 

 非常用電源設備は，防潮堤により津波からの影響を受けないエリアへ配置す

るとともに，地震に対しては耐震性の高い設備を配置する。非常用電源設備の

配置図は，第 2.3.1.1－1 図から第 2.3.1.1－5 図のとおりであり，上記の基本

的なコンセプトを満足する設計とする。 

196



 

33 条-別紙 8-1 

別紙 8 蓄電池容量について 

 常設代替交流電源設備，可搬型代替交流電源設備からの電源供給開始に要す

る時間は，「東海第二発電所「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能

力に係る審査基準」への適合状況について」において，詳細を提示する。第 1

図～第 2 図に同資料の抜粋を示す。 

常設代替交流電源設備から非常用高圧母線を受電するまでは約 92 分である。  

よって常設代替交流電源設備からは約 95 分で電力供給の開始が可能である

と評価している。 

万一常設代替交流電源設備が使用できない場合は，可搬型代替交流電源設備

である可搬型代替低圧電源車から約 180 分以内（全交流動力電源喪失後約 275

分以内）に給電を行う。非常用の常設蓄電池は，常設代替交流電源設備が使用

できない場合も考慮し，電源が必要な設備に約 8 時間給電できる容量とする。 
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第１図 「東海第二発電所「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重

大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力に係る審査基準」への適合状況について」抜粋（１／２） 
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第 2 図 「東海第二発電所「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置者の重

大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技

術的能力に係る審査基準」への適合状況について」抜粋（２／２） 
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33 条-別紙 9-1 

別紙 9 ケーブル及び電線路敷設設計の考え方 

１． 安全機能を有する機器に使用するケーブルは，安全区分Ⅰ，安全区分

Ⅱ・安全区分Ⅲに分類されたうえで，以下の各種分離を実施することに

より，安全区分間の相互独立性を保つ。 

① 電気的分離についての考え方

安全区分毎に独立した電力供給元より給電することで分離する。 

②物理的分離についての考え方

(1)ケーブルトレイ又は電線管による分離

使用用途や使用電圧に応じた４つの回路種別（高圧電力用，低圧電力用，

制御用，計装用）にケーブルを分類し，安全区分及び回路種別毎にケーブ

ルトレイ又は電線管により敷設することで分離する。

(2)離隔距離の確保等による分離

〔建設当時の考え方〕 

 安全区分の異なるケーブルトレイが，水平方向又は垂直方向に平行し

て敷設される場合及び交差して敷設される場合は，以下の対応の中から

敷設場所に適したものを実施することで分離する。 

・離隔距離の確保

・分離板又は耐火板の設置

・上部又は底部へのケーブルトレイカバーの設置

〔新規制基準適合のための考え方〕 

 新規制基準（火災防護基準）適合のため，以下のいずれかの対応を実

施する。 

・1 時間以上の耐火材の設置及び火災感知，自動消火設備の設置

・3 時間以上の耐火材の設置
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33 条-別紙 9-2 

２．格納容器貫通部の仕様 

 格納容器貫通部は，原子炉冷却材喪失時の環境条件である温度及び圧力

に適合する物を使用する。 
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33 条-別紙 10-1 

別紙 10 揺すり込み沈下量の算定方法について 

１．沈下量の算定方法 

 沈下量の算定に当たっては，液状化に伴う沈下（地下水位以深の飽和地盤

が対象）及び揺すり込みによる沈下（地下水位以浅の不飽和地盤が対象）の

それぞれについて評価し，両者を合算したものを用いる。 

(1)液状化に伴う沈下（地下水位以深の飽和地盤が対象）

液状化に伴う沈下は，液状化検討対象層（地下水位以深に分布する堆積

層の内，粘性土を除く地層）に対して，設定した地震力による液状化判定

を行い，液状化抵抗率が１未満の範囲については液状化が生ずるものと評

価し，液状化に伴う沈下量の算出を行う。 

なお，ケーブル洞道設置近傍の地盤において，道路橋示方書・同解説に

基づき液状化判定を行った結果，液状化検討対象層の液状化抵抗率が１以

上となったため，液状化に伴う沈下量は考慮しない。 

(2)揺すり込みによる沈下（地下水位以浅の不飽和地盤が対象）

揺すり込みによる沈下は，地下水位以浅の液状化しない地層に対して

「鉄道構造物等設計標準・同解説 土構造物（鉄道総合技術研究所，平成

25 年 6 月）」に基づき算定した。 

検討フローを第 1 図に，鉄道構造物等設計標準・同解説の揺すり込み沈

下量算定法に係る該当箇所を第 2 図に示す。 

202



33 条-別紙 10-2 

第１図 不飽和地盤の揺すり込み沈下量の算定フロー 

第 2 図 鉄道構造物等設計標準同解説の抜粋 

鉄道構造物等設計基準の地震時における地盤の揺すり込み沈下量の 

算定法に従って，下記の式により揺すり込沈下量を算定する。 

一次元地震応答解析より収束せん断剛性を算定する 

収束せん断剛性を劣化した後のせん断剛性とし， 

地震前の変形係数Ｅbef及び地震後の劣化した変形係数Ｅaftを算定する。 
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33 条-別紙 10-3 

2．沈下量の算定結果 

(1)ケーブル洞道（154kV 特別高圧開閉所側）

当該地域の地下水位は，EL.+2.0m～EL.+2.5m に位置し，これより以浅が

不飽和層となる。 

不飽和層が最も厚い箇所が（層厚約 8.5m）で沈下量を算定した結果約

0.5mm となる。また，仮に第四系の全てが不飽和層と仮定して算定した場合

でも，その沈下量は約 1.7mm となる。 

ケーブル洞道位置を第 3 図に，揺すり込み沈下量算定位置を第 4 図に示す。

第 3 図 ケーブル洞道位置図 

 

第 4 図 揺すり込沈下量算定位置図 
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33 条-別紙 10-4 

(2)ケーブル洞道（275kV 超高圧開閉所側）

当該地域の地下水位は，EL.+2.0m～EL.+2.5m に位置し，これより以浅が

不飽和層となる。 

不飽和層が最も厚い箇所（層厚約 5.8m）で沈下量を算定した結果，約

0.2mm となる。また，仮に第四系の全てが不飽和層として算定した場合でも，

その沈下量は約 9.5mm となる。 

ケーブル洞道位置を第 5 図に，揺すり込み沈下量算定位置を第 6 図に示す。

第 5 図 ケーブル洞道位置図 

第 6 図 揺すり込み沈下量算定位置図 
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33 条-別紙 10-5 

3．算定方法の妥当性 

揺すり込み沈下量の算定に用いた文献「鉄道構造物等設計標準・同解説 

土構造物（鉄道総合技術研究所，平成 25 年 6 月）」は，新幹線鉄道や大都市

旅客鉄道の構造物，トンネル等被害が生じた場合の復旧が困難な構造物など

の重要度の高い構造物も含む対象に定められた基準である。 

 また，当該算定式に基づき評価した沈下量については，保守的に全地層が

不飽和層と仮定した場合も確認した。 
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別添 

東海第二発電所 

運用，手順説明資料 

保安電源設備 
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33 条-別添-1 

３ 保安電源設備（安全施設へ電力を供給するための設備をいう。）は，電線路，発電用原子炉施

設において常時使用される発電機及び非常用電源設備から安全施設への電力の供給が停止する

ことがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡大を防止するも

のでなければならない。 

【解釈】 

第３項に規定する「安全施設への電力の供給が停止することがない」とは，重要安全施設に対し

て，その多様性を損うことがないように，電気系統についても系統分離を考慮して母線が構成さ

れるとともに，電気系統を構成する個々の機器が信頼性の高いものであって，非常用所内電源系

からの受電時等の母線の切替操作が容易なことをいう。なお，上記の「非常用所内電源系」と

は，非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機及びバッテリ等）及び工学安全施設を含む重

要安全施設への電力供給（非常用母線スイッチギヤ及びケーブル等）をいう。 

第 3 項に規定する「機器の損壊，故障その他の異常を検知するとともに，その拡大を防止する」

とは，電気系統の機器の短絡，地絡又は母線の定電圧若しくは過電流を検知し，遮断器等により

故障箇所を隔離することによって，故障による影響を局所化できるとともに，他の安全機能への

影響を限定できることをいう。また，外部電源に直接接続している変圧器の一次側において 3 相

のうちの 1 相の電路の開放が生じた場合にあっては，安全施設への電力の供給が不安定になった

ことを検知し，故障箇所の隔離又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策

（手動による対策を含む。）を行うことによって，安全施設への電力供給が停止することがない

ように，電力供給の安定性を回復できることをいう。 

開閉所は系

統分離を考

慮し構成す

る。 

所内電源設備

は系統分離を

考慮し母線を

構成する。 

送電線，母線等

は多重化を実施

することで信頼

性を高める。 

重要安全施設が

機能を維持する

ために必要な電

力を供給する。 

非常用所内母線の

低電圧を検知し，

自動で受電切替が

実施できる構成と

する。 

母線切替が容易な

こと 

電気系統を構成す

る個々の機器が信

頼性の高いもの 

系統分離を考慮し

て母線が構成され

ていること 

異常を検知し，故障箇所を

隔離することによって，故

障による影響を局所化す

る。 

変圧器の一次側において 1 相の電路の開放が生

じた場合にあっては，安全施設への電力の供給

が不安定になったことを検知し，故障箇所の隔

離又は非常用母線の接続変更その他の異常の拡

大を防止（手動操作による対策含む） 

保護装置により，異常を検

知した場合には，遮断器に

より故障箇所を隔離し，他

の安全機能への影響を限定

する。 

気中に露出した架線接続部に

ついては，毎日実施する巡視

点検により 1 相開放故障を検

知する。検知した場合は，手

動にて故障箇所を隔離し，受

電切替を行う。 

GIS，変圧器での故障

は保護装置により異常

を検知し，検視した場

合は故障箇所を隔離

し，受電切替を行う。

工

工 工 工

工 工 工 工

第 33 条 保安電源設備（追加要求事項） 

【後段規制との対応】 【添付六，八への反映事項】

工：工認（基本設計方針，添付書類） ：添付六，八に反映 

保：保安規定（運用，手順に係る事項，下位文書含む） 当該条文に該当しない 

核：核防規定（下位文書含む） （他条文での反映事項他） 
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33 条-別添-2 

４ 設計基準対象施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線は，それぞれお互いに独

立したものであって，当該設計基準対象施設において受電可能なものであり，かつ，

それにより当該設計基準対象施設を電力系統に連系するものでなければならない。 

【解釈】 

第４項に規定する「少なくとも二回線」とは，送受電可能な回線又は受電可能の回線の

組み合わせにより，電力系統と非常用所内配電設備とを接続する外部電源受電回路を２

つ以上設けることにより達成されることをいう。 

第４項に規定する「互いに独立したもの」とは，発電用原子炉施設に接続する電線路の

上流側の接続先において１つの変電所又は開閉所のみに連系し，当該変電所又は開閉所

が停止することにより当該発電用原子炉施設に接続された送電線が全て停止する事態に

ならないことをいう。

東海第二発電所は，275kV 東海

原子力線 2 回線及び 154kV 村

松線・原子力１号線 1 回線の

合計 3 回線にて電力系統に連

系している。 

275kV 東海原子力線 2 回線の 1 ルートで東海

第二発電所より約 17km 離れた那珂変電所に接

続され，154kV 村松線・原子力１号線の 1 ル

ートで約 9km 離れた茨城変電所に接続され

る。 

１つの変電所又は開閉所のみに連系し，当該

変電所又は開閉所の停止により，送電線が全

て停止する事態にならないこと。 

外部電源受電回路を 2 つ以上

設けること 

工

５ 前項の電線路のうち少なくとも一回線は，設計基準対象施設において他の回線と物理

的に分離して受電できるものでなければならない。 

【解釈】 

第 5 項に規定する「物理的に分離」とは，同一の送電線鉄塔等に架線されていないこと

をいう。 

東海第二発電所に接続している 275kV 東

海原子力線，及び 154kV 村松線・原子力

１号線のそれぞれに送電鉄塔を備えてお

り，物理的に分離した設計であることを

確認している。 

少なくとも 1 回線が，同一の

送電鉄塔等に架線されておら

ず，受電できること。 

工

大規模な盛土の崩壊，大規模な地すべ

り，急傾斜の崩壊による被害の最小化を

図るため，鉄塔基礎の安定性を確保する

とともに，長幹支持碍子を用いた全ての

長幹支持碍子に免震装置を取り付け，耐

震性能の強化を図る等，信頼度の高い設

計であることを確認している。 

工工
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33 条-別添-3 

６ 設計基準対象施設に接続する電線路は，同一の工場等の二以上の発電用原子炉施設を

電力系統に連系する場合には，いずれの二回線が喪失した場合においても電力系統か

らこれらの発電用原子炉施設への電力の供給が同時に停止しないものでなければなら

ない。 

【解釈】 

第 6 項に規定する「同時に停電しない」とは，複数の発電用原子炉施設が設置されてい

る原子力発電所の場合，外部電源が 3 回線以上の送電線で電力系統と接続されることに

より，いかなる２回線が喪失しても複数の発電用原子炉施設が同時に外部電源喪失に至

らないよう各発電用原子炉施設にタイラインで接続する構成であることをいう。なお，

上記の「外部電源」とは，外部電源（電力系統）に加えて当該発電用原子炉施設の主発

電機からの電力を発電用原子炉施設に供給するための一連の設備をいう。また，開閉所

及び当該開閉所から主発電機側の送受電設備は，不当沈下または傾斜等が起きないよう

な十分な支持性能をもつ地盤に設置されるとともに，碍子及び遮断器等は耐震性の高い

ものが使用されること。さらに，津波に対して隔離又は防護するとともに，塩害を考慮

したものであること。 

開閉所及び洞道

は，十分な支持性

能を確保した直接

基礎構造もしくは

杭基礎構造であ

る。 

遮断器は，重心

が低く耐震性の

高いガス絶縁開

閉装置及びガス

遮断器を採用す

る。 

津波による越

流対策とし

て，防潮堤を

設置する。 

津波に対して隔離又は防

護するとともに，塩害を

考慮したものであるこ

と。 

開閉所及び当該開閉所から主発電機

側の送受電設備は，不当沈下又は傾

斜等が起きないような十分な支持性

能をもつ地盤に設置されるととも

に，碍子及び遮断器等は耐震性の高

いものが使用されること。 

いかなる 2 回線が喪失

しても複数の発電用原

子炉施設が同時に外部

電源喪失に至らないよ

う各発電用原子炉施設

にタイラインで接続す

る構成であること。 

東海第二発電所

は単一の発電用

原子炉施設であ

る。 

工

塩害を考慮し

碍子洗浄を操

作を実施す

る。 

工工
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33 条-別添-4 

  

８ 設計基準対象施設は，他の発電用原子炉施設に属する非常用電源及びその付属設備か

ら受電する場合には，当該非常用電源設備から供給される電力に過度に依存しないも

のでなければならない。 

【解釈】 

第 8 項に規定する「他の発電用原子炉施設に属する非常用電源設備及びその付属設備か

ら受電する場合」とは，発電用原子炉施設ごとに，必要な電気容量の非常用電源設備を

設置した上で，安全性の向上が認められる設計であることを条件として，認められ得る

非常用電源設備の共用をいう。

非常用電源設備を共用する場合，過度に依存しないものでなければならない。 

設計基準事故において，発電用原子炉施設に属する非常用電源設備及びその付属設備は，

原子炉毎に単独で設置し，他の原子炉施設と供用しない設計とする。 

非常用電源設備を共用しない設計とする。 

７ 非常用電源設備及びその付属設備は，多重性又は多様性を確保し，及び独立性を確保

し，その系統を構成する機械又は器具の単一故障が発生した場合であっても，運転時

の異常な過渡変化時又は設計基準事故時において工学的安全施設及び設計基準事故に

対処するための設備がその機能を確保するために十分な容量を有するものでなければ

ならない。 

【解釈】 

第 7 項に規定する「十分な容量」とは，７日間の外部電源喪失を仮定しても，非常用デ

ィーゼル発電機等の連続運転により必要とする電力を供給できることをいう。非常用デ

ィーゼル発電機等の燃料を貯蔵する設備（耐震重要度分類Ｓクラス）は，７日分の連続

運転に必要な容量以上を敷地内に貯蔵できるものであること。 

非常用電源設備及びその付属設備の多

重性又は多様性を確保し，及び独立性

を確保 

非常用電源設備の多重性及び独立性を

確保し，単一故障発生時の機能を確保

する。 

ディーゼル発電機及び

その付属設備は，多重

性及び独立性を考慮。

必要な容量のものを３

台備え，各々非常用所

内高圧母線に接続して

いる。 

蓄電池及びその付属設備

は，３系統が各々別の場

所に設置されており，多

重性及び独立性を確保し

ている。 

7 日間の外部電源喪失を仮定

しても，連続運転により必要

とする電力を供給できるよ

う，7 日分の容量以上の燃料

を敷地内の軽油貯蔵タンクに

貯蔵する設計とする。 

非常用ディーゼル発電機等の燃料を

貯蔵する設備（耐震重要度分類Ｓク

ラス）は，７日分の連続運転に必要

な容量以上を敷地内に貯蔵できるも

のであること。

工 工工
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33 条-別添-5 

第 1 表（１／４） 技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

設置許可基

準対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第 33 条 

保安電源 

設備 

開閉所設備，

所内電気設備

の系統分離 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

送電線，母線

等のｋ 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

重要安全施設

への電力供給

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

受電系統の 

自動切替 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

保護装置によ

る異常の検知

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 
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33 条-別添-6 

第 1 表（２／４） 技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

設置許可基

準対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第 33 条 

保安電源 

設備 

保護装置によ

る異常の検知

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

電流不平衡の

監視又は開閉

所碍子の巡視

点検 

運用・手順

・変圧器一次側において 1 相開

放を検知した場合，故障箇所

の隔離又は非常用母線を健全

な電源から受電できるよう切

替を実施する。

・1 相開放故障が検知されない状

態において，安全系機器に悪

影響が生じた場合にも，運転

員がそれを認知し，適切な対

応を行えるよう手順書等を整

備する。

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

故障箇所の隔

離，受電切替

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

275kV 送電線

2 回線及び

154kV 送電線

1 回線 

運用・手順 

・外部電源系統切替を実施する

際は,手順を定め給電運用担当

箇所と連携を図り実施する。

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練
・外部電源系切替操作に関する

教育・訓練を実施する。
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33 条-別添-7 

第 1 表（３／４） 技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

設置許可基

準対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第 33 条 

保安電源 

設備 

送電線の物理

的分離 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

鉄塔基礎の安

定性，碍子の

耐震性強化 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

地盤（十分な

支持性能） 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

遮断器（ガス

絶縁開閉装

置，ガス遮断

器） 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

地盤（津波の

影響をうけな

い防潮堤） 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 
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33 条-別添-8 

第 1 表（４／４） 技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

設置許可基

準対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第 33 条 

保安電源 

設備 

碍子洗浄 

運用・手順 

・電気設備の塩害を考慮し，定期

的に碍子洗浄操作を実施する。

・また，碍子の汚損が激しい場合

は，臨時に碍子洗浄操作を実施

する。

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

ディーゼル発

電機の多重性

及び独立性 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

蓄電池の多重

性及び独立性

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 

7 日分の容量

以上の燃料貯

蔵 

運用・手順 ― 

体制 ― 

保守・点検 ― 

教育・訓練 ― 
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